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■ 寺尾
���

英智
���

立正大学学長。1987年立正大学大学院文学研究科博士後期課程単
位取得満期退学。博士（文学）。1987年立正大学助手、その後、立
正大学非常勤講師、同専任講師、身延山大学助教授、同教授を経て、
2011年立正大学仏教学部教授、同仏教学部長を歴任。2022年４月
より現職。専門分野は日本仏教史。

■ 岩﨑
����

千晶
���

関西大学教育推進部教授、教育開発支援センター副センター長。専
門は教育工学。1998年関西大学総合情報学部卒業。2000年研究科
修士課程修了、2010年関西大学総合情報学研究科博士課程後期課
程修了。博士号（情報学）。2010年より関西大学教育推進部助
教、2015年より現職。2018年Excellent Paper Award（International
Symposium on Educational Technology IEEE computer Society
Publications）等受賞。著書として、岩﨑千晶編著『大学生の学びを
育むオンライン授業のデザイン―リスク社会に挑戦する大学教育の
実践―』『大学生の学びを育む学習環境のデザイン―新しいパラ
ダイムが拓くアクティブ・ラーニングへの挑戦―（関西大学出版
部）』等。

■ 森澤
����

正之
����

山梨大学大学院総合研究部工学域教授、山梨大学教育国際化推進
機構大学教育センター副センター長。1987年山梨大学工学部卒業。
2002年東北大学大学院工学研究科博士後期課程修了。博士（工学）。
有機薄膜、光ファイバセンサに関する研究専攻。山梨大学工学部助
手、同大学大学院医学工学総合研究部助教授を経て現職。

■ 木本
���

圭一
����

関西学院大学国際学部教授。1988年関西学院大学大学院商学研
究科博士課程後期課程単位取得修了。その後、近畿大学短期大学
部商経科専任講師・助教授を経て、1997年より関西学院大学商
学部助教授、2010年より現職。2000年４月から2001年３月まで
オーストラリアUNSW客員准教授。2001年４月から2007年３月
まで関西学院大学学長補佐（社会連携・広報担当）。2007年４
月以降現在に至るまで、全学の社会連携関連業務に従事。専攻は
会計学。主研究テーマは、会計基礎概念論、企業分析論および会
計教育。

■ 伊藤
���

友章
����

北海学園大学経営学部教授。1996年明治大学大学院商学研究科商
学選考博士後期課程修了。同年４月北海学園大学経済学部専任講
師。1998年４月同助教授。2006年４月北海学園大学経営学部教授、
現在に至る。2018年４月より2021年３月まで経営学部学部長。
2021年４月より北海学園大学情報運用室長を歴任。専門分野は、マ
ーケティング戦略、競争戦略。近著は「経営学の定点（増補改訂版）」
同文舘出版（共著）2018年、「ナビゲート経営学」同文舘出版（共
編著）2019年、「新しい時代を生きるための実践力とアクティブ・
ラーニング」共同文化社（共編著）2022年。

■ 関口
����

幸代
���

明治学院大学文学部教授。1995年オーストラリア・ニューイング
ランド大学文学部アジア研究科専任講師、2000年オーストラリ
ア・メルボルン大学文学部アジア研究科専任講師を経て、2008年
帰国。2008年立命館大学言語教育センター講師、2010年文教大学
情報学部准教授を経て、2013年明治学院大学文学部准教授として
着任。2021年より同大学教授、2022年より国際センター長兼任、現
在に至る。私立大学情報教育協会奨励賞 (2018) 受賞。専門分野は
教育分野におけるICTの活用。

■ 鈴木
���

克彦
����

東京理科大学理学部物理学科教授。1995年東京都立大学理学研究
科物理学専攻修了。博士（理学）。ドイツミュンヘン工科大学、大
阪大学核物理研究センター、東京大学を経て2001年より沼津工業
高等専門学校准教授。2007年より東京理科大学。専門は理論物理
（素粒子・原子核分野）。

■ 鈴木
���

良雄
���

順天堂大学スポーツ健康科学部教授。1985年東京大学農学部農芸
化学科卒業。民間企業勤務（2011年３月まで）。1991年大阪大学大
学院医学系研究科医科学修士課程修了。2003年博士（農学）。2006
年技術士（農業部門農芸化学分野）、順天堂大学スポーツ健康科学
部客員助教授。2011年順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科
先任准教授。2020年順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科教
授。

■ 池尾
���

隆
���

大阪歯科大学歯学部主任教授。1983年大阪歯科大学助手、1989年
大阪歯科大学講師、2001年より大阪歯科大学教授（名称変更によ
り、現・歯学部主任教授）（現職）。2005年（10年間）（公社）医療
系大学間共用試験実施評価機構各小委員会委員、歯学系CBT実施
小委員会、問題作成FD専門部会、歯学系CBT事後評価解析小委員
会。2007年（９年間）（一社）日本歯科医学教育学会常任理事、卒
前教育委員会委員長、教育国際化推進委員会委員など。2007年（12
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年間）（一社）日本歯科医学教育学会理事。2013年（３年間）（公社）
私立大学情報教育協会コンテンツ標準化委員会委員、2014年（１
年間）同歯学教育FD/ICT活用研究委員会委員。2022年より日本歯
科衛生教育学会理事（現職）。

■ 岡田
���

満
���

近畿大学医学部関西空港クリニック所長・教授。1990年近畿大学
大学院修了、2004年近畿大学医学部小児科助教授、2009年近畿大
学医学部総合医学教育研修センター教授・小児科兼任、2022年近
畿大学医学部関西国際空港クリニック所長・教授。日本小児科学会専
門医・指導医、日本医学教育学会医学教育専門家。

■ 岡
��

瑞起
���

筑波大学システム情報系准教授、株式会社ブランクスペース技術
顧問。2008年筑波大学大学院博士課程修了。博士（工学）。同年よ
り東京大学知の構造化センター特任研究員。2013年、筑波大学シ
ステム情報系助教を経て現職。専門分野は人工生命。人工知能学会
にて「人工生命研究会」の主査。（独）情報処理推進機構未踏IT人
材発掘・育成事業プロジェクトマネージャー。人工生命技術、機械
学習、深層学習を使ったデータ分析・活用の研究を行う。大学での
研究をベースに、新しい技術の社会実装に力を入れている。著書に
『ALIFE | 人工生命』がある。

■ 佐久間
���

淳
���

筑波大学システム情報系教授、共通科目「情報」推進室長。2003
年３月東京工業大学大学院総合理工学研博士後期課程修了。博士
（工学）。同年４月日本アイ・ビー・エム株式会社入社。東京基礎研
究所に配属。2004年７月東京工業大学総合理工学研究科助手、
2007年４月同助教、2009年４月筑波大学大学院システム情報工学
研究科准教授、2016年４月同教授、2016年９月理化学研究所革新
統合知能研究センターグループリーダー（兼任）、現在に至る。機
械学習と知識発見、セキュリティとプライバシの研究に従事。

■ 津川
���

翔
���

筑波大学システム情報系准教授。2009年大阪大学大学院情報科学
研究科博士前期課程了。2012年同大学院博士後期課程了。博士（情
報科学）。2012年大阪大学大学院経済学研究科助教、2013年筑波大
学システム情報系助教を経て2022年より現職。ネットワーク科
学・計算社会科学の研究に従事。

■ 福地
���

一斗
���

筑波大学システム情報系助教。2018年３月に筑波大学システム情
報研究科コンピュータサイエンス専攻を修了し博士（工学）を取得。
同年４月から理化学研究所革新知能統合研究センターにおいて研
究に従事。2019年９月から筑波大学システム情報系助教、同年11
月から理化学研究所革新知能統合研究センターにおける客員研究
員（兼業）を務め、現在に至る。数理統計、機械学習やそのプライ
バシー公平性の研究に従事。

■ 平田
���

祥人
���

筑波大学システム情報系准教授。西オーストラリア大学数学科博
士課程修了。PhD。東京大学生産技術研究所特任助教・特任准教授、
東京大学数理・情報教育研究センター准教授等を経て、現在、筑波
大学システム情報系准教授。専門は非線形データ解析。時系列デー
タ解析や染色体３次元構造再構成の研究に取り組んでいる。

■ 永田
���

寅臣
����

山陽小野田市立山口東京理科大学副学長、工学研究科長・工学部
長・教授。博士（工学）。1985年九州工業大学工学部電子工学科卒
業、1985年九州松下電器株式会社入社、1989年福岡県工業技術セ
ンター研究員、1999年佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程
修了、2006年山口東京理科大学基礎工学部電子・情報工学科助教
授、2009年山口東京理科大学工学部機械工学科准教授、2012年山
口東京理科大学工学部機械工学科教授。専門はロボットのインテ
リジェント制御と産業応用、深層学習の応用。

■ 武田
���

健
��

山陽小野田市立山口東京理科大学副学長、薬学部長・教授。薬学博
士、医学博士。1969年東京大学薬学部製薬化学科卒業、1974年東
京大学大学院薬学研究科博士課程修了、1980年ニューヨーク州立
癌研究所招待研究員、1986年昭和大学医学部生化学教室助教授、
1995年東京理科大学薬学部教授、2000年東京理科大学薬学部長・
薬学研究科長、2002年学校法人東京理科大学理事、2011年学校法
人東京理科大学副学長、2018年山陽小野田市立山口東京理科大学
薬学部長。専門分野は環境衛生化学。

■ 西川
����

紀子
���

金沢工業大学大学事務局共創教育推進室長。教務事務、地域連携・
産学連携、教育GP・COC事業に従事。社会人と学生の学び合いを
促進する共創教育支援、社会人向けのリカレント教育、大学間連携、
教育DX、数理DSを担当している。
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本学は2022年に開校150周年を迎えました。

本学は学園メッセージとして「『モラリスト×エ

キスパート』を育む。」ことを掲げています。豊

かな人間性に裏付けられたモラリストの精神を持

ち、新しい時代に即して社会で活躍できるエキス

パートとしてのデータサイエンティストの輩出を

目標に、150周年記念事業の一環として2021年

４月データサイエンス学部を熊谷キャンパスに開

設いたしました。入学定員１学年は240名と、同

種の学部としては国内最大規模となります。

周知のとおりデータサイエンス学部は滋賀大

学、横浜市立大学、武蔵野大学などで本学に先行

して設立され、今も多くの大学が同様の学部開設

を準備しています。データの時代と言われなが

ら、データ駆動型の社会実装がなかなか進展しな

い背景に、国内にデータ分析・利用の専門家が圧

倒的に不足しているという事実があります。文部

科学省、経済産業省、総務省、内閣府、デジタル

庁などをはじめとする政府各府省はIT・AI人材の

育成を急務として取り組んでいるところです。も

ちろん、データサイエンス人材の育成は社会全体

の共通の課題であり、文部科学省もデータサイエ

ンス学部で教えるべきカリキュラムについては、

一定の基準を設けて、共通して学ぶべき科目を設

定しているところです。

とはいえ、各大学のデータサイエンス学部はそ

れぞれの特色を出して、学生を呼び込むことを競

い合っていることも事実です。例えば、（１）最先端

の技術・知識を教えることで、この分野の最先端

研究者あるいは起業家を育てるのか、社会のIT・

AI人材の裾野を支える人材を育てるのか、（２）理

系の人材か、文系の人材か、（３）統計分析・プロ

グラミングなどを行う技術者か、新しいビジネス

を起業する人材か、などの選択は、広くは各大学

が持っている総合的な人材や設備、歴史的な経緯

に依存するでしょうし、狭くは各大学のデータサ

イエンス学部設置理念によって違ってきます。

本学部の設置に関する構想では、文系のデータ

サイエンスをベースに、社会の様々な分野の裾野

でデータサイエンスを応用する人材を育成してい

くということを念頭におき、カリキュラムや教員

構成を決めていきました。文部科学省への新学部

設置申請時点では、既存のデータサイエンス学部

やそれに類似した学部で、文系であることを標榜

しているところはありませんでした。しかし、本

学では文系データサイエンス学部の社会的需要や

人材の必要性に関する見通しのもとに、文系デー

タサイエンス学部構想を真正面から展開しました。

この、本学の文系データサイエンス学部構想は

昨年来多くのメディアで取り上げられ、データサ

イエンス学部の設置を構想していた文系私学の大

学関係者や文系人材の雇用を考えている企業から

多くの問い合わせを受けてきました。このこと

は、まさに、文系データサイエンス学部が社会的

に要請されていることを物語るものと受け止めて

おります。

本学のデータサイエンス学部の特色は、なによ

りも経済価値の創造を担うデータサイエンティス

トとしての資質を有する人材、すなわち「データ

の収集・加工・分析に関する基本的な知識・技能

を身につけ、データに基づきビジネスの現場で新

たな価値創造の担い手となり得るような人材」を

養成することを目標に、各種の講義や実習を幅広

く提供しているところにあります。とりわけ、

「ビジネス」「社会」「観光」「スポーツ」とい

った幅広い応用分野において、データサイエンス

を用いた新たな価値を創造するための力を養う講

義や実習（価値創造基礎・発展科目群）を提供し

ているところに強みがあると自負しているところ

です。

データサイエンスの世界は現在進行形で進歩し

ており、大学における教育内容もそれに対応して

いかなければなりません。そのような柔軟な教育

体制をいかに構築していくかが我々に課された課

題となっています。

立正大学
学長 寺尾　英智

文系データサイエンス学部が目指すもの



１．はじめに

2020年以降、コロナ禍の影響を受け、大学教

員は思いもよらぬ形で遠隔授業を実施する能力を

得ることができました。その背景には、大学によ

るICT環境や、ICT活用に関する相談への支援体

制が整ったことも影響したと言えます。2020年

以前から遠隔授業を実施するために活用できる

LMS（Learning Management System）や講義配信

システム（動画配信）を整備している大学はあり

ましたが、これらを授業に活用する教員は一部に

限られていました。例えば、文部科学省（2022）

が大学に実施している調査「令和２年度の大学に

おける教育内容等の改革状況について」[3]では、「ビ

デオ・オン・デマンド・システム等リアルタイム

配信以外のシステム（ネット配信を含む）を活用

したｅラーニングによる遠隔教育」、いわゆるオ

ンデマンド映像による非同期の遠隔教育を実施し

ている大学は、2016年度は28.7％であったとこ

ろ、2020年度は73.1％と大幅に実施率が上がっ

ています。同様に「テレビ会議システム等リアル

タイム配信システム（ネット配信を含む）を活用
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反転授業によるアクティブラーニング
の有効性と普及への課題

した遠隔教育」、つまりZoom等を活用した同期の

遠隔授業をしている大学は、2016年度は25.5％

であったところ、2020年度は77.2％となってい

ます。これも大幅な増加率だと言えます。また

「LMSを利用した事前・事後学習の推進」に関し

ては2016年度が53.1％であったところ、2020年

度は69.9％となっています。この伸び率はコロナ

禍が影響していることは間違いありません。テク

ノロジープッシュとして、ICTが発展したことに

よって大学にICT機器が導入されても、利用する

教員の数は大きく増えませんでしたが、対面で授

業ができないため遠隔授業を提供したいというデ

ィマンドプルの状況によって、日本の、世界中の

遠隔授業は一気に推進されたと言えるでしょう。

その一方で、文部科学省（2022）の同調査に

よる「教室の講義とｅラーニングによる自習の組

合せ、講義とインターネット上でのグループワー

クの組合せ（いわゆるブレンディッド型学習）の

導入」に関しては2016年度が45.7％であったと

ころ、2020年度は57.3％であり、オンデマンド

システムやリアルタイムシステムを活用した遠隔

主体的な学びを育む反転授業とその普及を目指した

支援体制のデザイン
関西大学教育推進部教授
教育開発支援センター副センター長 岩﨑　千晶

知識伝達型の授業から、学生が主体的に意見を出し合い、課題を探求するアクティブラーニングの授業として紹介

され７年程経過しましたが、期待された程に普及が進んでいません。私立大学情報教育協会が令和３年度に実施した

「私立大学教員授業改善調査」によれば、反転授業の充実に考慮している教員は４割にとどまっており、関心が低い

ことが明らかになりました。

反転授業は、事前に動画教材等で講義を学修し、教室の対面授業で学んだ知識の確認、学生同士による議論を行う

ことで知識の定着を高め、課題発見・課題解決を探究する能力の向上が期待されており、国内外の多くの授業分野で

その有効性が実証され普及が急がれています。文部科学省の令和５年度概算要求においても、対面授業とオンライン

学修の良さを生かした教育DXによる質的転換支援として、反転授業によるアクティブラーニングなどの補助が検討

されています。

しかしながら、躊躇する教員が多数いる理由としては、事前学修のビデオ教材の準備に不安がある、対面授業で意

見を出し合い、知識の関連付けなどを行う授業設計や授業方法への戸惑い、予習動画を見ない学生への対応などが考

えられます。先ずはできるところから始め、失敗経験を積み重ねる中で、現状より少しでも改善すれば良しとして、

気楽な姿勢で取り組むことが肝要と考えます。

そのようなことから、アクティブラーニングの一環として取り組んでいる反転授業に対する理解を共有いただくた

めに、各授業分野の体験を紹介し、今後多くの教員の方々に行動いただけるよう、授業現場の声を届けることにしま

した。
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うにし、授業では理解度の確認や個別に指導を行

うといった授業形態を反転授業（ Flipped

Classroom）としました[6]。この実践がきっかけで、

高等教育にも反転授業が広がるようになっていき

ました。筆者は反転授業を導入した教員を対象と

した質問紙調査[4]をし、反転授業を導入した動機

として最も多かった回答は「従来の授業をする上

で課題を感じていたから」であることを示してい

ます。その課題は「学習者の主体的な授業への参

加をより促したい」「授業内容の理解が不足して

いる」「教育の質を向上させたい」等であり、従

来の授業で感じている課題を解決するために反転

授業を導入する教員が多いことを指摘していま

す。反転授業の導入により、これらの課題解決に

つながる糸口が見つけられそうです。実際、調査

をした教員からは「学習内容の理解が深まった」

「学生の主体的な参加がなされた」といった反転授

業の効果があげられています。

反転授業には、完全習得学習型と高次能力学習

型の２つの類型があると提示しています[6]。完全

習得学習型は、事前に学習者が遠隔で予習した後、

対面授業において理解が十分ではない学習者に教

員や教育補助者が個別に指導をすることで、一定

の基準以上の理解を目指す教育方法のことを指し

ます。高次能力学習型は、知識習得に該当する部

分を事前に遠隔で学び、対面授業では学生が遠隔

で習得した知識を活用して、ある事例に対する問

題解決を行うディスカッションをするといった対

話を重視した従来の授業より高次の能力習得を目

指した教育方法のことを指します。

2020年度以降はICT環境が整いましたし、教員

や学生の操作に関する課題も随分と解消されまし

た。いまこそ、反転授業に挑戦することができる

好機だともいえます。もちろん、最初からすべて

の授業回を反転授業にすることは大変だと思いま

すし、時間もかかります。そこで、まずは１回分

の授業から試行的に取り入れてみてはいかがでし

ょうか。例えば「あるテーマを終えるには授業時

間では十分ではなく、理解の深まりに欠けると懸

念される授業回」や「あるテーマに対する学生同

士の議論の時間をもう少し取りたいと思う授業

回」等が考えられます。前者は、授業前に知識に

関する講義映像を視聴させる機会を設けること

で、対面授業では講義映像に関連する質問を受け

付けたり、発展的な問題を解いたりすること等が

授業の実施率ほどの向上は見受けられませんでし

た。ブレンディッド型学習の中でも、教室の講義

とｅラーニングによる自習の組み合わせに着目し

てみますと、私立大学情報教育協会（2022）が

2021年度に実施した「私立大学教員授業改善調

査」[5]においても「授業前の学習を遠隔で実施し、

対面授業では意見交換を行う反転授業の充実」に

関する設問では、「非常に考慮している、考慮し

ている」と回答した大学教員は45.3％であり、短

期大学教員は32.9％にとどまっています。オンデ

マンド映像やリアルタイム型による遠隔授業の実

施率は70％を超えて実施されるようになりまし

たが（文部科学省2022）、これらと比較しても遠

隔と対面を組み合わせた授業の実施に関しては実

施率が低く、議論をする必要があると考えます。

今後、2020年以前のように対面授業をする大学

が増えることが想定されますが、これまで培った

遠隔授業の知見を活かしたいと考える大学は少な

くないはずです。本稿ではその方法の一つとして

反転授業を取り上げ、その実施方法と反転授業の

普及を目指した際に大学がどのような支援体制を

構築することが望ましいのかについて考察を述べ

ます。

２．反転授業とは

通信制ではなく、通学制の大学の場合はやはり

対面授業を前提としています[2]。そのため、遠隔

授業で培った知見を対面授業に活かすことでより

学習効果が高まる授業形式を検討することが必要

になるでしょう。その一つとして反転授業が考え

られます。反転授業とは、授業前に講義映像の視

聴ならびに講義映像に関連する学習活動を実施

し、その後の対面授業において知識の定着や学び

の深化を目指した学習活動を行う授業のことで

す。例えば、初年次教育において「レポートライ

ティング」を扱う授業回で考えてみましょう。

「レポートと感想文の違い」に関する知識習得に

関して授業前に講義映像を教員が提供する。視聴

後の課題として、ショートレポートの執筆を提示

する。対面授業では受講生同士でレポートのピア

レビューを行ったり、教員からのフィードバック

がされたりします。

反転授業の始まりは2007年にさかのぼります。

初等中等教育において、バーグマンとサムズが授

業実践を録画して授業前に学習者に視聴させるよ
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けてみましょう。今の大学生はYoutubeやTickTock

等短い時間の動画の視聴に慣れています。学生が

集中して講義映像を視聴することができるよう

に、10〜15分程度の講義映像が望ましいでしょ

う。長くても20分程度とすることが望ましいで

しょう。バーグマンとサムズも講義映像を制作す

る上で配慮すべき点として映像を短くすることと

あげています[6]。加えて声はいきいきと、ユーモ

アを添えること等も示しています。大学教員にと

っては難しい項目もありますが、学習者が興味関

心を持つよう講義映像を作成する気持ちを教員が

持つことは必要になるでしょう。

ここまで反転授業の概要を紹介しましたが、反

転授業に関するイメージがまだわかない先生もお

られるかもしれません。反転授業は学生の学びを

重視します。学生が主体的に学び、学生同士で対

話することによって、知識が構成されるという知

識構成主義の考え方を持つ教員の場合は、比較的

容易に反転授業を試行的に導入しやすいと考えま

す。一方、学生に知識を伝達することによって、

学生は学ぶことができると考えている教員の場合

は、反転授業を展開することは少しハードルが高

いかもしれません。反転授業は学生が主体的に学

ぶための授業だからです。反転授業の実施は単に

教育方法を変えるだけではなく、知識観や教員の

信念に大きく影響します。しかし、学生に求めら

れている能力を培うためにどのような教育方法が

望ましいのかを考え、学生の主体的な学びを育む

ための反転授業への舵をきってみませんか。きっ

と新しい学生の姿や変容に気づくことがあるでし

ょう。

４．反転授業を受講する学生へのケア

反転授業をする際は、学生が自律的に学ぶこと

に配慮する必要があります。授業外に学生が学習

をどうすすめればよいのかを判断できない場合、

すぐに質問をする人がいません。そこで、学生が

講義映像を視聴した後にどのような学習活動をす

るのか等、学習者が活動の内容や手順で躓かない

ように学習ガイドがあるとよいでしょう[1]。また

教員やTA等に、授業外の学習活動について質問

できる場があることも必要です。

学習者の中には予習や復習をする習慣を十分に

身につけていない場合もあります。しかし、反転

授業の場合、授業外の学習を基に対面授業での学

考えられます。後者の場合は、対面授業において

講義映像で学んだ内容を用いた意見交換をするこ

と等があります。学生時代に反転授業を受けてい

た大学教員はほとんどいません。まずは試行的に

反転授業を導入し、体験的にその効果と課題を感

じ取っていただくことが大切だと考えます。

３．反転授業のデザイン

授業設計の基本的な考え方は、対面授業であっ

ても、反転授業であっても変わりません。授業の

構成要素は①授業目標、②教育の内容・方法、③

評価の方法となります。全授業を受講した後に、

学習者のどのような能力を育成していくことが望

ましいのかについて明らかにしましょう。能力に

は知識・技能、思考力・判断力・表現力、主体的

な学習態度等があります。またそれぞれの能力に

は階層性もあります。それぞれの能力や階層性に

配慮し、具体的に学生に培ってほしい能力を学生

が理解できるように提示しましょう。次に、その

能力を育めたどうかを判断するための評価方法を

考えましょう。評価方法には小テスト、レポート

執筆等の方法があります。授業目標である能力を

育めたのかを確認できる方法を選びましょう。最

後に能力を達成できる教育内容と教育方法を決め

ます。この段階で事前学習と対面授業でそれぞれ

何をするのか明らかにしておきましょう。

例えば、高次能力学習型として初年次教育にお

ける反転授業のデザインとしてプレゼンテーショ

ンを扱う授業回を考えてみましょう。プレゼンテ

ーションに必要な情報を調べる場合は、図書館や

データベースの使い方、引用の仕方等を講義映像

で視聴し、実際にプレゼンテーションに必要な情

報を調べた結果をまとめることを事前の学習活動

とします。対面授業では各自が調べた内容をもと

に、グループでディスカッションをしていく活動

が考えられます。次に、完全習得学習型として理

工系の授業における反転授業のデザインを考えて

みましょう。事前学習としての講義映像では公式

について解説し、練習問題をいくつか提供します。

対面授業では、練習問題の解説や、さらに練習問

題とは異なる問題を解いていきます。学習者によ

って達成度に差があることが考えられるため、教

員やTA（ティーチングアシスタント）が躓いて

いる点に個別に対応する授業が考えられます。

また講義映像を作成する際の注意点にも目を向
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習をすすめていくため、授業外での学習が欠かせ

ません。そのため、教員が授業外に学習活動をす

ることの意義や授業目標との関連、授業外の学習

活動が対面授業の中でどう必要になるのかについ

て、学習者に丁寧に伝えることが必要になります。

学生が自律的に学ぶためには、どこを目指してい

るのか、そのためには自分がどこにいて、どうす

れば目指しているものにたどり着けるのかを彼ら

自身で理解する必要があります。これらを理解す

ることで、彼らのモチベーションを上げることに

つながります。そのためには学習者に求めている

活動が授業目標を達成するにあたってどう関連す

るのかを、学生自らが把握することが大切です。

さらに、今後、大学の授業は対面授業、遠隔授

業、反転授業といった様々な形式の授業が提供さ

れることが想定されます。学生は１科目ではなく

カリキュラムで学んでいるため、どの形式の授業

が望ましいのかについて自分で考えて履修科目を

決められるように支援する必要があります。大学

には履修科目のほとんどが決められている学部

と、自分で関心のある科目を履修する範囲が広い

学部があります。前者の学部では、対面授業、遠

隔授業、反転授業等どのような形式で学生が学び、

彼らの能力を育むことが望ましいのかを学部でカ

リキュラムの中で考えることができます。一方、

後者の学部では学生が自分にとっての利便性を優

先して、安易に履修科目を決めてしまう危険性も

あります。初年次教育の段階で、対面授業、遠隔

授業、反転授業等の特徴を学習者が理解し、適切

な科目を自分で選択し、履修できる力を育むこと

ができるようにする必要があるでしょう。

５．反転授業を支える支援体制

2020年４月当初に教員から寄せられた質問を

ふりかえると、すぐに遠隔授業をするための基本

的な操作や機能に関する質問がほとんどでした。

しかし、教員が遠隔授業に慣れてくると質問内容

に変化が見られました。基本的な操作や機能に関

する質問から、今の授業をよりよくするための高

度な機能や授業設計に関する問い合わせが増える

ようになってきたのです。

教員が反転授業をするには、ハード面でICT環

境が整備されている必要があります。これらに関

する基本的な操作や機能に関しては、情報処理セ

ンター等の教職員が教員からの質問に対応できる

ようにしたり、よくある質問を整理し資料を提供

したりする必要があるでしょう。そこから発展し

て、個々の授業に関する質問には、授業設計、学

習支援やライティングセンターの活用等、よりよ

い授業を展開するために教育方法や学習支援の方

法について対応できるように準備しておく必要も

あるでしょう。専門の教職員を配置することが難

しい場合は、反転授業をしている教員が自身の授

業設計について話したり、授業見学ができる機会

を設けたりする等し、教員同士で気軽に相談でき

る関係性を作ることも必要でしょう。

６．おわりに

これまでの授業設計を変更して、新しい教育方

法を導入するには勇気と時間が要ります。しかし

新たな教育方法を導入したからこそ、見えてくる

新しい気付きもあります。学生の変化も見込めま

す。遠隔授業を経験した大学教員であれば反転授

業を実施する準備はできています。ぜひ挑戦して

みてください。
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに

反転授業は、講義動画などによるオンデマンド

型オンライン授業（事前学習）と、アクティブラ

ーニングなどの学習活動を行う面接授業をブレン

ドした授業形態です。本学では、2019年度まで

の９年間、反転授業の実践と評価を積み重ね、オ

ンラインと対面の組合わせが高い教育効果をもた

らすことを明らかにしてきました。

2020年度以降はCOVID-19の影響で対面での

学習活動が制限され、従来の反転授業の実施が困

難になりました。その反面、オンライン授業の必

要性が高まることで様々なオンラインツールを活

用できる環境になってきました。

そこで筆者等はそれらのツールを用いること

で、面接授業をリアルタイム型オンライン授業に

置き換えた反転授業（以降オンライン反転授業と

称します）を試行しましたので、その方法及びそ

の効果と課題について紹介します。

２．オンライン反転授業の設計

本稿では、オンライン反転授業を「授業前に配

信された講義動画を自学習し、授業時間には

ZoomなどのWeb会議システムやその他のオンラ

インツールを用いて課題やグループワークなどア

クティブラーニング型の学習活動を行う授業」と

定義し、従来の面接授業を伴う反転授業を対面型

反転授業と称します。

表１に両タイプの反転授業の実施方法を示しま

す。授業前に行う事前学習は、表１に示すように

両者ともほぼ同じですが、授業時間に行う学習活

動には違いがあります。対面型反転授業ではホワ

イトボードを用いた４人グループのグループ学習

活動を主とします。それに対してオンライン反転

授業では、個人ベースの学習活動を主として、そ

れをGoogle jamboardやGoogleフォームなどを用い

て全体で共有するようにしました。ただし、補足

する形でブレークアウトルームを使ったグループ

学習活動を行いました。オンライン反転授業でも

最初はブレークアウトルームを用いたグループ学

習を多用していましたが、後ほど示すように効果

が上がらなかったので、個人ベースの学習活動を

主とするように転換しました。

本オンライン反転授業は、工学部機電系学科の

電気系科目（電気回路、電子回路）と情報系科目

（Cプログラミング、コンピュータアーキテクチ

ャ）の４科目で実施しました。授業は１回90分

森澤　正之

リアルタイムオンライン反転授業の効果と課題

山梨大学教育国際化推進機構　
大学教育センター副センター長

表１　反転授業の実施方法

オンライン反転授業
・　講義動画の視聴10～15分×２，３本（平均30分程

度）
・　講義動画のノート作成と提出
・　ほぼすべてに自動採点式の理解度チェック問題。受

験回数を複数回にして満点を取るように促す
・　Zoomのミーティングルームに入る。moodleで授業

のコースに入る。Google Jamboardを立ち上げる。
・　個人ベースでの学習活動（演習課題など）を行う。

結 果 を 投 票 機 能 、 Googleフ ォ ー ム 、 Google
Jamboardで共有し、教員が解説を加える。

・　ブレークアウトルームを使ったグループ学習を行う。
Google Jamboardをホワイトボードとして活用する

授
業
前

授
業
中

対面型反転授業
・　講義動画の視聴。10～15分×２～３本（20～25

分程度）
・　講義動画のノート作成と提出
・　必要に応じて理解度チェック問題。受験回数は１

回
・　４人グループでホワイトボードを用意して着席
・　ホワイトボードを使ったグループ学習／グループ

討論を行う。必要に応じて全体での発表を行う。
・　個人ベースでの演習課題を行う
・　必要に応じて教員による解説を行う
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めることができたが、オンラインではそれが難し

い」といった意見が多数を占めています。このよ

うにオンラインでのグループワークでは、学生間

インタラクションを高めることの難しさが感じら

れます。

その反面、オンライン型ではGoogle jamboardな

どを用いることで、個人ベースの演習課題の回答

を途中経過も含めて容易にクラス全体で共有でき

ます。それに対しては、「いろいろな人の意見を

知ることができた」、「クラスの中での自分の立ち

位置がわかった」など、効果を実感する肯定的な

言及が多数あり、オンラインならではの効果が見

られました。

４．まとめ

反転授業が大きな学習効果を生じる一つの要因

は、オンデマンド教材による事前学習で共通の知

識を習得したうえで、面接授業時にグループワー

クや討論、気軽な意見交換など学生間インタラク

ションが大きな学習活動を行うところにありま

す。オンライン反転授業では、この学生間インタ

ラクションを高めることが対面型反転授業より難

しいために、学習効果が減少してしまう傾向が見

られました。しかし、Web会議システムにオンラ

インツールを組み合わせるなど、新たな教育活動

手法を導入することによって、対面型反転授業と

同様、高い教育効果が得られる可能性が大きいと

考えます。

で、15回の授業のうち14回をオンライン反転授

業で行いました。

３．対面型反転授業とオンライン反転授

業の比較

学期末に５件法（質問項目数37）と自由記述

のアンケートで評価を行いました。表２に、５件

法アンケートで両タイプの反転授業での差が顕著

なものを示します。

オンライン型は対面型に比べて「事前学習が理

解に役立つか」の肯定的評価が10％以上向上し

ていますが、「クラスメイトとの議論が理解を深

めたか」は否定的評価が40％以上も増加してお

り、その肯定的評価も同様に大きく減少していま

す。また、オンライン型は「知識が着実に身につ

いてきたと実感した」の肯定的評価が対面型より

も高いのですが、「授業内容は難しかった」の肯

定的評価すなわち難しく感じている受講生が大き

く増加しています。これはオンラインではクラス

メイトとのインタラクションが対面に比べては少

なくなってしまい、一人で課題に取り組むので

「やっている感」は高まるものの理解は深まって

いないと考えられます。この点は自由記述からも

うかがえ、「対面授業だと紙やホワイトボードに

書いた図などを見せながら意見交換ができるので

理解しやすかったが、ブレイクアウトセッション

では図を使うのが難しく理解がしづらかった」や

「対面式では同じグループの人と気軽に意見交換

ができるので疑問をすぐに解決したり、理解を深

表２　対面型反転授業との比較評価

平均
4.6
4.3
4.6
4.5
2.5
2.9
3.2
3.4
4.0
4.0
4.0
4.0
4.2
4.3
4.3
4.2

講義動画資料を事前に
勉強することは授業内
容の理解を深めること
に役立った

オンライン反転授業
否定的評価

0.0％
2.5％
2.9％
1.7％

48.3％
37.5％
31.4％
25.4％
1.7％
2.5％
2.9％
6.8％
3.4％
2.5％
2.9％

10.2％

肯定的評価
98.3％
82.5％
91.4％
96.6％
17.2％
25.0％
48.6％
54.2％
84.5％
82.5％
77.1％
84.7％
87.9％
85.0％
91.4％
83.1％

平均
4.3
3.9
4.2
4.4
4.2
3.8
4.1
4.2
3.8
3.9
3.6
4.2
3.6
3.2
4.3
3.8

否定的評価
0.0％
7.3％
0.0％
0.0％
0.0％
9.8％
2.8％
1.9％
8.5％
7.3％
5.6％
1.9％

12.8％
26.8％
0.0％

11.1％

肯定的評価
87.2％
68.3％
88.9％
90.7％
89.4％
73.2％
88.9％
87.0％
72.3％
73.2％
55.6％
85.2％
51.1％
41.5％
86.1％
68.5％

電気回路
アーキテクチャ
電子回路
プログラミング
電気回路
アーキテクチャ
電子回路
プログラミング
電気回路
アーキテクチャ
電子回路
プログラミング
電気回路
アーキテクチャ
電子回路
プログラミング

クラスメイトとの議論
は授業内容の理解を深
めることに役立った

授業回数が進むにつれ
て知識が着実に身につ
いてきたと実感できた

授業内容は私にとって
難しかった

対面型反転授業設問
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに
筆者は、ずいぶん以前から簿記会計の修得困難

性の要因についての論究[1]を行い、そのための方

法論としてｅラーニングの有効性について論究し[2]、

簿記学会での研究成果を通じてそれを検証してき

ました[3]。それらは簿記が必修である商学系学部

における教育として論じたものでした。

2010年４月より国際学部国際学科に移籍し、

簿記が必ずしも必修ではない学部において、どの

ように会計科目を指導していくかという問題に直

面しました。初学者には用語の暗記をすることが

精一杯で、分析演習を実践し、それを修得する時

間確保が非常に難しいということです。問題の所

在としては、教室外学修時間が有効に活用できな

いことがありました。

５年目の2014年度春学期から、新たな授業方

法として反転授業を取り入れました。それから

2022年度春学期まで９年間反転授業を実施しつ

つ、私情協でICT活用事例報告などを行い、そこ

での示唆を踏まえ改善してきました。

本報告は、2022年度、本科目の全受講生が対

面出席となったことを受けて、コロナ禍下でのオ

ンライン授業運営を含むこれまでの工夫を取り入

れ、有効な反転授業方法とは何かについて検討す

るものです。特にオンデマンド授業時に取り入れ、

オンライン同時双方向でも活用したクラウドファ

イルであるGoogle Document（以下、GD）の活用

によるグループワーク（以下、GW）が2022度の

大きな改善点です。

以下、これまで行ってきた反転授業と、今年度

行った反転授業について比較分析し、その効果と

課題・展望について示します。

２．授業概要と反転授業の内容
（１）授業概要

当該科目の学習到達目標は、会計学の初学者が

財務諸表を読み、簡単な分析が行えるようにする

ことです。配当学年は１年生、単位数は半期２単

位です。これまで、履修者は最も少ない年で８名、

最も多い年で121名と幅がありましたが、2022

年度の最終授業中試験受験者は27名となりまし

た。学修成果の評価方法は、毎回の教室外学修内

容の確認テスト評価、授業中演習の成果、最終授

業中試験成果（または最終レポート）です。

（２）反転授業の内容

＜2014年度から2021年度の内容＞
反転授業の導入以降、勘定科目、会計ルール、

財務諸表の構造、分析手法については、受講生に

予習で修得してきてもらい、授業開始時に確認テ

ストを行い、教室ではそれらの知識を用いた演習

を行いました。

改善の工夫として、予習動画に受講生（ゼミ生）

に入ってもらい質疑応答のシーンを織り込むこと

やWeb学習ソフト（単語カードの暗記と自習確認

テスト問題）としてQUIZLETの導入などを行っ

てきました。

＜2022年度の内容＞
2022年度は、本科目の全受講生が対面出席と

なりました。各単元の解説動画配信と事前の教室

外学修、授業開始時の確認テスト、QUIZLETに

よる教室外学修、は前年度同様に実施しました。

対面となったことの課題は、GWを行う時、財

務諸表分析を行うための対象企業についての経営

戦略・ビジネスモデルについて下調べを行ってく

るという教室外学修です。2020年度はほぼ全授

業がオンラインとなり、また行動制限もかかって

いたために、学生は十分な教室外学修を行えてい

ました。2021年度のGWではその時間が少なくな

り、上記の下調べについては質・量ともに低下し

ていました。それらを踏まえ、全面対面となった

2022年度はどのように向上させていくかが課題

となりました。

2022年度に行った改善点は、対面GWメンバー

でGDを共有してもらい、授業までに上記の下調

べを各メンバーが記名で当該ファイルに書き込ん

木本　圭一

反転授業でのクラウドファイル利用グループワーク
による授業改善の効果と課題・展望

関西学院大学
国際学部教授
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いう方法を取った時、積極的にならざるを得ない

ためです。

2021年度はオンライン演習でしたが、GW時の

いわゆるフリーライダーについてのクレームが自

由記述に散見されました。2022年度はそのクレ

ームは見当たりませんでした。GDへの書き込み

を記名式としたことによって、各人の努力成果は正

当に評価されているという実感があったためです。

４．課題
2022年度の最も大きな問題点は、GDを活用し

たGWを重視するあまり、分析数値の実践的活用

および戦略との関係についての検討について時間

を割き、その重要性について強調したために、財

務諸表分析数値以外の会計学の基礎知識の修得が

疎かになった点にあります。

また、GDの活用方法の課題として、非同期で

あるため、各自の書き込みがリアルタイムに近い

形で他の受講生に伝わるようにしないと、GDの

更新がうまくなされないということもあげられま

す。GWグループのうち、GDの質が高まっていっ

たグループはLINEチャットなどで、書き込みを

互いに知らせあってGD更新を頻繁に行っていた

のに対し、そうでないグループはなかなか更新さ

れていませんでした。

５．展望
反転授業の工夫として、GD活用によるGWで、

どのような効果があり、また課題があるかについ

て述べてきました。

通常、反転授業はインプットを教室外学修（予

習）で行い、アウトプットを教室内で行うという

形態であるといわれます。それに対して、本報告

のGD活用によるGWは、アウトプットも教室外学

修で行っている点が特徴的です。

これは、反転授業の新たな展開を生む可能性を

示唆しています。教室外学修GWにおいて、Zoom

やLINE電話などの同期型ツールを併用すれば、

さらにその可能性を高めるでしょう。

参考文献
[1] 木本圭一（1994）「簿記会計教育におけるマル

チメディア利用の可能性」『日本簿記学会年報』

（日本簿記学会）第９号、1994年３月、118頁-
123頁。

[2] 木本圭一（2002）「簿記教育上の認識ギャップ--
測定ツールとしてのE-Learningの可能性」『商学

論究』（関西学院大学）第50巻第１・２合併号、

2002年12月、185頁-200頁。
[3] 木本圭一（2004）「簿記教育におけるｅラーニ

ングの有用性」『商学論究』（関西学院大学）第

52巻第１号、2004年６月、109頁-120頁。

でいき、それに対する意見を書き込んだうえで、

対面授業ではそれらをもとにGWを行うという方

法を導入した点です。

この方法を取ったことにより、各自の下調べと

意見が可視化され、記名式であるため担当教員に

よる評価対象となるという意識が生じ、より質の

高いものを書き込むようになりました。

３．授業改善の効果
反転授業の導入前の2013年度、導入後の2014

年度から2022年度は、ほぼ同じレベルに設定し

た期末単位修得試験結果によって教育効果を測定

しました（2020年度のみ試験を実施しませんでし

た）。

反転授業を行うようになってからの６年間、ほ

ぼ毎年成果が前年度より向上していました。

2020年度は最終試験を実施しなかったために、

比較は難しいですが、2020年度のGW成果として

のGDの内容と、最終レポートを見る限り、例年

以上に成果は上がっていると判断できます。ハイ

ブリッド授業となった2021年度は、最終試験を

実施し、2019年度よりは少し下がるものの一定

の成果を得ました。

2022年度の最終試験は予想に反して低くなり

ました。これは当年度、基礎知識の修得よりも、

企業分析の前提となる当該企業の戦略分析・ビジ

ネスモデル分析とその成果としての財務諸表分析

数値との関連をかなり重視して授業を進めてきた

ことと、最終試験の扱いを平常評価とし、最終レ

ポートを重視することとしたためです。最終試験

の項目のうち、分析の対象となる財務諸表分析数

値関連の正答率は例年以上でしたが、会計学の範

疇である制度の問題、ルールの問題などについて

の正答率が低かったです。分析能力の判定として

みれば、最終レポートの内容を見る限り、前年度

以上の成果が上がっていました。

授業アンケートをみてみると、2022年度は前

年度に比べ、教室外学修時間は平均的に伸びまし

た。GWにおいて、対面だけでなく、それへの準

備としてGDへの書き込みを行うという演習形態

をとったことが要因として大きいです。

満足度は、受講生が非常に少なく特別に高かっ

た2018年度を除き、この10年間で最も高い数字

となっています。不満の学生はいません。制度や分

析数値の記憶を確認することより、経営戦略と分

析数値の関係を考えさせる時間をかなり多くとっ

たため、受講生が財務諸表分析を行う意味につい

て、しっかり理解できたと実感をもったためです。

積極性についても、それに連動して前年度より

も高くなっています。戦略と数値の関係を自分で

考え、グループで意見を出し合って検討する、と
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに

オンライン授業が一段落し、対面授業が再開さ

れつつある中で、2020年からの約２年間のオン

ライン授業の経験を活用し、将来の授業の在り方

を示すのは、今後の大学教育に課せられた課題の

一つといえるでしょう。とりわけオンライン授業

時においてオンデマンドの講義動画を作成し配信

した授業については、反転授業の実施がその答え

の一つをもたらすものと考えられます。そこで本

稿では、筆者のコロナ前の反転授業を一部組み込

んだ対面授業、コロナ対策中のオンライン授業、

そして対面授業再開後に行った反転授業を紹介し

ていくことにします。

２．2019年度までの反転授業

筆者は、コロナ禍直前までの段階において以下

のように反転授業を主軸の一つとする大教室講義

を展開していました。

担当科目（マーケティング、マーケティング戦

略）において、半期15回の内の５－６回程度で
反転授業を行っていました。事前に講義動画を収

録し、授業時は講義内容の確認と事前にLMSから

出していた課題をテーマとしたグループワークを

行いました。具体的には、最初の30分を講義動

画の説明内容の確認に充て、その後はグループワ

ーク、プレゼンテーション（多くても４組程度）、

そしてクロージングとしての解説、講義後に任意

で振り返りシート作成・提出といった手順で進め

ました。

グループワークは事前に出していたLMS課題の

内容をテーマにすることで、面識のない学生同士

でも比較的スムーズに取り組めるようにしたほ

か、途中で各チームリーダーに集合してもらい、

各チームの議論の状況を報告し合う時間（リーダー

ミーティング）を作ることで大人数でも教員によ

るある程度の状況把握及び管理ができるようにす

ると同時に受講学生間での意見の共有を促すよう

にしました。

反転授業の回以外の授業では、90分のうちの

約半分の時間を学習内容の説明に、もう半分を事

前LMS課題の解答例を授業中にパワーポイントで

紹介しながら解説に充てるようにしました。その

際、スマートフォンを用いたリアルタイム・アン

ケートのシステムである（株）天問堂のimakiku

（以下、imakikuで表記）を通じて参加者が解答例

に対する意見を書き込んでいき、その意見に対し

て教員も積極的に反応することで、ICTツールを

介したうえでの双方向型の授業を促進するように

しました。また反転授業の回も、それ以外の回も、

imakikuの持つ、その場で参加者から数多くの意

見収集ができたり、投票ができたりするといった

特性を利用し、受講生にいくつかの問いかけを行

いながら講義内容の説明をするようにしました。

反転授業については、講義動画の事前視聴を高

めることの難しさ、動画自体は一方的なコミュニ

ケーションであるゆえに従来の双方向性を高める

ための授業改善努力との両立の困難さなどについ

て課題を残しつつも、定期試験結果からは知識の

定着や知識の応用の面で伸びが見られたと同時

に、授業改善アンケートにおける学生の自己評価

でも「学習効果があった」とする回答が多数を占

めるなど、一定の成果が得られつつありました。

また、imakikuの活用については、教員が学生に

直接質問をするなどの声掛けをしていく従来の対

話型の講義よりも、学生の反応が良く非常に多く

の意見のやり取りが短時間で行われること、教員

と学生間だけでなく学生同士の意見交換、コミュ

ニケーションを促すことなどにより、高い学習効

果を得ることができていたといえます。

伊藤　友章

アフターコロナの大教室講義における
反転授業の可能性

北海学園大学
経営学部教授
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する。

②　講義前にLMSで出した課題解答例のプロジェ

クターからの紹介と講師からのフィードバッ

ク、さらに紹介された解答例に対する教室参加

受講者の意見をimakikuで収集し、その場で意

見を共有し、それに対しても講師がフィードバ

ックする。

さらに授業終了後はオンライン授業時と同様に

復習資料（動画含む）をLMSから提供しました。

このようにコロナ前の反転授業に戻すことはま

だ不可能だったものの、対面再開後のすべての回

で教室での発話を伴わない反転授業を展開するこ

とになりました。また今回は、教育効果を十分に

測定することはできませんでしたが、オンライン

と対面のハイブリッド形式の講義だと教室での受

講を選択する学生がほんの僅かになってしまうと

いう状況はうまれず、全履修者の３－４割程度に
相当する100名前後の教室参加者を維持していた

点を指摘しておきます。

５．今後の課題と展望

前述したようにオンラインと対面のハイブリッ

ド授業を実施すると、教室に集まる学生の数が非

常に少ないことがしばしば指摘されています。学

生の立場に内在して考えれば、オンラインで十分

な学習のできる授業をどうして時間とお金をかけ

てわざわざ教室まで出向いて受講する必要がある

のかとの疑問が生じることは理解できます。だか

らこそ、コロナ後の対面講義では「何故決められ

た時間に教室に集まる必要があるのか、教室に集

まらなければできないことは何か」という疑問へ

の答えをはっきり持つことが大学教員に求められ

ると考えられます。

本稿で紹介した対面授業再開後の「発話を伴わ

ない」反転授業はその問いに対する答えの一つに

なるものと考えられます。今後もしばらくは感染

対策を十分に施した上での対面講義になるのであ

れば発話を伴わないことを前提にした授業改善策

を模索し続けていかなければなりません。例えば、

imakikuのようなリアルタイム・アンケートのシ

ステムを活用するにも、問いを学生に投げかけて

解答してもらうだけでなく、その解答を基に教員

がさらに口頭で問いかけ、学生が書き込んでいく

といったより密な双方向のやり取りの促進が考え

られるでしょう。

３．オンライン授業期間中の反転授業

2020年度、コロナ感染対策が求められるよう

になって以降は、①半期15回の講義をすべてオ

ンデマンド動画化したうえで、LMSより毎回の課

題提示、②imakikuをオンデマンド形式にしたう

えで動画視聴前もしくは視聴中において理解を補

助する設問を作成、③さらに復習資料としてLMS

課題の解答例紹介にコメントを添えたフィードバ

ック、LMSの課題等の解説動画の提供、といった

内容からなるオンライン授業を展開することにな

りました。

しかし、こうしたオンデマンド型のオンライン

授業では、教員と学生間の関係を密接にすること

はできても対面授業時にimakikuで実現していた

学生間のやり取りを促進させることは困難です。

そこで2021年度後期においてはZoomを用いてオ

ンライングループワークを実施し、反転授業に近

い形を模索しました。もっとも300人以上の履修

者を一度に集めさせ、実施するのは通信面でのリ

スクが高く、学生を６つのクラスごとに集合日を

割り当てるような形をとったために、学生が体験

できる反転授業は半期15回のうちの１－２回に
過ぎず、対面時と同等の反転授業をオンラインで

展開するのはやはり限界がありました。

４．対面講義再開後　

～感染対策下での反転授業でできること～
2022年度前期においては第５回目の授業より

対面授業が可能になりました、まず講義動画は引

き続き講義10日ほど前より毎回LMSより提供し

ました。これは感染を恐れる学生に対する配慮を

するためにオンライン受講と対面受講の選択がで

きるにするためだけでなく、対面授業出席者にも

事前動画視聴を原則とするようにしました。

しかし、問題はその教室で何をするのかにあり

ます。教室参加者100名以上にもなれば、多くの

発話を伴うグループワークの実施は感染リスクが

懸念されます。感染対策が求められる対面授業に

おいては、前述したコロナ前から行っていた授業

改善の中から以下の２点に絞りこむことで、学生

の発話を伴わない双方向授業を目指すことになり

ました。

①　imakikuによる講義動画内容の確認のための

設問や関連設問の数をコロナ前の対面授業より

も増強し、オンライン上の対話で知識の確認を
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに

反転授業では、学習者は通常授業内で行われる

講義部分を事前に学習し、授業内では他の学習者

と共に発展的な課題に取組み、能動的な学習が促

されます[1]。特に、アクティブラーニング型授業

としての反転授業は、授業内でより主体的な学習

を促進するアプローチとして注目を集めてきまし

た[2]。反転授業への関心が高まるにつれ、多くの

分野で反転授業の様々な側面も指摘されるように

なりました。よりよい学習効果を生み出すことを

示す研究がある一方、学生の自律学習力に依存す

る予習活動への対応に関する難しさも散見される

ようになりました。反転授業は、学習者が適切に

事前学習を行うことが前提となるため、授業前の

学習状況がブラックボックス化することなく、学

習行動を可視化するための方略を整備することが

適切な反転授業実施に必要だと考えられます。

本稿では、筆者がアクティブラーニング型反転

授業を実施するために行った予習活動の定着を促

すための学習環境の構築とその効果について報告

します。また、今後の反転授業のためにトラッキ

ング機能を持つ学習管理システム（LMS）利用に

ついて提案します。

２．事前学習促進のためのICT活用

筆者は2015年度から2018年度に学部横断型科

目であるグローバル人材育成[3]を目的とした授業

（科目名：Current Affairs A/B 以下CAA/CAB）を

実施しました。グローバル人材として必要な知見

とともに、問題発見・解決力、チームワーク・リ

ーダーシップスキル、発信力などを中心とした

21世紀型スキル[4]の習得を促すため、反転授業の

実施を試みました。事前に学んだ内容を授業で演

習し、知識の定着を目指す完全習得学習型の反転

授業ではなく、授業前に学習した知識を活用し、

21世紀型スキルの習得を促すプロジェクト型協

働学習を中心としたタスクに取り組む、高次能力

学習型の反転授業を計画しました。

反転授業を実施する利点は、授業時間の多くを

アクティブラーニングに割り当てることができる

点です。しかしながら、学習者の事前学習が未了

であると、事前学習の内容を発展させた形のタス

クと連動させた授業を計画通りに進めることがで

きません。そのため、履修者が事前に学習し、授

業に臨むことのできる自律学習を促す学習環境の

整備をすることが必須だと考えました。実施した

CAA/CABの授業では、教材はデジタル化され、

講義は動画ファイル、講義資料・参考文献などの

文書はPDF形式、課題はファイル形式、またはオ

ンラインフォームで提出できる形態としました。

また、学習者が日常的に使用するデバイスである

スマートフォンやタブレットからアクセスが容易

にできるように、教材は全てアプリ（Handbook）

上で配布されました。タブレットも貸与し、いつ

でもどこでもアクセスできるユビキタスな学習環

境を整え、自律学習をサポートする学習環境を整

えました。アプリは、教員が配信する科目に関す

る連絡を受信する場としても使用されました。学

習の中心の場となるHubとしての役割を持ち、授

業前に履修者が使い慣れたデバイスからアプリを

経由し、すべての事前学習を終了することが容易

な学習環境を構築しました。

のべ７科目開講しましたが、すべての科目で、

履修者の授業主要教材への授業前のアクセス率は

95％以上で、ほぼ全員の授業前の全教材へのア

クセスが確認されました。事前学習が授業内の学

習活動と直結しており、教材へのアクセスは必須

条件となることから、高いアクセス率は想定通り

関口　幸代

グローバル人材育成：予習活動の定着を目指した
反転授業の効果と課題・展望

明治学院大学
文学部教授
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可視化を実現し、学習プロセスの分析を可能にし

ました。当時は教材や課題提出などを集約するア

プリをツールとして導入するハードルは高かった

ですが、2020年度以降、コロナ禍で遠隔授業の

実施が避けられなくなり、LMSは加速度的に普及

しました。例えば、Google classroomの利用者は

2020年３月では世界中で5,000万人でしたが、

行動制限が常態化した同月末には１億人に達し、

2021年には、約１億5,000万人となり、2019年

からほぼ100％増加となりました。国内の大学で

もLMSの利用率はコロナ前後で比較すると大幅に

増加しました[5]。遠隔授業の実施を余儀なくされ

たことで、オンラインでの教材配信・課題を送受

信する体制が整い、教材をファイル化し格納でき

るLMSの利用が定着しました。多くのLMSには利

用者の単純なアクセスログ記録機能が標準装備さ

れています。今後は、いつ、どこで、どんなコン

テンツを、どれくらいの時間をかけて、という細

かな行動履歴の学習ログを記録する上位機能が搭

載されたLMSの普及が期待されます。学習行動・

スタディログを使い、学習プロセスを分析し、反

転授業実施の課題である事前学習をリアルタイム

で可視化できるLMSの開発及び有効活用は今後の

反転授業の課題と言えるでしょう。

なお、本稿は自著「グローバル人材育成科目開

発・アクティブラーニング型授業としての反転授

業の実施」（2018年）で報告したプロジェクトの

データを一部利用しています。
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2017

[3] Griffin, Patrick, Care, Esther (Eds.), Assessment

and Teaching of 21st Century Skills, Springer

2015
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成のための戦略2011

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/
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[5] 国立情報研究所: NII Today 第94号2022　

https://www.nii.ac.jp/today/94/4.html（2022年12

月１日参照）

でしたが、円滑な学習活動を促す学習環境はアプ

リで科目に関する情報周知、教材・課題提出等を

集約することで実現できたと考えています。

３．事前学習活動可視化のためのICT活用

アプリは、学習者の教材へのアクセスを簡略化

し、教室外での学習を促進する目的で導入されま

した。同時に、学習履歴をトラッキングする機能

は、実施が困難であった学習過程・プロセスの可

視化、分析を可能にしました。アクティブラーン

ニング型反転授業では、対面授業で学習者の学習

意欲を引き出し、積極的に学習活動に参加させる

ために、事前学習内容と連携した授業デザインが

求められます。担当教員がデータとして事前学習

の完了度合いを授業前に把握することで、授業計

画との整合性を確認し、内容の調整をすることも

できます。また、授業前に、教材へのアクセスロ

グから履修者の学習状況を把握し、事前オンライ

ンクイズの結果から履修者の理解度を確認するこ

とで、学習進捗度別に授業内の活動グループ編成

ができ、グループ活動の最適化を図ることができ

るようになりました。トラッキングデータを活用

することで学習行動が可視化され、授業前に学生

の学習状況を把握することができるため、データ

を授業デザインに有効活用することができまし

た。

教育効果については、学期末の授業に対するオ

ンラインアンケートの一部として、この科目を通

して向上したスキルについて自由記述させる形式

の設問を用い、21世紀型スキルに関する学生の

学びを検証しました。2017年度の調査結果を例

にあげると、学生の回答は３つの項目に集中し、

思考力・表現力の向上について言及するものが、

全体の回答数の42％を占め、チームワーク・リ

ーダーシップに関するものが30％、課題発見・

解決能力に関する回答が11％を占めました。授

業は英語で行われ、多様性の理解に関する講義内

容でしたが、学生がスキルアップしたと実感でき

た項目と、習得を目指していたグローバル人材と

して必要なスキルが重なり、設計した授業計画が

成果に反映された結果となりました。

４．今後の展望　

トラッキング機能をはじめとするICTの積極的

な導入は、これまで困難であった事前学習状況の

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/06/01/1301460_1.pdf
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに

物理学はいわゆる積み上げ式の科目で段階的に

理解を定着させることが重要ですが、大人数の授

業では学生個々の理解度の差に対応するのは困難

です。小テストなどをこまめに課すことで、学生

の自学を期待することも可能ですが、授業内容が

高度化するとこの方法は必ずしも機能せず、消化

不良事項が積み重なる悪循環に陥ります。これら

の問題の克服を目的に2013年から反転授業を導

入してきました。本稿では学習方法の紹介と、デ

ータによる成果の検証を報告します。

２．授業の方法と工夫

理学部物理学科の選択必修科目である「量子力

学３Ａ（３年、履修者70人程度、難度高）」では

全面的に、「物理数学２（２年、履修者100名以

上、難度中）」では部分的に反転授業を導入しま

した。　

反転授業を始めるに際し、第１回目のガイダン

スで「なぜこの方法で行うのか？」をしっかり理

解してもらうことに努めます。その上で、各授業

回においては以下の流れで進めます。

①　事前動画学習（20分程度を二つ）
対面授業前までに学生はLMS（moodle）で動

画を視聴し内容をノートにまとめます。ノートは

電子化してLMS上での提出が義務付けられます。

引き続いて対面授業を行います。

②　個人チェックテスト　５分
授業冒頭で、LMSを用いて動画内容についての

確認テストを５分間で行います。解答時には、学

生はノートを参照することが可能です。

③　チェックテストの確認・講評　５〜10分
LMSで自動採点された結果から学生の理解度を

把握して、重要事項を確認します。

④　対面での演習課題　20分×３セット程度
学生はグループに分かれて演習問題を解答しま

す。解答中は学生同士の議論や教員への質問が推

奨され、学生個々の理解度に可能な限り対応でき

るようにします。異なる問題を担当して、互いに

教えあう課題も含まれています。終了後に教員が

手短に全体解説を行います。

この授業において工夫をしている点は　

・ 動画学習の課題をノート提出とする。以前

は動画内容について確認問題を出題していました

が、問題に関係する部分しか視聴しない学生が散

見されました。内容全体の理解を促す上では、学

生自身がまとめる作業を行うことが重要と考えて

います。授業外学習時間の増加にもつながりま

す。

・ 授業動画はipadを用いて作成していますが、

h5pを用いてインタラクティブビデオ形式に変更

しています。比較的容易に修正でき、動画内にメ

リハリをつける工夫が可能です。

３．学生の満足度と負担感

反転授業の導入によって「出席率が向上した」

「履修を途中で放棄する率が減った」などをよく

耳にしますが、以下ではその教育効果を、コロナ

禍に入る前の学生アンケートデータ（2016〜

2018年度、回答率は受講者の９割程度）を用い、

いくつかのポイントから検証します。表１は学生

の主観的な理解度について、通常の授業形式と反

転授業（Ａは量子力学３Ａ、Ｂは物理数学２）を

鈴木　克彦

LMSを用いた反転授業導入の成果検証

東京理科大学
理学部第1部物理学科・教授

表１　授業内容の理解度が高いと感じるのはどちらの

授業方法ですか〔数字は％、数年の平均値〕

授業科目
A
B

通常授業
8

14.5

どちらともいえない
26.5
32

反転授業
65.5
53.5
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６．まとめ

反転授業への評価は概ね良好で、特に授業Ａに

おいては履修を放棄する学生、不合格となる学生

は激減しました。この授業方法の主旨を理解して

くれた学生の多くからは「楽しい」という感想を

もらっており、主体的な深い学びにつながってい

ます。一方で、動機付けがあいまいですと、何と

なく毎週の課題をこなす形になります。また、多

くの授業でこの形式が採用されると、家庭学習の

負荷が増えすぎる問題点も生じます。

対面授業の方法については、未だにベストな方

法が見つけられていません。特に、コロナ禍のオ

ンライン授業では、学生間で数式・図の情報交換

をする環境が整わないため非常に難しくなりま

す。

難しく考えるときりがないですが、この授業法

の最大の利点は、教員が講義から解放されて学生

と同じ目線で議論できる点、学生同士が話し合う

ことで主体的に学びを深めていく点と思います。

本稿が学生、教員がともに楽しんで参加できる授

業作りの一助になれば幸いです。

図２　家庭での学習時間［％］。（授業Ａ）

図１　授業Ｂの年度別の試験得点人数分布（10点刻み）

左側が満点、右へいくほど低い得点。

また、テストの得点分布とアンケート回答を関

係づけると興味深い傾向が分かります。「講義動

画を繰り返し見られるのはよかった？」という設

問に対して「はい」と回答したのは、成績上位層

（全体１／３以上）で63％、下位層（１／３以下）

で67％、と大きな差はありません。一方、「対面

で集中して演習してよかった？」の設問に対して、

表２　「どちらの授業方法の負担がより少ないと感じま

すか」に対する回答[％、２年間平均]

授業科目
A 
B

通常授業
25
10

どちらともいえない
31
33

反転授業
44
57

４．評価テスト結果から

学生は毎年異なるため、成績評価への影響を客

観的に議論するのは難しいですが、ここではテス

トの得点分布から傾向を探ります。図１は授業B

のある分野の試験の得点分布を示しています。テ

スト内容は毎年ほぼ同一の網羅的な試験（80分

間）です。授業Bで2015〜2018年度の期間に授

業法を何度か入れ替えたところ、通常授業の年度

においては分布に複数のピークが見られ学生間の

理解度の差が生じるのに対し、反転授業ではそれ

が解消していることがわかります。同様な比較を

他の年度で行っても同じ傾向が見られます。

比べたもので、反転形式の方が有意に高いと言え

ます。特に高難度の授業Ａの方が反転授業による

恩恵は高いと考えられるようです。一方、反転授

業（事前学習と対面での演習）と通常授業（対面

講義と授業後のレポート課題）の負担感について

の回答結果は表２になります。事前学習は負担の

ように感じますが、学生は好きな時間に講義を受

けられ、板書を急がされることもないため、動画

の量が適切であれば大きな負担を感じていないこ

とが分かります。

「はい」と回答したのは上位層で57％であるのに

対し、下位層では80％と高率でした。普段から

自学の習慣がない下位層の学生にとっては、演習

中心の対面授業は有意義であると考えられます。

５．家庭学習時間の比較

反転授業における家庭学習時間と、講義授業で

レポート課題を課した場合の学習時間を比較した

ものが図２になります。事前学習動画の長さは

40分程度ですが、データからその何倍かの家庭

学習をしていることがわかります。学生のコメン

トによると、『まとめる際にいろいろと自分でも

調べるため、時間はかかるが理解が深まる』とい

うことです。一方、通常の授業では、反転の演習

と同程度の課題をレポートとして課しています

が、実際の学習時間には著しい差が見られます。

2015年度　反転

2017年度　通常

2016年度　通常

2018年度　反転
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに

学生のアクティブラーニングを促進する手段と

してICTを利用した反転授業の有効性や双方向授

業の重要性が指摘されています。しかし、私立大

学情報教育協会が2021年度に実施した「私立大

学教員授業改善調査」では、多くの教員が反転授

業を考慮しておらず関心も低いことが明らかとな

りました。そこで、筆者が行ってきた双方向ツー

ルを活用した反転授業について紹介します。本事

例が反転授業導入のヒントになれば幸いです。

２．反転授業

対象とした授業は週１回（合計14回）実施の

「スポーツと栄養」と「運動生化学」という講義

科目でどちらも科学的な知識と考え方を身に付け

ることを目標としています。

反転授業導入前には、パワーポイントを用いて

スライドを示しながら授業を行い、毎回最後に授

業内容に関する小テストを行っていました。この

ときは、授業中の学生はノートをとる作業に多く

の労力を費やしていました。

そこで反転授業導入の試みとして、各講義のホ

ームページを作成し、各回の授業で使用するスラ

イド（PDF）と小テストの問題を、あらかじめア

ップロードし配布しました。

配布資料ではスライドの一部を空欄とし各自で

埋めてくることを求め、小テストについても同様

に回答を考えてくるよう求めました。そして授業

ではその答え合わせと解説を行いました。

反転授業導入前にも同様に小テストを行い、教

員が回収し採点をしていましたが、10点満点で

０〜７点が多く、特に他人と全く同じ回答をする

学生が散見されていました。一方、反転授業導入

後は自己採点とし、得点は問わないこととしまし

たが、０点（すべて空欄）が目立って少なくなり

正解数も増えました。

また、小テスト回答用の小冊子の感想欄に、授

業の内容から派生した疑問が記載されることが多

くなり、より積極的に授業に参加できている様子

が感じられました。

そして期末のテストは、反転授業導入前に比べ

て、平均点は上昇し、特に低得点の学生が少なく

なりました（図１）。

鈴木　良雄

双方向ツールを活用した
反転授業の効果と展望・課題

順天堂大学　
スポーツ健康科学部教授

図１　反転授業の導入前と導入後の期末テストの得点分布

その後2020年４月より、新型コロナ禍のため

対面授業に代わってZoomを利用した遠隔授業を

せざるを得なくなり、これに伴い学内のICT環境

が整備されました。そこで、自前で作成していた

各授業のホームページに代わって、大学で導入し

ていたUniversal Passport RX（日本システム技術

株式会社）を通じて授業資料を配布することとし

ました。また、小テストは大学で契約したGoogle

Formによって作成し授業後２日以内に回答する

こととし、次回の授業で答え合わせをしました。

さらに毎回の小テストには自由記述の感想欄を設

け、集まった感想と、それぞれに対する教員のコ

メントをPDFとし、Universal Passport RXを通じ

て共有するようにしました。
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ができます。例として「鉄が足りないとどうな

る？」という設問への回答を示します（図３）。

Zoomによる遠隔授業ではsli.doではなくチャッ

トを利用していましたが、対面授業が復活した現

在は、大学で導入したUniversal Passport RXのク

リッカー管理を使っています。Word cloudはでき

ませんが、棒グラフと円グラフでの出力はできて

います。

４．反転授業の効果と展望・課題

以上のように、現在、オンデマンドビデオを利

用した反転授業を行い、その際に双方向ツールに

より学生の反応を授業に反映させています。これ

により、教室に集合して時間を共有している時に

は、学生の疑問にフォーカスして解説したり、自

分たちで考えさせたりする時間を圧倒的に増やす

ことができました。

同一のテストを用いた効果測定はしていません

が、授業資料の事前共有だけでも成績が向上して

いたので、現在はさらに理解が向上できていると

考えています。

まだ、対面ではマスク着用で間隔を空けて着席

させ発語を控えさせている状況ですが、正常化す

れば小グループに分けて相談させるなど、対面で

あることの利点をより活かせると期待していま

す。

一方、反転授業では対面時の教員の役割は、説

教者よりファシリテーターの比重が大きくなるの

で、それに対応する必要があります。また、小グ

ループで考えさせる場合にはファシリテーターと

なるTAを増やす必要があると思われます。

したがって、反転授業では教員の役割変化への

対応と授業補助の方法などが、今後の課題であり

ましょう。

2022年度後期からは、どちらの科目も対面授

業となりましたが、スライドを示しながらの講義

はビデオ化し大学で契約したGoogle Driveを通じ

て共有し、オンマンドで各自視聴してから授業に

参加することとしました。また、小テストの解答

もビデオ化し、回答締め切り後に共有し各自で確

認することとしました。

これにより、教室に集合しての授業時間では、

小テストの感想欄で理解しづらいと指摘された点

について解説したり、後述する双方向ツールなど

を用いて考えたりすることがメインとなりました。

３．双方向ツール

反転授業の導入後、2019年度にはリアルタイ

ムのコミュニケーションツールとして、双方向コ

ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ツ ー ル 『 Sli.do』

（https://www.slido.com/）を使用しました。『Sli.do』

は、授業中に投票やQ&Aを匿名で行えるサービ

スで、授業中に学生に質問を投げかけ回答を回収

したり、各自の質問やコメントを無記名で集めた

りすることができるツールです。学生はスマート

フォン、タブレット、PCなどでWi-Fiを通じて

『Sli.do』にアクセスし回答を行います。教員は付

属の『Slide Switcher』により、プロジェクターで

映写している画面をパワーポイントのスライドシ

ョーと『Sli.de』の回答画面と切り替えることが

でき、リアルタイムで反応を共有することができ

ました。

Slideの例として、１ケ月の食費を選択肢で回答

を集めた例（図２）を示します。

図３　『Sli.do』でWord cloudで回答を集めた例

図２　『Sli.do』で選択肢への回答を集めた例

またsli.doではword cloudを用いてオープンな設

問への回答を集めることもでき、その際には良い

回答に「いいね」をすることができるので、学生

も良い（人気のある）回答をしようとして、他者

の回答を参考にしつつ、自分の回答を考えること
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．学修アウトカム

医療系学修者が卒前に身に付けるべき能力は、

①生涯コアとなる専門的知識と技能　②難解な事

例・症例に遭遇したとき、積極的にニーズを理解

し、自主的に必要な知識を獲得、その対象を分析

し解決する問題解決能力　③具体的な実際の経験

を省察、一般化（概念化）して、さらに実践に応

用するという経験学修サイクルの実行力です。す

なわち、知識の獲得、定着とともに、その知識を

生涯にわたり更新するための自己主導型学修力の

涵養、協働やメタ認知能力をもつ省察的実践家と

しての態度育成が重要です。

２．アウトカムに対応した方略の設計と

ICT活用

３年前期に担当する歯科栄養学（７回）で、知

識の獲得、定着や問題解決能力育成のために、反

転授業によるチーム基盤型学修（TBL）５回と症

例検討グループワーク（GW）２回を計画しまし

た。同一グループで７回の協働を実施することで、

学修者に単なるグループがチームに成長する過

程、グループ・ダイナミクスも体感してもらうこ

ととしました。

まず、事前学修のためにGoogle Classroomと

YouTube（著作権上問題ないダイジェスト教材）

にビデオ教材（非同期、一方向）を掲載しました。

TBLでは、レスポンス・アナライザー（写真１）

やスクラッチ・カードを利用、症例検討GWでは、

参考書はもちろん情報収集のためにスマホなどの

通信機器を利活用しました。さらに学内LMS（非

同期、双方向）に、授業内容の理解を深めるため

の質問コーナーや復習問題を掲載し、形成的評価

の一助としました。

自己主導型学修力やメタ認知能力育成のため

に、プロジェクト学修を計画しました。科目授業

の最初に、ビジョン（自身の将来像）、ミッショ

ン（その将来像に近づくためにこの科目で達成す

る目標）、アクション（ミッション達成のために

毎回の授業で具体的に実行する行動）を予め学修

者自身で立案、「見える化」し、毎回の授業終了

時に授業俯瞰シート（ミニッツ・ペーパー）で、

アクション達成度を含めた省察を記録し提出しま

す。その記載内容を確認し修正などを加えて、フ

ィードバックとして次の授業までに学修者に返却

します。全授業終了時に、蓄積した７枚の授業俯

瞰シートに記されたアクション達成度の記録をも

とに、学修者が根拠を持って論理的に科目全体に

対する自身の取組みを省察し、改善策を考え、そ

れを「見える化」した凝縮ポートフォリオ（A3

用紙１枚）を作成するというものです。凝縮ポー

トフォリオは、５項目の規準、３段階の基準から

なる経験学修サイクルを重視したルーブリックに

基づき評価して、総括的評価の一部としました。

この一連のワークで、省察の重要性を認識すると

ともに、メタ認知能力の向上を図りました。

３．実施した方略に対する評価

大学の自己点検報告書（2021年）では、「この

池尾　　隆

反転授業とポートフォリオを活用した
省察的実践家の育成

大阪歯科大学
歯学部生化学講座

写真１　レスポンス・アナライザーを利用したGW

３年前期から反転授業を実施するためには、２年から徐々にGWやICT
機器に慣れておくことも重要です。
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最終知識試験成績の４年間の推移（67％〜

77％）から、反転授業で一定の必要な知識を獲

得していることが確認できました。また、情意領

域の達成度を定量化することは困難ですが、学修

者からは「結局、自分で話した内容が記憶に残る」、

「皆とならできる」、「楽しい授業」などの自由記

載を得ました。凝縮ポートフォリオでは、PDCA

を冠したテーマ（図１）のほか「全部青い。イチ

ゴの熟度変化」など趣向を凝らしたテーマを掲げ

るなど、新しい授業形態に『戸惑いつつも授業を

楽しむ』姿勢が示されていました。

図１　凝縮ポートフォリオの一例

凝縮ポートフォリオには、科目開始時に「見える化」したビジョン、ミッション、アクション、各回のアクション達成度を根拠とした理論的
な省察、そこから浮かび上がる問題点とその解決方針、そしてその方針を踏まえて修正した新しいアクションを記載することとしています。

経験学修サイクルを重視したルーブリックに基づき採点し、総括的評価の一部としています。

４．課題と今後の展望

知識の伝達については、現状、日常的にオンデ

マンドにて配信できる環境が整い、学修者もネッ

トワーク経由の学修に慣れてきています。さらに、

eポートフォリオなども推進できる

良い機会と考えています。しかし、

同時期に進行する全ての授業が反

転授業となると、現状では学修者

の負担が大きすぎるなど、他科目

担当者との方略の調整が必須です。

また、今回述べた能力の育成は一

朝一夕にできるものではなく、丁

寧に積み上げねばならないことか

ら、例えば学年ごとの適切なマイ

ルストーンの設定が不可欠です。

さらに、ビデオ教材作成時には学修者から多くの

助言を受け、共に授業をつくるという実感を得る

とともに、学修者のICTレベルの高さを再認識し

ました。つまり、学修者がその学修に参加したほ

うがよいと感じる、その学修者の価値観の中で、

様々な学修に積極的に参加するよう動機を促す仕

掛けを組み込むことが重要であると考えられます。

以上より、ICT導入やカリキュラム・プランニ

ングなど、インストラクショナル・デザイン構築

には、実際にそれを利用する学修者、学修支援者

を含めた関係者全員によるホール・システム・ア

プローチが重要であると考えています。

授業設計は、学生の自己評価を高め、能動的な学

習に一定の効果を発揮している」と記載されまし

た。また、科目終了後の学修者による授業評価は

88.8点（表１）でした。

表１　３年科目終了後の学修者による授業評価結果（2020年、学内で統一して実施）

各基準は、中教審答申（2018.11）や中教審大学分科会（2020. 1）「教学マネジメント指
針」を踏まえ、学修の成果を学修者が実感できる教育、「学修者本位の教育の実現」を鑑みた
基準設定となっています。
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反転授業によるアクティブラーニングの有効性と普及への課題

１．はじめに
医学教育では、良き医療人育成が求められ、知

識修得だけではなく、態度教育や技能領域も身に

付けなければなりません。その基本的診療技能の

修得には、シミュレーション教育が最も有効的で

あります。また、医療安全の観点からも、臨床現

場を想定した環境にて、シミュレーションによる

トレーニングを積むことが、実際の臨床現場で適

切に対処できる医師を育てることになります。

しかし、実際のシミュレーション実習では、学

生は技術習得には興味を示しますが、積極的な参

加意欲は高くなく、シミュレーション実習に必要

な基本的知識を予習してくる学生はほとんどいま

せん。

小児科シミュレーション実習では、これまでも

実際の医療現場に近い状況を見据えた形で行って

きましたが、シミュレーション実習として改善す

べき点が多々みられました。そこで、能動的参加

意欲を高めることを目的として、反転授業を取り

入れて、医療現場で必要となる自己主導型の臨床

的判断力・知的技能力を修得することを目指しま

した。

２．反転授業を取り入れた小児科シミュ
レーション実習の効果と問題点
2015年度から、反転授業を取り入れた小児科

シミュレーション実習を開始しました。事前学習

に使用した動画は、自分達で作製したビデオを中

心に用いました。初年度は事前学習を行わなかっ

た学生を考慮して、シミュレーション実習前に事

前学習の説明を行いましたが、翌年からは、実習

を直ぐに始める形式に改めました。また、カリキ

ュラム変更に伴い、2016年度は４年生と３年生

がシミュレーション実習を行い、その後は３年生

を対象として、シミュレーションセンターの各ブ

ースに分かれて、小児の挿管手技、小児・新生児

の採血、小児バイタルサイン、バックバルブマス

クによる乳児のCPRトレーニングなどを行いまし

た。

学生からのアンケートを解析した2015年度の

４年生、2016年度の４年生および３年生の結果

を中心に示します。

事前学習を行ったかの質問では、2016年度の

４年生では全員が行ない、３年生では１人のみが

行いませんでした。また、事前学習をいつの時点

に行ったかでは、前日までが74％、当日が15％、

直前が11％で、学生は早めに事前学習を行なっ

ていました。

５段階評価アンケートの平均点数の結果では、

事前学習は積極的にできたかでは、2015年度で

は3.56、2016年度の４年生では3.39、３年生で

は3.61で、反転授業を行うことで、自らが積極的

に参加できたかでは、2015年度では4.03、2016

年度の４年生では4.01、3年生では3.94で、反転

授業を他の授業に導入する方が良いかでは、

2015年度では3.81、2016年度の４年生では3.10、

３年生では3.31で、シミュレーションを使用した

授業は有意義であったかでは、2015年度では

4.20、2016年度の４年生では4.13、３年生では

4.41で、トレーナーは良く指導してくれたかでは、

2016年度の４年生では4.39、３年生では4.72で

ありました。

事前学習を行うことには、学生はあまり積極的

ではなかったようですが、反転授業を取り入れる

ことにより、学生自らが積極的に参加できたこと

が確認されました。しかし、反転授業を他の授業に

導入する方が良いかについては、図１のごとく、学

生からの意見では、賛否がきれいに分かれました。

岡田　　満

反転授業を取り入れた小児科シミュレーション実習の効果と
課題・展望

近畿大学医学部
関西空港クリニック所長・教授

図１　設問に対する回答
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３．現状の課題と今後の展望
近年、一部の診療科から、反転授業を導入した

報告がなされました[1][2]。また、医学生の医療面

接、深部腱反射スキル、眼底診察などの授業に、

反転授業が取り入れられ、また、シミュレーショ

ン教育においても、反転授業形式で、研修医の入

職時研修、腹診実習、腹腔鏡下手術などで行われ

るようになってきました。

しかし、2020年以降の新型コロナウイルス感染

症拡大に伴って、大学教育は多大な影響を受けま

した。小児科シミュレーション実習においても、

ここ２年間は全く行うことができず、実習とは異

なるビデオ閲覧と講義の形になってしまいました。

一方、コロナ禍によって、これまで十分には施

行されていなかったICTを活用したオンライン授

業、音声付きのスライドや録画動画を使用したオ

ンデマンド授業が当たり前に行われるようになり

ました。それに伴い、教員は事前学習に必要な動

画作製は難しいものではなくなり、また、学生は

PC、タブレット等にて、授業を受けることに対

して十分に慣れました。これらの経験を踏まえて、

授業形態について再考する機会となり、知識伝達

型の一方向型授業はオンデマンド型講義でよく、

双方向型授業や実習など対面でないと十分な効果

が得られない形式のみ、対面にて行うという結論

になってきました。そのため、ウイズコロナ時代

では、知識伝達は事前学習に任せて、対面にて行

う授業では、双方向型授業や実習をいかに上手く

実施していくかが重要となってきました。今後、

反転授業を活用した授業をどのように普及に繋げ

ていくかが課題となります。

４．おわりに
小児科シミュレーション実習に、反転授業を取

り入れたことにより、学生が積極的に参加するこ

とができました。一方、学生からの意見から、反

転授業を他の授業に導入することに対しては、拮

抗する賛否両論があることが確認されました。

今後においては、反転授業の際に、学生が事前

学習を行うための仕組み作り、反転授業が有効に

活用できる授業の選定など、十分な事前準備を行

って、反転授業を進めていくことが大切となって

きています。

参考文献
[1] 平田修司、深澤宏子：山梨大学医学部の産婦人

科の全講義への「反転授業」の導入　山梨産婦

人科学会雑誌　9、2-5　2018
[2] 鋪野紀好、伊藤彰一、生坂政臣：反転授業と学

習者相互学習を取り入れた身体診察能力向上の

ための Interest groupの取り組み　医学教育

51、133-137　2020

また、シミュレーション実習を行うことは高評

価であり、トレーナーの指導に対しても、評価は

非常に良好でした。

学生からの自由記載の内、主なものを列挙しま

す。授業全体に関する記載では、シミュレーショ

ン実習は実践的で、良い経験ができたが最も多く、

次いで、実際の手技の難しさが理解されたであり

ました。また、シミュレーション実習は新鮮で、

頭に入り易かったなどの意見が続きました。さら

に、反転授業のスタイルは良く、モチベーション

が上がり、これから学習の向上に繋がったなどの

意見もみられました。他の意見としては、待ち時

間が長い、シミュレーション実習の回数をさらに

増やしてほしいなどの改善点を述べてくれまし

た。

シミュレーション実習に関しては、半数近くの

学生が、シミュレーション実習を行う機会はこれ

までほとんどなく、楽しく貴重な体験ができ、大

変有意義であったと答え、次に、実際にシミュレ

ーション実習を行うことで、手技の大切さについ

て理解が深まったようでした。対して、もう少し

シミュレーション機器の台数を増やしてほしい、

もっと少人数に分けて、ゆっくりと実習をしたか

ったなどの意見がみられ、改良すべき点を指摘し

てくれました。

反転授業に対しては、事前学習を行うことで、

スムーズにシミュレーション実習に取り組むこと

ができ、重要な箇所がよく理解されたが最も多く、

その次には、反転授業によって、イメージが湧き

やすく、身に付きやすく、理解しやすかったよう

でした。動画によって、実際の医療現場における

臨場感が伝わったなどもみられました。また、反

転授業は初めてなので、目新しく、非常にために

なった、シミュレーション実習だけではなく、よ

り効果的であったなど、シミュレーション実習に

対する前向きな影響が見られることが理解できま

した。さらに、事前学習は、繰り返して視聴する

ことで理解しやすい、復習にも利用できるなど、

反転授業の利点を上げて、多彩な効果があること

が分かりました。改善すべき意見としては、 事

前学習の量が多かったが最も多く、内容が少し難

しかった、事前学習をもう少し早めに公開してほ

しいなど、 直すべき事柄を理解することができ

ました。

全体としては、学生は積極的に事前学習を行う

ことはありませんでしたが、反転授業を取り入れ

たことにより、小児科シミュレーション実習に積

極性を持って参加していたと考えられました。ま

た、反転授業を他の授業に導入する方が良いかに

対する学生からの意見には賛否両論がみられまし

た。
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内閣府、文部科学省及び経済産業省は、「AI戦略2019」の一環として､文理を問わず全ての大

学・高専生（約50万人卒／年）が正規課程教育において、リテラシーレベルの数理・データサ

イエンス・AIを習得することを目標に､体系的な教育を行う優れた教育プログラムを政府が認定

及び選定して奨励するため認定制度を創設しました。

令和３年３月17日から５月14日までの間、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リ

テラシーレベル）」の公募において、大学、高等専門学校78件申請があり、78件認定されました。

また、認定された教育プログラムの中から、先導的で独自の工夫・特色を有するものを｢数理・

データサイエンス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）プラス」として11件が選定されま

した。また、認定有効権限、選定有効権限は、令和８年３月31日までとなっています。

本協会では、上記の「認定教育プログラム＋（プラス）」11件の内、大学10件の取組みについ

て大学に協力を依頼し、提供いただいた教育実践などの取組みを順次（「その３」）などのように

紹介することにしました。

なお、公募は、毎年度実施されており、令和４年度は５月20日に申請締切（17時）、８月中に

認定及び選定となっています。

以下に「認定教育プログラム」及び「認定教育プログラム+(プラス)」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その３）

• 上記認定要件を満たすこと
• 学生の履修率が一定割合以上
全学生の50％以上（３年以内に達成見込みも可）

• 大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されていること

認定教育プログラム プラス (MDASH-Literacy+)の主な要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

• 大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程
• 学生に広く実施される教育プログラム（全学開講）
• 具体的な計画の策定、公表
• 学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得
（モデルカリキュラム（リテラシーレベル）参照）

• 学生に対し履修を促す取組の実施
• 自己点検・評価（履修率、学修成果、進路等）の実施、公表
• 当該教育プログラムを実施した実績のあること
（人文・社会科学等を含む複数学部等からの履修）

認定教育プログラム (MDASH-Literacy)の主な要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）



持つ興味や知識、スキルは学部によって大きく異

なります。この点を考慮して「データサイエンス」

教育は以下の３点を考慮して設計されています。

①　学生の多様な背景への対応

データサイエンスを活用するさまざまな専門分

野の教員から直接ビデオ講義を通じて語りかけて

もらい、学問に対する興味や動機が多様に異なる

学生が、データサイエンスを学ぶ必要性を理解し、

データサイエンスを学ぶ動機を高められるように

しています。その実現に中心的な役割を担うのが

筑波大学オープンコースウェア（OCW）で提供

されているビデオ講義です。

2022年現在、本学の人文・生命・理工・情

報・医学・体育・芸術などさまざまな分野におけ

るデータサイエンスに関わる研究者が、先端的な

データサイエンスの事例に触れ、社会におけるデ

ータの具体的な活用に関する知識を提供する演習

付きビデオ講義が公開されています。

②　データサイエンスを「自分ごと」に

現実世界のデータや自分たち自身を対象として

収集されたデータを扱い、そのデータ処理結果に

触れる機会を持つことで、データサイエンスの結

果がもたらす効果を実感し、自分ごととして捉え

ることができるようにしています。具体的には、

履修者全員にSDGsやキャリア観など自分と関連

の深い項目についてのアンケート調査を行い、そ

のデータを用いたデータ分析演習を授業に取り入

れています。
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１．はじめに
近年の情報技術の発展に伴い、情報を適切に収

集・管理し、その分析結果を有効に役立てる技術

があらゆる分野において必須な時代となりまし

た。学問分野では、大量のデータを収集・分析す

ることにより研究を推進させる第４のパラダイム

としてのデータサイエンスの重要性が広く認識さ

れるようになってきています。また産業分野では、

データの効果的な集積と活用による価値の創出

が、産業競争力の強化に大きな役割を果たすよう

になりました。さらに急速に発展する人工知能技

術は、一部の分野では人間の認識・判断能力を凌

駕するレベルに到達しつつあります。このような

技術的背景に基づいた社会環境の変化は、大学が

輩出すべき人材像にも変革を促しています。

本学では1973年の開学以来今日に至るまで、

基礎的な情報リテラシーとコンピュータの利用技

術の修得を目的とした教養教育としての科目「情

報」を全ての初年次学生の必修科目として開設し

てきました。「情報」は、社会の情報環境の進

展・変化に対応して、その学修内容を継続的に見

直しつつ実施してきましたが、データサイエンス

教育も情報リテラシーの一つとして位置付けるこ

ととし、全国の大学にさきがけて2019年度から

全学の初年次生の必修科目として２単位の「デー

タサイエンス」を開講しました。

本学の学生が所属する学部の専門分野は、人

文・文化、社会・国際、人間、生命環境、理工、

情報、医学、体育、芸術と多岐にわたり、学生が

筑波大学における
データサイエンスリテラシー教育

岡　　瑞起・佐久間　淳・津川　　翔・福地　一斗・平田　祥人

筑波大学における
データサイエンスリテラシー教育

筑波大学共通科目「情報」推進室
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てもらい、データサイエンスを学ぶ動機づけを行

うことを目的としています。

各動画は25分程度で、研究の背景にあるデー

タの収集・管理・解析がどのように行われている

かに触れ、データサイエンスを学ぶモチベーショ

ンを高めてもらうような構成になっています。こ

れまでに作成した動画は本大学オープンコースウ

ェアサイト（https://ocw.tsukuba.ac.jp/data-science）

にて公開しています（図１）。

これまでに作成した動画タイトルは次のとおり

です。高度なデータの管理と活用に関して「ビッ

グデータとIoT/CPS」と「人工知能と機械学習」

の２動画を公開しています。また、「仮説検定入

門」を発展版として公開しています。そして次の

20個の動画を導入動画として公開しています。

・ ビジネスとデータサイエンス

・ 都市計画とデータサイエンス

・ 生命科学とデータサイエンス

・ データサイエンスと社会科学

・ 臨床医学・社会医学とデータサイエンス

・ 生物科学研究におけるデータサイエンス

・ 植物標本データが伝える生物の進化と危機

・ デジタル・ヒューマニティーズ

・ 言語教育にデータはどのように活用されるのか

・ 「心」のデータ：行動デザインの視点から

・ ヒューマンインタラクション

・ 障害科学におけるデータに基づく意思決定

・ 芸術とデータサイエンス

・ サッカーの上達にデータを生かす

・ 現代サッカーボールの空力特性

・ SNS活用の分析におけるデーターサイエンス

③　データに基づくデータサイエンス教育の改善

本学では学生のデータサイエンスに対する意欲

や知識を主観的および客観的に調査する授業評価

アンケートおよび教育効果測定を実施していま

す。これらの評価結果に基づき、さまざまな分野

を専攻する学生のデータサイエンスの学習動機や

主観的・客観的理解度の調査やデータサイエンス

の客観的理解度の増加に貢献する要因の絞り込み

等を通じて、授業内容や演習内容、実施方式の適

正化に取り組んでいます。

本稿ではこれらの観点から、OCW、学生デー

タ演習、授業評価アンケート、教育効果測定等の

取組みとその結果について報告します。

２．筑波大学オープンコースウェア
本学では2019年度より全ての一年次学生（約

2,100名）を対象として、データサイエンスを必

修科目としています。データに基づく判断や意思

決定を適切に行う能力は、理工系のみならず全て

の学生にとっていまや必須のスキルと言えます。

その一方でこのような多様な専門領域を志す多く

の学生を対象として、一律にデータサイエンスを

必修科目として課すことは、日本のみならず世界

的にみても稀な、極めてチャレンジングな試みで

す。

データサイエンスは統計学やデータ工学など理

工系の学問を背景に持つことから、理工系以外の

学生にとって取り組みにくい印象を与えてしまう

可能性があります。このため、データサイエンス

の教材作成にあたっては、理工系以外の学生にと

っても平易であることを心がけるのはもちろんの

こと、理工系以外の学生がデータサイエンスを学

ぶ動機を講義で与えることが重要です。

そこで、本学では多くの学生にスムーズにデー

タサイエンスの学習に取り組んでもらうための教

材としてオンライン動画の作成を進めています。

オンライン動画教材では、本学においてさまざ

まな専門領域においてデータを活用した研究を実

施する教員が自身の研究活動を初学者向けに紹介

しています。これをデータサイエンスの第一回目

の講義において教材とすることで、今後自分が専

門としようとしている分野ではデータの活用がど

のような成果につながっているかを学生に理解し
図１　筑波大学オープンコースウェアサイト
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の活用

・ AIと制御の融合によるロボットの高速汎用

物体操作

・ 人工知能における倫理的，法的，社会的問題

・ データ駆動型社会における津波高即時予測

・ セシウム137全球データベースおよび環境放

射能データの検索と公開サイト

これらの動画教材はクリエーティブ・コモンズ

ライセンス「表示-非営利-継承 2.1 日本」の下、

どなたでも利用できる教材として提供しています。

３．学生アンケートデータを用いた演習
本学DSL（データサイエンス・リテラシープロ

グラム）では、受講者がデータサイエンスを主体

的に学ぶ動機を持たせるための取組みとして、デ

ータサイエンスの受講者に対して実施したアンケ

ートの結果を、受講者自らが解析する演習を実施

しています。データサイエンスを学ぶ意義を理解

するためには、演習のために作られたデータで

Excelの操作や統計解析の手法を学ぶだけではな

く、受講者にとって身近な生のデータを解析する

ことが重要であると考え、2020年度からこのよ

うな演習を取り入れました。本章では、学生アン

ケートデータを用いた演習の概要について紹介し

ます。

本演習を実施するにあたって、データサイエン

ス全10週のうち２週目に、データサイエンスの

全受講者に、いくつかのアンケートへの回答を依

頼します。学生はアンケート回答に先立って、人

を対象とする研究で個人情報を収集する際の一般

的な手続きにしたがい、このアンケートの目的、

個人情報保護のための対策、などの説明を受けます。

この説明を受け、アンケート結果の収集に同意

した場合のみ、学生は同意書を提出し、manaba

と呼ばれるLearning Management System （LMS）

上でいくつかの質問に回答します（図２）。なお、

本アンケートの収集は、筑波大学システム情報系

研究倫理委員会の承認の下で実施しています。

アンケートの質問項目は、 Sustainable

Development Goals（SDGs）に対する認知度、コ

ンピュータおよびメディアの利用状況、将来のキ

ャリアに対する意識、を問う質問で構成されます。

質問項目は、総務省や内閣府で実際に実施された

調査の質問項目から抜粋しており、それらの調査

結果と、本演習で取得したアンケート結果を比較

することも可能です。また、回答は、名義尺度、

順序尺度、間隔尺度、比例尺度を含むように設計

されており、データサイエンスで学ぶさまざまな

解析手法や可視化手法をこのアンケートデータに

適用することが可能になっています。

２週目に収集したアンケート結果は、DSL担当

教員の元で匿名化処理され、第６週以降の演習で

利用するために、学生および授業担当教員に配布

されます。本アンケートデータを用いた演習課題

の例としては、インターネット利用時間の分布を

ヒストグラムでプロットするものや、書籍を読む

時間とスマートフォンの利用時間との相関を調査

するものなどがあります。また、最後の演習では、

学生が自由に目的を設定して、本データを解析し

ます。図３はアンケートデータを実際に解析した

例で、１日あたりのインターネット利用時間の分

布を示しています。このようなデータから、分布

のピークの位置がどこにあるのか、外れ値が存在

するかどうかなど、データの読み取り方法を学び

ます。

受講者に対して実施しているアンケート結果等

図２　LMS上でのアンケートへの回答画面） 図３　アンケートデータの解析例
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ケート結果で効果の確認を行うことが可能になっ

ています。

からは、本演習のポジティブな効果が示唆されて

おり、このような演習は、データサイエンスを主

体的に学ぶ動機付けに有効であろうという当初の

予想が裏付けられたと考えています。

４．学生授業評価アンケート
本学ではFD活動の一環として、全学規模で学

生が授業の評価を行うアンケートを実施していま

す。このアンケートは本学の全ての授業において

実施され、FD活動に役立てています。授業評価

アンケートは、学生の授業に対する主観的な評価

に関する全授業で共通の４つの設問と、各講義独

自に設定した設問で構成されています。データサ

イエンスの授業では15の独自の設問を含む、19

設問のアンケートを実施しています。表１に、実

際の設問一覧を示します。独自のアンケート項目

は、授業の理解度や難易度、授業のわかりやすさ

などの基本的な質問に加えて、データサイエンス

に対する主観的な習熟度に関する設問を設けてい

ます。アンケートは全10週の授業において、第

９週の最後にオンラインのシステムを通じて回答

します。表２に、2019年度のデータサイエンス

の授業開始から2021年度まで実施のアンケート

の回答者数を示します。2020年に回答者数が前

年と比べて減少していますが、これは、COVID-

19の影響でオンライン授業へ移行した影響です。

解析はアンケート項目に加えて、学生の所属学

類を加えて学類間の差異の調査も行います。解析

の結果を使ったFD活動の例として、モチベーシ

ョンを高めるためのOCWコンテンツの拡充があ

げられます。2019年度のアンケートデータの解

析の一つとして、興味関心に関する項目が低い学

類の割り出しを行いました。このような学類では、

第２章で述べたOCWにおいて、その学類に対応

した動画コンテンツが十分ではないことがわかり

ました。実際に、2020年度の授業のために、こ

れらの学類の動画コンテンツの拡充を行いまし

た。2020年のアンケート結果で、実際にこの動

画コンテンツ拡充の効果として、動画コンテンツ

を用意した学類の興味関心に関する項目の結果が

2019年度と比べて向上していることが観測でき

ています。このように、アンケート解析結果をも

とに授業教材の更新を行い、それをその年のアン

表１　授業評価アンケート質問項目

授業の準備は十分にされていたと思いますか。
教員の説明や授業の進め方は適切でしたか。
授業を通じて、この科目に関連する分野への興味
や関心が高まりましたか。
総合的に判断して、この授業を受講してよかった
と思いますか。
授業の内容をどの程度理解しましたか。
授業で習ったことは、今後、どの程度役に立つと
思いますか。
授業の難易度はどの程度でしたか。
理解すべきポイントを分かりやすく説明していた
と思いますか。
適切な教材（スライドなど）を準備していたと思
いますか。
スライドや板書は見易さに十分配慮していたと思
いますか。
声の聞き取りやすさに十分配慮していたと思いま
すか。
講義開始前、あなたのデータ収集・管理の習熟度
は次のどの程度だったと思いますか。
また、講義が終わって現在のあなたのデータ収
集・管理の習熟度は次のどの程度だと思います
か。
講義開始前、あなたのデータ可視化・分析の習熟
度は次のどのレベルだったと思いますか。
講義終了後、現在のあなたのデータ可視化・分析
の習熟度は次のどのレベルだと思いますか。
中学・高校の授業におけるデータ解析ソフトの学
習内容と今回の講義内容はどの程度重複していま
したか。
データサイエンスについてより詳しく知りたいと
思った項目を上げてください。
データサイエンスの授業において、不要だと思っ
た項目を上げてください。

表２　各年度の参加者数

年度
受講者
授業評価アンケート回答者
効果測定研究参加者
全設問に回答した
研究参加者

2019年
2175
1712
1757
1382
(64%)

2021年
2219
1328
1537
1033
(47%)

2020年
2152
1391
1493
1028
(48%)



29JUCE Journal 2022年度 No.3

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

2022年度も、現在のところ対面型授業の中で、

効果測定を行っています。

2019年度から2021年度までの参加者の数を表

２にまとめました。受講生のうち７割以上が効果

測定に参加しています。また、最終的に全設問に

答えた研究参加者の割合は、受講生のおよそ半分

でした。

また、客観テストに関して、年度ごとの変化を

図４に示します。これは、研究参加者の６点満点

中の得点分布です。点数が高い（左側に寄ってい

る）ほど良い結果を示しています。データサイエ

ンスの授業の内容が、年を経るにしたがって、改

善されて来ていることがわかります。Wilconxon

のrank sum testを用いると、2019年度（平均

点：3.42）よりも2020年度（平均点：3.79）、

2020年度よりも2021年度（平均点：3.96）の客

観テストの点数が、有意に良くなっていました。

授業評価アンケートの結果も含めた詳細な解析

は、別の機会に報告する予定です。

本学のデータサイエンスの授業で行っている効

果測定の結果を紹介しました。効果測定の手順を

述べた後で、研究参加者数の統計と、客観テスト

スコアの経年変化を示し、データサイエンスの授

業が改善して来ている様子を示しました。

５．効果測定
2019年度のデータサイエンスの授業開始と同

時に、継続して効果測定を行っています。2019

年度の授業開始当初は、全学的にデータサイエン

ス教育を行っている大学は少なかったため、デー

タサイエンスの授業の効果を客観的に測り、今後

の授業改善に活かしていくことが重要だと考えた

ためです。

本学でのデータサイエンスの効果測定は、第１

週目と第９週目に授業時間の中で時間をとって行

っています。第１週目では、説明書を読み、同意

書を作成後、効果測定に関する設問に答えてもら

っています。効果測定に関する設問は、動機に関

する設問（授業が楽しみか、今後の自身の学習・

研究に活かせそうか）、授業で習う35個の専門用

語のうち受講開始前に説明できると思う言葉の自

己申告、それと学生の属性に関する設問（所属学

類、受講しているクラス、高校在籍時の数学の履

修状況等）です。

第９週目の時には、授業評価アンケート、動機

に関する質問、専門用語が主観的に説明できると

思うかどうかと客観テストを行っています。授業

評価アンケートは、通常、本学の授業で行ってい

る授業評価アンケートです。説明は、前節の通り

です。動機に関する質問では、授業が楽しみだっ

たか、今後の自身の学習・研究に活かせそうかを

聞いています。専門用語に関する質問では、１週

目に聞いた35個の専門用語のうち曜日時限別に

ランダムに割り当てた７個の専門用語が、説明で

きると思うか、主観的に答えてもらっています。

客観テストに関しては、問題のプール41個の中

から、ランダムに選んだ６問を、学生の受講して

いる曜日時限別に割り当てて、実施しています。

効果測定の全設問は、全て本学で使用している

学習支援システムであるmanaba上で、回答する

ように設定しています。

2019年度の授業開始前に、本学システム情報

系の倫理審査委員会において、倫理審査を経た上

で、効果測定を実施しています。今までに、４回

倫理審査で修正を行い現在に至っています。

2019年度は、対面型授業の中で、効果測定を

行いました。2020年度、2021年度は、オンデマ

ンド型の授業の中で、効果測定を行いました。

６．おわりに
本稿では本学の１年次必修科目である「データ

サイエンス」について、その授業実施上の工夫に

ついて述べました。今後は授業評価アンケートや

教育効果測定の結果分析を進めつつ、応用基礎レ

ベル、エキスパートレベルにおけるデータサイエ

ンス教育との連携を深め、さまざまな到達レベル

を見据えたリテラシー教育のありかたと実施方式

の改善を継続的に行う予定です。

図４　客観テストスコアの経年変化
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て、「数理・データサイエンス・AI教育プログラ

ム」により、数理・データサイエンス・AIを日常

の生活、仕事等の場で使いこなすことができる基

礎的素養を身につける教育に取り組んでいます。

本教育プログラムは、文部科学省の数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラム認定制度リテラ

シーレベルとして認定され、同認定制度のリテラ

シーレベル・プラスに選定していただきました。

本教育プログラムの学習・教育目標は、数理・

データサイエンス・AIを日常の生活、仕事等の場

で使いこなすことができる基礎的素養を身につ

け、学修した数理・データサイエンス・AIに関す

る知識・技能をもとに、これらを扱う際には、人

間中心の適切な判断ができ、不安なく自らの意志

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

１．はじめに
本学は、工学部と薬学部を設置する全国で唯一

の公立大学です。本学では、この特色を活かし、

薬工連携による教育、地方自治体との連携による

課題解決型文理融合教育による「数理・データサ

イエンス・AI教育プログラム」を編成しました。

本稿では、本学の教育プログラムの概要と今後の

展望を紹介いたします。

２．データサイエンス教育プログラムの
概要
本学では、在籍する学部・学科に関わらず、数

理・データサイエンス・AIに関する科目を履修す

ることを可能とした学部横断型プログラムとし

山陽小野田市立山口東京理科大学
副学長・工学部長 永田　寅臣

武田　　健山陽小野田市立山口東京理科大学
副学長・薬学部長

(左から永田、武田）

表１　教育プログラムのカリキュラム表

AI

AI
Society 5.0

1

AI

AI

AI

山陽小野田市立山口東京理科大学の
データサイエンス教育

https://www.socu.ac.jp/uploads/images/m.pdf
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重視した点のもう一つは、「社会とのつながりを

重視してデータ・AI利活用を学ぶ」ということです。

学生が社会とのつながりを重視してデータ・AI

利活用を学ぶため、本学では山陽小野田市と連携

し、市が有する年齢別の各種データを統計的に分

析・解釈し、グループワークで解決策を考え、最

終報告を市職員に向けて発表する、課題解決型の

文理融合教育に取り組んでいます。

また、地域社会と連携したデータサイエンス教

育では、山陽小野田市内でフィールドワークを行

い（地域に出て調究を行い）、自分が集めたデー

タを統計的に分析し、課題の解決方法を考える取

組みでは、山陽オートレース場、きららガラス未

来館、市内にある高等学校等でフィールドワーク

を行い、学生が自ら収集したデータを統計的に分

析し、課題の解決方法をフィールドワーク先に提

案することで、社会で活用されているデータやデ

ータの活用領域は広範囲であり、私たちの日常生

活や社会の課題を解決する有用なツールになり得

ることを学べるようにしています。

さらに、産業界と連携したデータサイエンス教

育では、小野田商工会議所、山陽商工会議所の協

力のもと、地域の企業（10社前後）が、各社で

抱える技術的課題を学生がグループで解析し解決

することを試み、その成果を学生自身が発表して

企業に伝える取組みを行っています。

また、薬学部と工学部とを有する薬工系大学と

いう本学の特色を生かした、薬工連携による相乗

効果を基盤として、学生の専門性を踏まえた数

理・データサイエンス・AI教育にも取り組んでお

り、「健康ビッグデータ解析学」は、データサイ

エンティストの養成コースの一部として位置付け

ています。ビッグデータの取り扱い方、分析の仕

方にはどのようなものがあるか、調査・研究にど

のように利活用できるかを学生が考え、分析する

際に利用できる統計手法やアルゴリズムを学び、

多次元の大量の観察データの構造を調べるために

必要な多変量解析や、遺伝子ビッグデータの処理、

解析、医療応用を行うことができるようにしてい

ます。

「臨床統計学」では、製薬企業にて、安全性、

創薬、臨床開発、市販後の追跡調査などで必要に

なる統計の知識・技術を身につけます。学生が、

薬物治療に必要な情報を医療チーム及び患者に提

供し、生物統計、根拠に基づく医療であるEBM

（Evidence Based Medicine）、臨床研究における基

本的な統計量（平均値、中央値、標準偏差、標準

誤差、信頼区間等）の意味と違いを説明できるよ

うにしています。

なお、本学の数理・データサイエンス・AI教育

でAI等の恩恵を享受し、これらを説明し活用でき

る能力を身につけることです。

この学習・教育目標を達成するため、教育プロ

グラムを構成する科目群を、

①導入：社会におけるデータ・AI利活用

②心得：データ・AI利活用における留意事項

③基礎：データリテラシー

の３つに分類し、前ページ表１に示すように30

科目を超える教育プログラムの科目群を配置して

います。

学生は、教育プログラムを構成する、導入・心

得・基礎のプログラム学習内容（１）から（５）

に対応した科目群の中から、それぞれ２単位以上

修得した場合、数理・データサイエンス・AI教育

プログラムを修了したと認定します。

リテラシーレベルに多くの科目群が配置されて

いるのは、本学の数理・データサイエンス・AI教

育プログラムが、表２に示す３つの方針により編

成されていることが大きな要因です。

本学が教育プログラムを編成する上で重視した

点の一つは、「様々な専門分野において、数理・

データサイエンス・AIをツールとして利用できる

ことを教育する」ことと、「既存の授業科目と数

理・データサイエンスを分離しないで、既存の授

業科目の内容に、数理・データサイエンスの要素

を組み入れる」ということです。

数理・データサイエンス・AIは、文系科目、理

系科目、一般科目、基礎科目、専門科目に関わら

ず、様々な適用領域の知見と組み合わせることで

価値を創出することを、学生が学ぶことができる

ようにすることが大切であると考え、学生が学位

プログラムを履修する中で、無意識のうちに数

理・データサイエンス・AIのリテラシーを身につ

けることができるようにすることを目指しました。

このため、数理・データサイエンス・AI教育プ

ログラムでは、講義、演習、グループワーク、フ

ィールドワーク、課題解決型学習、コンピュータ

を利用した演習など様々な教育方法により行うよ

うに工夫されています。

表２　データサイエンス教育プログラム編成方針

・ 様々な専門分野において、数理・データサイ
エンス・AIをツールとして利用できることを教
育する。

・ 既存の授業科目と数理・データサイエンス教
育を分離しないで、既存の授業科目の内容に、
数理・データサイエンスの要素を組み入れる。

・ 社会とのつながりを重視して、データ・AI利
活用を学ぶ。



32 JUCE Journal 2022年度 No.3

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

プログラムの履修者の状況は表３のとおりです。 た。また、本学にて【学んでみたい】か、につい

て質問したところ、「そう思う」20.5％、「ややそ

う思う」39.9％と、約60.4％もの高校生が、本

学の数理・データサイエンス・AI教育プログラム

を学んでみたいと回答しました。

以上のことから、高校生の約８割が、数理・デ

ータサイエンス・AIが自らの将来にとって必要な

知識であることを自覚し、高校生の約６割が、本

学の数理・データサイエンス・AI教育プログラム

を学んでみたいという意欲を有していることが明

らかとなりました。

（２）企業に対するプログラムのアンケート調査

学生を採用する企業に対しても、自己点検・評

価の一環として、「数理・データサイエンス・AI

教育プログラム」に関するアンケート調査を行う

ことにしました。特に、薬学教育における数理・

データサイエンス・AI教育は新しい取組みである

ため、製薬関連企業を中心とする製造業に対して

アンケート調査を行いました。

調査対象：中国・四国・九州に本社、支社、

工場などの拠点がある製造業 (製

薬)、製薬支援企業、製造業(化学、

食品、飲料、化粧品など)

調査時期：令和４年４月〜５月

回答件数：93社

アンケート調査の結果、「山陽小野田市立山口

東京理科大学の薬学部では、『統計に強い薬剤師』、

『ビッグデータを解析し活用できる薬剤師』、『数

理・データサイエンス・AIの基礎を身につけた薬

剤師』の養成に取り組んでいます。このような薬

剤師教育に対する考えをお答えください。」とい

う質問を行ったところ、「とても必要性を感じる」

が21.5％、「必要性を感じる」が41.9％と、約

63.4％もの企業が、数理・データサイエンス・AI

の基礎を身につけた薬剤師を養成することに必要

性を感じていることが分かり、本学の数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラムの重要性が明確

になりました。

４．データサイエンス教育への歩み
前述のとおり、本学の数理・データサイエン

ス・AI教育プログラムは、新しい科目を新設する

ことなく、既存の授業科目に数理・データサイエ

ンスの要素を組み入れています。このことを実現

することができた要因は、平成30年度に行われ

た２つの教育改革が源流となって数理・データサ

イエンス・AI教育プログラムに発展したことによ

ります。そのため、数理・データサイエンス・AI

表３　教育プログラムの履修状況

年度
令和３年度
令和４年度
令和５年度
令和６年度
令和７年度

目標（履修率）
806名（62％）
896名（64％）

1,003名（66％）
1,034名（68％）
1,064名（70％）

実績（履修率）
820名（64％）

３．データサイエンス教育プログラムの
自己点検

（１）高校生に対するプログラムのアンケート調査

本学では、数理・データサイエンス・AI教育プ

ログラムの自己点検・評価の一環として、山口県、

岡山県、広島県、島根県、愛媛県、福岡県、大分

県に所在する高等学校の中から、令和４年度に大

学進学時期を迎える高校２年生を対象に、本学の

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」

に関するアンケート調査を行いました。

調査対象：中国・四国・九州の近隣県で令和

４年度に大学進学時期を迎える高

校２年生

調査時期：令和３年10月〜11月

回答件数：6,139人（48校）

１）政府のAI戦略に関する意識

高校生に対し、「政府は、日本のすべての大学

生・高専生が、初級レベルの数理・データサイエ

ンス・AIの知識を習得する計画（AI戦略）を進め

ています。このことを知っていますか。」という

質問を行ったところ、「よく知っている」1.9％、

「聞いたことがある」13.9％、「知らなかった」

66.9％、「よく分からない」16.7％、「無回答」

0.6％と回答し、高校生の約83.6％が政府のAI戦

略のことを知らない又はよく分からないという結

果になりました。

２）本学の教育プログラムへの意識

次に、本学では、在籍する学部・学科に関わら

ず、数理・データサイエンス・AIの基本を学ぶこ

とができるようにしていることを示し、感想とし

てそれぞれあてはまるものについて質問を行いま

した。

その結果、【将来に必要な知識である】に対し

て、「そう思う」38 .3％、「ややそう思う」

46.3％と、約84.6％の高校生が、数理・データ

サイエンス・AIを学ぶことが将来に必要な知識で

あるという認識を有していることが分かりまし
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グ、知的財産管理」が55.2％の順になりました。

このアンケート結果を参考に、本学工学部が輩

出する理想の人材像を「特定の専門分野の深い素

養を持つスペシャリストでありながら、データサ

イエンスをベースとした異分野を含む多様な幅広

い関連分野の素養までを持ち合わせ、俯瞰的な視

野をもとに将来的にはジェネラリストとしても実

践できる技術者・研究者」として掲げました。

また、「工学部と薬学部の教育と研究の融合が

可能となるユニークさを活かすことで、健康面や

安全面に配慮できる人間味溢れるエンジニアを輩

出する」ことを掲げて次のとおり教育改革を進め

ました。

初めに、超スマート社会の到来に向け、①一般

教養教育や工学共通教育としての情報基礎教育の

強化充実、②本学の専門分野である機械・電気・

化学・薬学と情報技術の融合、③地域課題解決の

ための情報技術の活用を踏まえた情報教育のコ

ア・カリキュラムの在り方を検討しました。

次に、人工知能（AI）、ビッグデータ、IoT、ロ

ボット等による第４次産業革命やSociety5.0と称

される超スマート社会を支える技術に加えて、そ

の先の技術革新時代をリードするために必要とな

る情報基礎技術に関する能力を、学生が身につけ

るようにすること、数理・データサイエンス教育

の設計においては、データサイエンティストの育

成は「実践教育を通して身につける要素が強い」

という点を十分に考慮することを重点に、授業科

目の内容を見直すことにしました。

また、医薬ビッグデータを分析し、人の健康や

未病に活かす取組みが今後求められると考えられ

るため、薬工連携を通して、医療・薬学データを

分析評価することのできるデータサイエンティス

トの育成を、工学部と薬学部が協力して取り組む

ことにしました。

教育プログラムのバックボーンである「工学教育

の改革」と「統計に強い薬学部の新設」という２

つの教育改革を紹介したいと思います。

５．工学教育の改革
（１）工学系教育の在り方と求める人材像の調査

平成29年６月、文部科学省から「大学におけ

る工学系教育の在り方について」が発表され、工

学の役割を再認識し、情報科学技術の工学共通基

礎教育の強化、産学協同教育体制の構築、数学、

情報科学技術、数理・データサイエンス教育の必

修化など、工学教育の革新を断行することが求め

られました。

これを受け本学の工学系教育の在り方と今後の

方針を明確にし、工学部の教育研究分野及び教育

組織の抜本的な見直しを行うため、平成30年に

「工学教育の在り方に関する検討委員会」を立ち

上げ、変革の時代に対応した工学教育の高付加価

値化を図り、数理・データサイエンス・AI教育の

全学展開に向けた準備を行うことにしました。

はじめに、地域の産業界はどのような資質・能

力を工学部の学生に求めているのか調査を行うこ

とにしました。本調査では、卒業生の採用が想定

される県内企業を対象に、工学系教育の在り方と

求める人材像に関するアンケート調査を行いまし

た。

調査対象：山口県内に拠点をもつ、電気、ガ

ス、農林水産、鉱業、建設・建築、

製造業、情報通信・ソフトウェア、

運輸及びその他業種

調査時期：令和元年12月〜令和２年１月

回答件数：163社

アンケート調査の結果、本学の工学部を卒業す

る学生が深い専門性の軸をもつことに加えて、ど

のような資質・能力をプラス・アルファとして身

につけていることを期待するか、について回答を

求めたところ、「必ず身につけてほしい」、「でき

れば身につけてほしい」と回答したのは、「課題

を発見し自ら解決しようとする気概」が93.3％、

「課題・問題を一旦抽象化し、数理モデルに変換

する数学的思考力」が89.0％の順に多い結果にな

りました。

また、過半数の企業があげた項目として、「技

術者倫理、ものづくり倫理」が80.4％、「統計的

手法によりデータ分析を行い、データ分析結果を

解釈できる力」が79.1％、「AI（人工知能）、IoT

技術、コンピュータを活用できる情報基礎力」が

75.5％、「異分野との融合・学際領域の推進から

見据える力」が56.5％、「経営学、マーケティン
図１　教育プログラムの紹介リーフレット
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さらに、公立大学として、行政サービスだけで

は解決できない困難な地域の課題を解決し、市民

の生活をより便利にするために情報技術・データ

サイエンスを活用できる教育を行うため、地域の

社会課題の解決を支援する試みをカリキュラムに

取り入れるようにしました。

このように工学教育の在り方を見直し、在籍す

る学部学科に関わらず履修することを可能にした

学部横断型プログラムとして「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム」を編成し、数理・デ

ータサイエンス・AIを日常の生活、仕事等の場で

使いこなすことができる基礎的素養を身につける

教育に取り組むようにしました。

６．統計に強い薬学部の新設
本学では、平成30年４月に、６年制の薬学部

薬学科を新設しました。薬学部では、薬を使う

「医療・臨床薬学」、薬を創る「創薬科学」に加え、

病気を予防して地域住民の健康に貢献する「社会

健康薬学」を薬学教育の特色の一つに打ち出し、

充実した統計教育を重要な科目と位置づけました。

我が国では統計学・疫学を研究する人が極端に

不足しており（アメリカの100分の１といわれて

います）、長い間、薬が関わる臨床研究、薬効・

副作用評価に大きな支障をきたしてきました。

本学では、薬学分野における数理・データサイ

エンス・AI教育は非常に重要であり、予防医学

（社会健康薬学）や薬剤の効果の判定には統計

学・疫学が必須であり、これからの薬学部の教育

に最も必要な分野と位置付けました。

薬学部では、新しい時代の薬学に必要な情報教

育・統計教育を徹底して行い、特に統計教育は、

臨床薬学上の薬の効果や副作用の評価と、社会健

康薬学（予防医学）に必須の教科と考え充実させ

ました。

薬に関わるすべての業界（産・学・官）では、

薬の効き目や副作用などを評価する必要がありま

すが、その学問領域である薬剤疫学は統計学を基

盤としています。「統計に強い薬学部」として

「統計に強い薬剤師」を輩出することを目指しま

した。

そのため、数理情報科学に関わる授業科目とし

て、「入門情報リテラシー」、「情報リテラシー」、

「バイオ・ケモインフォマティクス」を設定した

こと、統計学に関わる授業科目として、「入門統

計推計学」、「生物統計学」、「臨床統計学」、「健康

ビッグデータ解析学」の統計関係の科目４つ全て

を必修科目として設定したことが本学薬学部の大

きな特色となっています。

さらに、AI・ディープラーニングの活用が想定

される領域への薬学教育の展開を進めています。

例えば、ローカル5GとAI感情解析ソリューショ

ンを用いてオンライン服薬指導実習の高速化と深

化に取り組んでいます。学生が患者の表情をAIに

より瞬時に解析しながら適切にオンラインでの服

薬指導を行うことができるようにしています。

このように、本学の薬学部では、統計・情報・

数理・AIの要素が学士課程の中に組み込まれてい

たため、既存の授業科目の内容に数理・データサ

イエンスの要素を組み入れた「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム」を編成することがで

きました。

７．数理情報科学科の新設
本学における数理・データサイエンス・AI教育

をさらに深化し、学生の付加価値を高めるため、

「デジタル」×「工学」×「薬学」が融合したデ

ータサイエンス系の学科「数理情報科学科」を令

和５年４月に工学部に新設することにしました。

数理情報科学科は、「数物・計算科学分野」、「生

命科学分野」、「データサイエンス・情報解析・ソ

フトウェア分野」、「自然言語処理分野」の４分野

で構成され、大学全体の数理・データサイエン

ス・AI教育を横断的に推進する中核の機能を果た

すことになります。実践応用を伴う教育を行うこ

とで、実課題をAIで発見・解決する能力と、豊か

な人間性を兼ね備えた「課題解決型AI人材」を養

成します。

８．今後の展開
数理・データサイエンス・AI教育プログラムの

自己点検の結果を踏まえ、工学部長と薬学部長を

はじめとする関係者で協議した結果、薬工が連携

したデータサイエンス教育をさらに進展させるこ

とで意見が一致しました。

そこで、バイオ医薬品の研究・開発・製造・市

場化の一連のプロセスに係る基礎的・専門的な知

識・技術・技能を有し、医薬品・医療機器・化粧

品等における新技術の創出、製品の開発・製造など

に貢献する、「ライフサイエンスとデータサイエ

ンスの両方に精通した人材」を、産業界とも連携

して工学の立場から育成することに取り組みます。

また、中学校の「数学」、高等学校の「数学」、

高等学校の「情報」の教職課程を設置して、数

理・データサイエンス・AIをリテラシーとして身

につけた教員を地域に送り出すことで、第４次産

業革命やSociety5.0と称される超スマート社会は

もちろんのこと、その先の技術革新時代をリード

する中学生・高校生を養成したいと考えています。
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西川　紀子金沢工業大学
大学事務局共創教育推進室長

Society5.0社会で活躍する人材育成
『KIT数理データサイエンス教育プログラム』

図２　学部教育のフレームワーク

図１　本プログラムを実施する全学の構成

３．学部教育のフレームワーク
本学は、「自ら考え行動する技術者の育成」を

教育目標として掲げ、それを実現するために図２

２．本学の概要と構成
本学は、石川県野々市市に位置し、1965（昭

和40）年に開学した理工系総合大学で、４学部

12学科と大学院３研究科11専攻から構成してお

り、現在、学部生6,725名、大学院生488名が在

籍しています。本認定プログラムは、2020（令

和２）年度以降に入学した４学部12学科に在籍

する全ての学生が履修する必修科目で構成してい

ます。図１に本学の学部の構成を示します。

１．はじめに
本学は、2021（令和３）年度の「数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラム認定制度」（以

下、認定制度）の「リテラシー」および「リテラ

シープラス」レベルに、「KIT数理データサイエ

ンス教育プログラム」[1]（以下、本認定プログラ

ム）という取組名称で認定されました。

今般の認定に当たっては、新たに授業科目を設

ける等の特別な措置がなされた訳ではありませ

ん。認定の申請に向けて、はじめに認定制度で求

められる要件が、本学が現在実施している教育内

容とどのように整合しているか、また、どの部分

が乖離しているかを明確にすることから検討し始

めました。その方法は、認定制度の要件に該当す

ると思われる授業科目のシラバスの記載内容を確

認し、その後、担当する先生方との打ち合わせを

経て、認定申請に向けてのプログラムとして、体

系化する取組みを行ったものです。以下にその内

容を紹介します。
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除き、学生と社会人の定員を設け、学生と社会人

が共に学ぶ共創教育[4]として開講しています。ま

た、「AIコース」と「IoTコース」は、職業実践力

育成プログラム（BP）としても認定されていま

す。ここで開講するプログラミングやデータサイ

エンスの科目は、本認定プログラムのオプション

として位置づけられています。

ここまでに記した「PD教育」２科目、「情報技

術教育」２科目の計４科目と、後述する本学の初

年次教育の中核を成す１科目の計５科目をもっ

て、認定制度が求める全ての要件を満たすことが

確認できました。

なお、これらの５科目は、１年次の全学の必修

科目として開講しており、これらの科目を開講す

る教育課程は、全学部・全学科の基礎教育を担う

基礎教育部で担っています。

４．認定プログラムについて
（１）認定プログラムの必修部分の構成

本学は、上述したように2021（令和３）年度

に「リテラシー」および「リテラシープラス」に

認定されました。本認定プログラムを構成する科

目は表１に示すように、開講時期は１年次前学期

に３科目、後学期に２科目となっています。認定

制度が示している「導入」「基礎」「応用」との関

係も表中に示す通りです。

（２）認定プログラムの選択部分も含めた全体構成

認定プログラムの修了要件である表１の５科目

とオプションに位置づけられている選択科目群を

含めて体系化した全体構成を次ページ図３に示し

ます。選択科目群は、学生個々人の習熟度に合わ

せて履修できるように配置されています。例えば、

１年次からプログラミングやネットワークに関す

る知識やスキルが学習できる内容として、先に示

した「情報技術教育」の科目をオプションとして

配置し、幅広い学習と深い学習のニーズに対応し

に示す教育のフレームワークが構成され運営され

ています。同図の上段に示す学部教育の主柱とし

て、チームで解が一意に定まらない問題発見解決

に取り組む「プロジェクトデザイン教育」[2]（以下、

PD）が据えられています。この教育は、６科目

17単位の理工系PBL科目群をもって構成され、全

学生の必修となっています。この科目の内の２科

目が認定制度の要件の一部と一致していました。

また、図中には示していないものの、本学では

1995年度より全入学生に対して情報に関係する

リテラシーを修得させることが方針として掲げら

れ、その当時から全入学生にPCを持たせると共

に、入学直後の前学期にそれらに関する必修科目

を配置して実施してきました。この授業科目も時

代と共にアップデートされ、現在運営されている

内容が認定制度の要件の一部と一致していました。

さらに同図の下段に示すように、本学では正課

と並列する形で正課外の教育プログラムが配置さ

れており、現在、50以上のプログラムが運営さ

れています。これらのプログラムは、正課教育と

正課外における活動の両面から「学力」と「人間

力」を醸成することを意図して配置されているも

ので、正課と正課外を「eシラバス」システムで

接続し、学生は学んだ知識を活用して実践的な活

動に挑戦したり、正課外の活動で成果を出すため

に必要とされる知識や技術の関連性が理解できる

仕組みとなっています。これらの学生支援は、正

課外プログラムや大学教育を支援する教育支援機

構と学生のキャリア開発を支援するキャリア開発

支援機構に設置されている12の教育・学習セン

ターが行っています。この内、情報教育を推進・

支援する組織が「情報処理サービスセンター」と

「AI情報技術教育センター」の２つのセンターで、

情報リテラシー教育と次に示す「情報技術教育」[3]

プログラムの運営支援を行っています。

「情報技術教育」プログラムは、Society5.0に

対応する人材育成として、2019（令和元）年か

ら開講しているもので、６科目から構成される

「AIコース」、５科目から構成される「IoTコース」、

３科目から構成される「情報ネットワークコース」

の３コースで構成されています。この内の２科目

が、認定制度の要件の一部と一致しています。な

お、「情報技術教育」プログラムを構成する14科

目の内、認定プログラムを構成する一部の科目を

表１　本プログラムを構成する科目と位置付け
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ています。

オプションの「情報技術教育」の科目について

は、社会人を科目等履修生として受け入れ、学生

と共に学ぶ機会としています。そのため、授業中

には、学生は社会人とのディスカッションや交流

が深められ、社会と専門のつながりなどの情報交

換が可能となり、数理・AI・データサイエンスの

活用や応用について理解を深めることが可能とな

っています。

（３）認定プログラムの実績

本プログラムは、2020（令和２）年度以降に

入学した学生を対象としており、2021（令和３）

年度末には、2 ,997名が履修登録し、94％の

2,827名がプログラムを修了しています。先に示

したように、プログラム対象科目がすべて１年次

に開講される必修科目であり、多くの学生が１年

次あるいは１年次不合格だった学生が２年次末ま

でに指定５科目全ての単位を修得しています。以

下に、本プログラムの対象科目の特徴について紹

介します。

（４）主な科目の特徴

①　修学基礎A【１年次前学期・２単位】
「修学基礎A」は、大学入学直後に本学学生と

して本学の教育内容を理解し、修学に対する意欲、

規範意識を高める科目で、認定制度の「導入」に

対応する内容を学習します。

この科目では、「学修支援システム」「大学での

学び方」「修学設計」「キャリアデザイン」および

「個人面談」を行います。特に、「修学設計」と

「キャリアデザイン」において、今後４年間の自

分の学びについえ考え、その中で行われる学長講

話を通して、日本の目指すべき未来社会の姿とし

て提唱されたSociety5.0とAI・IoT・データサイエ

ンスのつながりを理解し、自分の専門分野と社会

のつながりについて学習します。また、学長から

は、近年のIT普及と共に社会活動のデジタル化が

加速し、生活・教育・企業活動をはじめとした社

会生活全てが変革するDXにおいて、AI・IoT・デ

ータサイエンスの技術が多く使われ、かつ、異な

る専門分野の連携が必須であることが説明され、

地方創生を例に理解を深めています。

学生は、この科目において身近な課題について

考えると共に、学生個々人が具体的にどのような

社会変化を感じているか、また、社会がどう変革

していくかを考えながら、これから学習する専門

分野の中で関わりをイメージし、AI・IoT・デー

タサイエンス等について理解を深めます。そして

「社会で起きている変化」と「データ駆動化社会」

について学習し、今後のキャリアデザインや修学

計画に役立てています。

②　プロジェクトデザイン入門【１年次前学期・
２単位】とプロジェクトデザインⅠ【１年次後
学期・２単位】
本学の主柱教育である「PD教育」は、知識や

スキルを統合して問題を発見し解決する力を養う

教育で、次ページ図４に示すように問題を発見し、

その問題の中にある課題を明確化し、知識やアイ

ディアを組み合わせて解決策を創出します。そし

て、実際に機能の一部やモデル化した部分を製作

し、その有効性を評価・検証するプロセスをチー

ム活動を通して実施し、イノベーション創出に向

図３　KIT数理データサイエンス教育プログラム
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「問題解決プロセス」「論理的思考」「コミュニケ

ーション」「地域連携」等をキーワードとして、

実社会に存在する自身に関連する問題に着目し、

データや事実に基づく調査と論理的な評価により

意思決定ができることを目指します。図４に示し

た一連のプロセスを実社会における様々な問題に

チームで取り組み、データを活用した論理的な思

考とリテラシーの基礎を身に付けます。これら２

科目を通して、学生は「データを読む」「データ

を説明する」「データを扱う」といった認定制度

の「基礎」を学習します。

ちなみに、２年次以降の「PDⅡ」では、これ

までに身に付けた数理・データサイエンス・AIの

リテラシーを基盤として、実社会における他者の

問題の解決に向けて組織的なプロジェクト活動を

学習します。また、３年次の専門ゼミでは４年次

で行う「PDⅢ」に取り組むテーマを策定します。

これまでに修得した知識やスキルを活用して問題

を発見し、自分の専門分野を活用した解決方法に

ついて検討を行い、４年次の行動計画を明確にし

ます。そして、４年次では、１年間で自ら設定し

た課題解決に向けて、現状分析や課題解決策の検

討・プロトタイプの作成などを行い、本学の学習

の集大成として取り組んでいます。

③　AI基礎【１年次後学期・１単位】
「AI基礎」は、「AIの歴史と概要」「画像認識」

「自然言語分析」「対話型音声識別」「機械学習」

をキーワードに、数理・データサイエンス・AIの

リテラシーの「導入・基礎・心得」を総合的に学

習します。具体的には、AIの基本的仕組みや代表

的機能、機械学習の働きの初等的理論を学習しま

す。また、AI機能の具体例として、画像認識・自

然言語処理・対話型音声識別の機能を理解し、基

礎的操作について学習します。

画像認識については、 MathWorks社の

MATLAB®を用いて、学生自身で書いた手書きの

数字をニューラルネットワークで認識させる体験

を行います。課題のサンプルコードは、

MathWorks社と本学の先生方が共同開発したもの

で、オリジナルのアプリを使って、ニューラルネ

ットワークの学習過程を可視化し、精度を向上さ

せることを自分の手書き文字で体験しながら実践

的な技術を学習します。また、単語から文章、話

けた実践力を身に付けます。このプロセスは、世

界の技術者教育で行われているConceive（考えだ

す）→Design（設計する）→Implement（行動す

る）→Operate（操作・運営する）という「CDIO」

の一連の流れが集約された教育となっており、図

２にも示されています。

学生は、図５に示すように、学期、年次が進む

ごとに「PD入門」から「PDⅢ」まで順次履修し、

低学年の時は学生自身が自分事として検討できる

ように身近なテーマに取組み、学年が上がるごと

に社会性のあるテーマへ、そして専門力を応用し

て解決するテーマへと高度化した学習に取り組み

ます。

図４　PD教育の基本プロセス

図５　プロジェクトデザイン教育

１年次前学期に履修する「PD入門」は、「検証

プロセス」「問題解決プロセス」「基本スキル」

「データ取り扱いスキル」をキーワードとして、

問題発見解決のプロセスを学習するPD教育の入

門科目です。チーム活動の基礎と問題発見から解

決に至るプロセスに要する基本スキルを学習しま

す。検証プロセスと問題解決プロセスに要する基

本スキルを学習するために、所属する学科の特徴

的なモノを対象として取り上げて学習します。こ

の中で、「データの収集→整理→分析→仮説→視

覚化→報告する」に要するデータの取扱いスキル

の基本を学習します。

また、１年次後学期に履修する「PDⅠ」では、
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の一致点を抽出して体系化したものであること。

②　全学部・全学科の１年次必修科目で構成して

いること。

③　産業界の方と本学の先生方が共同で開発した

教材を用いた教育が組み込まれていること。

④　本認定制度で求められている「導入」「基礎」

「応用」の要件を単一の科目で満たすものでは

なく、マイクロインサーション的に組み込んで

いること。

したがって、学生は１年次の１年間の

学修を通して、特段の意識をすることな

く、数理・データサイエンス・AI教育の

リテラシーレベルを醸成することになり

ます。本認定プログラムの体系図は学生

に明示していることは言うまでもありま

せん。

なお、その後の展開として、2022

（令和４）年度に基礎教養のカリキュラ

ム改訂を行い、データサイエンスの基礎

に関する科目が新たに開設され、必修科

目として位置づけられました。また、各

学科の専門教育においては、データサイ

エンスに関する実践的な取組みが多数行われてい

ることから、数理データサイエンス教育推進委員

会を中心に「応用基礎レベル」の申請に向けて検

討が行われています。さらに、2023（令和５）

年度には、専門教育のカリキュラム変更も予定さ

れており、より社会実装を意識した科目の配置が

検討されています。加えて、社会人を対象とした

AI・IoT・データサイエンスのリカレント教育の

ニーズも高まっていますので、学生と社会人が共

に学び合いながら、データを活用したイノベーシ

ョンを創出できるような、数理・データサイエン

ス人材の育成を目指していきたいと考えています。
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https://www.kanazawa-it.ac.jp/kyoiku/pd/index.html

[3]金沢工業大学「情報技術教育」

https://www.kanazawa-it.ac.jp/kit-ite/

[4] 新たな社会の変化に対応：最先端の情報技術を学ぶリ

カレント教育（金沢工業大学）

https://www.youtube.com/watch?v=CWdfJArsadc

図６　MathWorks社と共同開発したAI教材

し言葉など人が使う言語の処理も実際に体験しな

がら、自然言語処理や対話型音声識別の仕組みや

そのデータ分析などAIの機能について学習しま

す。図６は、企業と共同開発したAI教材の一部です。

また、この科目では、個人情報保護法などの法

令の遵守や人に関わる情報やデータの取り扱いに

関する倫理など、AIを活用する際に関係する法令

の遵守と倫理的問題についても学習し、認定プロ

グラムの「心得」も修得する内容となっています。

④　ICT基礎【１年次前学期・１単位】
「ICT基礎」では、「Windows」「文書作成」「表

計算」「プレゼンテーション」「データ取扱い」を

キーワードとして、パソコンの基本的な操作とイ

ンターネット利用上のセキュリティや倫理につい

て学習します。パソコンのウイルス感染の仕組み

を理解し、ネットワークセキュリティやウイルス

対策ソフトに関する知識と情報、日常のインター

ネット上での基本的なマナーを修得します。また、

文書作成・表計算・プレゼンテーション資料作成

のスキルや表計算ソフトを利用したデータ取扱い

について学習します。表計算ソフトウェアを使っ

た演習では、関数やデータのグラフ化のほかに、

実験を想定したデータの集計や分析についても学

習し、オープンデータを活用した演習を取り入る

など、実用的な操作方法についても学習して、認

定制度の「心得」に該当する「データの利活用と

データを守る上での留意事項」を理解します。

５．おわりに
以下に、本認定プログラムの特長をまとめます。

①　既存の教育内容と認定制度が求めている要件

http://www.kanazawa-it.ac.jp/mdash/pdf/literacy_gaiyou2020-2021.pdf
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左から文部科学省専門教育課 鈴木企画官、

受賞者の大阪夕陽丘学園短期大学治京氏と本協会向殿会長

1
2022年度ICT利用による教育改善研究発表会

受賞者決定

1．本発表会の趣旨
本発表会は、全国の国公私立大学・短期大学教職員を対象に、教育改善のためのICT活用によるFD（ファ

カルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通じて大学教育の質的

向上をはかることを目的とする。優れた発表に対しては、文部科学大臣賞（最優秀賞）、協会賞（優秀賞）、

奨励賞を授与し、その教育業績を顕彰するとともに、本協会ホームページに掲載、公開する。

本発表会は今年度で30回目となり、これまでに文部科学大臣賞５件、私立大学教育協会賞33件、奨励賞

53件、佳作４点を顕彰してきた。なお、本発表会では毎年度、文部科学省の後援と文部科学大臣賞の交付

が認められている。

2．選考方法および結果
2022年度のICT利用による教育改善研究発表会は、今年度も引き続きオンラインによる発表会となり、発

表者全員に13分による発表映像の提出を事前に求め、８月25日に会場から43件の研究発表を配信するとと

もに、質疑は各発表者からオンラインで実施しました。発表会終了後、１次選考を行い、２次選考の対象８

件を選考しました。発表会の視聴参加者は、発表者を除き105名（48大学、賛助会員４社）でした。その後、

９月25日に２次選考を行い、１次選考の発表収録ビデオ及び発表会論文を精査して、１件の授賞を決定し

ました。表彰式は、11月30日（水）に本協会の第35回臨時総会の冒頭に行い、文部科学省専門教育課の鈴

木企画官による来賓挨拶、本協会の向殿政男会長による発表会の概要説明と本年度結果報告の後、奨励賞の

表彰楯の授与を行った。受賞者は次の通り。

私情協ニュース

治京玉記　氏

本協会　向殿会長文部科学省　鈴木企画官

山崎明宏　氏

2022年度ICT利用による教育改善研究発表会　受　賞　者

■「栄養士養成課程におけるAIとICT活用による教育効果の向上について」

＜授賞理由＞
本研究は、栄養士養成に求められる短期大学生の基礎学力の向上を目指して、入学前教育にAIドリルを導入し、ログ

イン履歴のAI解析（「つまずき判定｣）で数学・理科に対する学力の不安解消を行っている。その上で、リメディアル教

育（食物基礎科学の数学・化学）に１人１台のPC端末を用いたハイフレックス型オンライン授業、クリッカー・チャッ

ト・e-ラーニングを活用した双方向型授業、学生同士によるTBL型授業を組み合わせて学生個別の最適化を図ることで、

基礎学力の向上が認められている。さらに、栄養士必須専門基礎科目のコアである生化学において、理解度の向上と大

学が規定する受験資格喪失者の減少に繋がっている授業改善の取組みである。

これらの取組みは、新入生の基礎学力や理解力低下が多くの大学での課題ともなっており、組織的なアダプティブラ

ーニングを試みた本研究は一つの有力な対応策を提示するものと言えよう。

奨 励 賞
大阪夕陽丘学園短期大学 治京玉記 氏、山崎明宏 氏
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2

私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

2022年度 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会

オンライン開催　開催要項
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3

私情協ニュース

未来を切り拓く志を支援する
｢学生による社会スタディ｣開催要項

公益社団法人　私立大学情報教育協会
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4

私情協ニュース

令和４年度（2022年度）

「大学教員の企業現場研修」開催要項
公益社団法人　私立大学情報教育協会

https://www.juce.jp/sangaku/genbakensyu/
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３月３日（金）

本協会加盟校の特典

① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ
を視聴できます。 

②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる
授業改善の動向を把握できます。 

③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け
会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。

④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関
する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日

２月16日（木）
２月27日（月）

３月28日（火）

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

産学連携事業 [大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第36回臨時総会

5

私情協ニュース

令和４年度行事日程と加盟校の特典

令和５年予定

１月21日（土） アルカディア市ヶ谷（オンライン）アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系分野G）
２月８日（水） アルカディア市ヶ谷（オンライン）産学連携事業 [学生による社会スタディ]



本大会は、「学びの自由度・質を高めるDXへの

取組みと人材の育成」をテーマに、ニューノーマ

ルにおける大学の教育改革の方向性を共有するな

かで、学修者本位の教育の実現と学びの質向上に

向けたDXの取組み、世界を意識した人材の育成、

グローバル人材の育成への取組み、学修行動デー

タによる学修分析、学生のメンタルヘルスへの対

応、データ活用力育成に向けた教育実践の紹介、

著作権法改正に伴う権利処理の対応、スタートア

ップ教育によるイノベーション人材の育成、デー

タサイエンス・AI人材育成の授業事例の紹介を行

うとともに、ICT利活用による授業改善の研究や

学修成果可視化などの実践又は研究事例の発表な

どを通じて理解の促進を図ることにした。

１日目の｢全体会｣では、向殿政男会長（明治大

学）から、「学びの自由度・質を高めるDXへの取

組みと人材の育成について認識を共有する中で、

効果的に実現していくにはどうすればよいのか、

教育内容と方法、教育の質保証、社会と接続した

スタートアップ教育などを多面的に探求し、改革

行動につなげられる場となることを期待してい

る」との挨拶の後、９月６日から８日に亘るプロ

グラムがオンラインで実施された。

第１日目（９月６日)

全　体　会
【ニューノーマルにおける高等教育の姿と国の支援】

高等教育におけるデジタル人材養成の推進
文部科学省高等教育局専門教育課課長補佐

木谷 慎一 氏
コロナ禍を経てデジタル技術を活用した教育

は、もはや新型コロナウイルスへの対応といった

一側面を超え、多様な学習ニーズに対応するため

のものになりつつある。先進的な技術の活用によ

って、いつでも、どこでも、だれでも、学修でき

る機会をもたらし、対面授業にも負けない深い学

びや学修者本位の大学教育が提供できると考えて

いる。そのためには、オンライン教育の活用にあ

たって、大学機関と産業界との連携・協働を一層

深めて教育のオープンイノベーションを実現する

ことが重要である。そこで、現在、文部科学省で

行っている取組みの一端を紹介する。

一つは、対面授業が困難な状況においても、学

生の学習機会が確保できるよう、遠隔授業で取得

できる単位の上限への算入が不要となる場合のル

ールを明確化し、60単位の上限への算入を不要

とするような特例措置を講じた。

二つは、各大学等が着実に遠隔授業を実施でき

るよう、遠隔授業にかかるシステムやサーバーの

整備、授業で使用するカメラ・音声機器等、学生

へ貸し出しするモバイルルーターなどと、遠隔授

業を行うための技術面、教育面を支援する支援体

制の整備、例えば機器／ソフトウエアのトラブル

対応等の専門人材の配置にかかる必要経費など含
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めて、補正予算として約100億円を予算措置し

た。

三つは、デジタル技術を活用して、特色ある優

れた教育の取組みやアイデアを大学教育の現場と

EdTech等のスタートアップ企業が共同で実践し、

試行錯誤、普及を促していく取組みとして「スキ

ームD」を展開している。サイバー・フィジカル

を上手に組み合わせて、教育のデジタライゼーシ

ョンを起こし、高等教育改革を推進することを目

的としている。具体的には、「Pitchイベント」を

開催し、教職員やデジタル技術者が、授業価値を

最大化するアイデアを提案し、これまで大学と企

業のマッチングを行い、成功事例を積み上げて、

その成果を発信していくことが重要と考えてい

る。

2022年度 私情協 教育イノベーション大会 開催報告

1

事業活動報告

四つは、教育の高度化・DX教育への取組みに

関する２事業の内、「デジタルを活用した大学・

高専教育高度化プラン」として、教育環境にデジ

タルを大胆に取り入れることで、大学等のDXを

迅速に強力に推進し、その成果の普及を図ること

を目的にしている。「学修者本位の教育の実現」、

「学びの質の向上」に資するための環境整備とし

て、令和２年度第３次補正予算60億円を確保し

て実施した。例えば、LMSを導入して、全カリキ

ュラムにおいて学生の習熟度を把握し、蓄積され

た学生の学修ログをAIで解析し、学生個人の最適

化された教育を実現する取組みや、VRを用いた

実験・実習を導入するなど、これまで困難と思わ

れていた内容を遠隔授業で実施する計画モデルを

採択している。

その取組みの一例として、金沢工業大学では、

学生一人ひとりの入学から卒業までのデータを統

合し、学生がどのように学びを深めたのか、どの

ようにつまずいたのかを明確化する中で、データ

をAIで分析し、人に加えてAIがアドバイスする計

画としている。また、東海国立大学機構では、

VR技術等を駆使した新しいスタイルでの講義コ

ンテンツの開発と授業への適用を試みた取組とし
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タサイエンス・AI教育のプログラムを実施し、履

修率の向上や自己点検などを実施している取組み

は、105大学等となっている。「イ」の、他大学

に対して教育コンテンツを提供する大学等の取組

みは、21大学等となっている。「ウ」の、数理・

データサイエンス・AI教育の導入の検討を行って

いる取組みは、125大学等となっている。なお、

この中で認定を受けていない大学等は、早く認定

を受けていただきたい。今年の９月15日に認定

申請に関する説明会を開催するので、是非参加い

ただきたい。困りごと等あれば、コンソーシアム、

あるいは文部科学省に質問いただきたい。

【質疑応答】
【質問】データサイエンスに関する教育が今後広
まっていくことが予想されるが，どのような人材
が増えることを期待しているのか。

【回答】企業が求める人材がどのレベルであるか

が明確化されていないので具体的なことは説明が

難しいが、すべての学生が読み書きそろばん程度

の数理・データサイエンス・AI教育を受けること

で、人材の底上げがなされることを期待してい

る。

【世界を意識した人材の育成を考える】
大学教育を変えていくには：リベラルアー

ツと学びの壁を取り払う覚悟
東京財団政策研究所長、日本学術振興会顧問、
内閣府統合イノベーション戦略推進会議「AI戦
略」有識者会議座長、本協会副会長

安西 祐一郎 氏
明治以降、近代教育の歴史を辿れば分かる通り、

社会の構造が変わると教育の構造も変わる。DX

は社会構造の転換なので、それに合わせて教育の

構造も変化することになる。

大学教育の何が変わるかというと、第一点は、

何でも周りがお膳立てしてくれた経済成長の時代

とは異なり、新しい社会構造では自分が自分の人

生を作って行く、自分で努力しなければいけない

時代になった。これは、若者にとって機会が広ま

ったとも考えられ、オープン化が推進する。大学

教育で学年のオープン化が進むと、学年に関係な

く、デジタルを活用した学びの取り方や、社会人

の学び直しが進む。18歳から27歳ぐらいまでの

同じような人達だけがいる場ではなく、いろいろ

なバックグラウンドを持った、いろいろな思いや

目的を持って学んでいく人達の集りの場になって

きている。

第二点は、イノベーターの育成が必要になる。

ここでいうイノベーターとは、社会をよく変えて

いく革新者という意味で、自分から思い立って、

自分の努力で社会をよくしていく人達のことを言

う。大学教育において、イノベーターを育成する

ためのカリキュラムをどうやって具体的に組み込

むかが課題となっている。

第三点は、知識革命が起き、知識のあり方が変

わってきた。知識を断片的に記憶するだけでは、

全然役に立たない。イノベーターになるには、知

識をつなぎ合わせることが必要になる。自分で知

識を反芻し、自分の持っている知識が社会とどの

ように繋がるのかを考える。大学教育では、それ

らを使って実際に実践していく場を提供できてい

ないといけない。その中でリベラルアーツの養成

が重要になる。リベラルアーツは、判断力の養成

の基盤であり、知識の構造や繋がりが昔からの思

想・歴史・古典を含めて把握されていることで、

自分がとっさの判断をするときに必要になってく

て、オンラインやオンデマンド教育やアビリティ

支援を目的として、ハイフレックス教室の整備や、

障がいを抱える学生への遠隔授業講義支援環境の

整備を実施している。

五つは、「デジタルと専門分野の掛け合わせに

よる産業DXをけん引する高度専門人材育成事業」

として、スマート化が進む農業、工業などの人材

育成にDXの教育設備の支援、新たな教育手法の

開発の人件費や事業推進費を支援するために、第

３次補正で46億円を計上し、39件採択している。

その取組みの一例として、豊橋技術科学大学にお

いて先端アグリテックエンジニアを養成する取組

みや、石川工業高等専門学校において持続可能な

インフラを支えるDXエンジニアを育成する取り

組みが行われている。

最後に、高等教育段階における数理・データサ

イエンス・AI教育では、現在、「AI戦略2019」の

育成目標に基づいて、認定プログラムの普及促進

を進めている。

事業活動報告

特に、すべての大学でリテラシーレベルのプロ

グラムを創設して欲しいと考えている。デジタル

人材の養成は、「デジタル田園都市国家構想」基

本方針の中でも掲げられており、2026年までに

230万人を養成することになっている。この中に

は、今年度より認定の始まった応用基礎レベルを

修得した25万人が含まれている。

リテラシーレベルや応用基礎レベルのプログラ

ム認定は、毎年３月に説明会を開催し、８月に決

定することにしている。多くの大学に申請をして

もらうことで、よいプログラムが認定され、その

プログラムが模倣されることによって、よい教育

プログラムが普及・展開されることを期待してい

る。令和４年度は、リテラシーレベルで139件が

認定され、昨年度78件と合わせて217件が認定さ

れている。また、応用基礎レベルでは、68件が

認定された。

認定されたプログラムの内、他大学の模範とな

るようなものとして、リテラシーレベルでは大正

大学、応用基礎レベルでは早稲田大学、久留米工

業大学のプログラムがある。こうした大学の事例

を参考にして、数多くの大学が応募してくれるこ

とを期待している。

令和３年度の私立大学等経常費補助金特別補助

の中で、数理・データ・サイエンス・AI教育の充

実にア、イ、ウの取組みを実施の大学等に支援し

ている。「ア」の、自大学で全学的に数理・デー
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る。

このような「オープン化の推進」、「イノベータ

ーの育成」、「リベラルアーツの養成」をしていく

には、大学はどう変わるべきか。

まず、オープン化を推進するためには、｢壁｣を

壊す必要がある。例えば、社会人の学び直しに対

しては、安い学費、フレキシブルな授業時間、単

位の取り方、本格的な内容を持った授業の提供な

ど、大学での真剣な対応が求められる。学年の壁

を超えるには卒業の壁を超えるという、非常に難

しい問題があるが、壁を壊すというのはそういう

ことである。

次に、イノベーターを育成していくには、専門

課程の中でカリキュラム作りが必要である。専門

課程の知識とイノベーターの育成を接続すること

が課題である。専門課程の教員はイノベーターを

目標に授業しているわけではないので、専門課程、

一般教育課程の教員が作り上げていくことが大事

である。

それから、リベラルアーツを養成していくには、

判断力を鍛える実践的な訓練を授業の中で定着さ

せることと、社会的関係力の基盤、いわゆる尊敬

できる人達との関係、人脈を教職員で作っていく

ことが大事である。

こうした内容については、「教育の未来−変革

の正規を生き抜くために」（中公新書ラクレ）に

詳しく示したので、参考にしてほしい。日本を取

り巻く問題には、人口の減少やデジタル化だけで

はなく、国際政治経済の変化や自然災害もある。

これに対応していくためには、イノベーターの育

成が重要で、私立大学がデジタルのバックアップ

のもとでこれに取組んでいくことが重要だと思

う。

また、この中で「学びの基本項目12」を挙げ

ている。その最初に「知識を鍛える」がある。ア

クティブ・ラーニングを通して学びの原動力を高

等学校で養った後、大学ではその知識を鍛えなけ

ればならない。例えば、「民主主義」といった知

識では分かっていても、知っているようで知らな

い言葉であり、より深く知るための学習が必要で

ある。そのために、教員の役割もあるが、データ

ベースの連携技術も進めていく必要がある。また、

知識を鍛えるために必要な訓練をするには、似た

ような問題を作成するようなAI技術も必要であ

る。

られている。また、文科省は、大学に対してデー

タサイエンスとAIの人材育成でさまざまなサポー

トを行っている。今後、コミュニケーションのデ

ータをAIで解析して、どのように学生にフィード

バックするかといった未開拓の領域もあるが、デ

ジタル技術が社会のトランスフォーメーションの

ために開発され、企業・大学の教職員などすべて

の人が協働して日本の新しい教育の場を作って行

くことに貢献してほしいと思う。

【質疑応答】
【質問】アメリカのメジャーリーグで活躍してい
る大谷翔平選手が、子どもの間に９マスのマンダ
ラチャートを使って自分の目標を作っていたとい
う話があります。このようなチャートは個人を伸
ばすツールとして有効だと考えられるか。

【回答】チャートや図表、グラフは奥の深いもの

から浅いものがあるが、大事なものだと思う。問

題解決のAI研究において、図の理解の仕方をどう

支援するかは面白く役に立つテーマである。図は

そもそも情報が足りていないもので、図の理解に

は推論が必要になる。そこで、推論の仕方を学ぶ

ことが大事である。また、推論を誘導できるよう

な図をどのようにしたらデザインできるかという

点も面白い課題になる。

【社会のDX活用：保険料を変動させるDXの取組
みと組織改革】

｢Vitality｣による生命保険DXの取組みと
大学教育への期待

住友生命保険相互会社情報システム部
AIオフィサー　　　 　　 　　     藤澤 陽介 氏
Vitalityプログラムのコンセプトは、健康状態を

把握し、健康状態を改善することにより、それが

ポイント化され、年間２万4,000ポイント以上あ

ればゴールドステイタス、２万ポイント以上あれ

ばシルバーステイタスというようにステイタスに

応じて、ジム・スポーツ用品、ホテルの割引など

のリワード（特典）が受けられ、保険料が変動す

る。

健康状態の把握には、健康診断結果を保険会社

に提出する。正常であればポイントを付与、がん

検診の受診を促すという目的でポイントを付与す

る。健康状態の改善には、主に運動、日々の歩

数・心拍数等データも保険会社に連携され、それ

に応じてポイントが決まり、リワードが使える仕

組みである。

リワードパートナーは、提携企業の他にも年々

増加しており、ステイタスに応じて最大4割の割

引が受けられる。Vitalityのプログラムは有料であ

るが、このサービスで収益を上げようというので

このような取組みは、内閣府の戦略的イノベー

ション創造プログラム（SIPプログラム）の「ビ

ッグデータ・AIを活用したサイバー空間」で進め

Step 2 •
•
•
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はなく、その結果として顧客が健康になり、リス

クが減り保険金の支払いも減るというようなとこ

ろを見込んでいる。

保険料の変動の仕組みも最大約3割、保険料が

安くなる。社内分析では、Vitalityに入っている人

と入っていない人で死亡率が40％、入院率が

10％違う等の結果を得ている。このVitalityの価

値・効果の研究を某大学と協議をしながら進めて

いるが、まだデータがリッチに蓄積されていない

ところがかなりあるので、因果関係、因果推論は

できていない。

一般的に保険会社内というのは、従来型保険に

典型的なライフサイクルでのデータ、中抜きで、

繋がっていないようなデータが会社の中に大量に

安置されており、保険に加入してから病気などに

なるまでの情報が見られないという悩みがある。

ところがVitalityのプログラムでは、毎年、健康診

断書を提出する、日々の歩数のデータを入手でき

るということで、生活習慣病に罹患、亡くなるま

での継続したライフサイクルデータが社内に蓄積

されている。

コホート研究（調査時点で、仮説として考えら

れる要因を持つ集団の曝露群と持たない集団の非

曝露群を追跡し、両群の疾病の罹患率または死亡

率を比較する方法：日本疫学会）による比較で、

Vitalityの集団は地域バイアスが少なく、年齢層も

幅広く70代、80代も徐々に増えつつある。100

万人規模のコホートが今後どんどん積みあがって

いく。アウトカムも、死亡だけではなくて保険保

証の単位でデータが集まり、入院理由、手術の種

類、介護、知症、などをカバーする保証を提供し、

長いスパンでのデータ収集が可能となっている。

今年５月頃、海外の大学との共同研究で発表さ

れた論文にVitalityのデータを使って、運動すると

コロナの重症化が防げるのかという研究が公表さ

れた。運動すると重症化が防げるエビデンスがあ

り、マーケティングされ、因果関係を分析したと

いうところに価値がある。日本でもこういったこ

とを今後推進していきたい。

大学教育との関わりの一環として、慶應義塾大

学FinTEKセンターにデータサイエンスの講座を

提供している。コンセプトとしては、文系人も

Pythonを使ってデータ分析ができる人材を育成す

るというもので、約3,000名が応募し、複数回講

義、課題提出、採点を実施した。単に機械学習の

知識を教わるだけではなくて、実際どういう使わ

れ方をしているのかを知ってもらうという主旨

で、実際のデータに似たようなダミーのデータを

作成し、受講学生はこれを利用してPythonによる

予測モデルを作成するなどのデータサイエンス講

義を実施している。今後一層、留学経験を踏まえ

て、日本でも産学連携でいろいろ取組みたい。

【質疑応答】
【司会者所感】2000年、2008年、2020年と藤沢

氏の歩みが、ICT教育のターニングポイントにリ

ンクしていてトレンディだと思う。
【質問】大学への期待として実践データをもとに
したデータサイエンス教育について、企業との連
携支援の可能性についてどう考えるか。

【回答】実際の生データ提供は、個人情報の同意

の取り方など難しいが、似たようなデータ提供は

可能で、大学等教育施設で活用できるような活動

を今後もやってきたい。共同研究であれば、デー

タ提供は可能で、社内で推進していきたい。

【グローバル人材の育成：学生主体の柔軟な学び
の環境を考える】

学びの自由度、国際通用性が求められる場
としての遠隔海外連携授業

上智大学学長　　　　　　 　　　曄道 佳明 氏
遠隔授業の大学での位置づけとしては、コロナ

禍で余儀なく実施せざるを得なかった状況から、

オンライン教育を選択するフェーズへ変化してき

ている。遠隔と対面の授業を比較することから、

視野を広げ、人の成長に資する教育環境を如何に

構築するかに議論の主題は変わってきており、遠

隔授業は、対面授業の補完的な措置ではなく、活

用のフェーズに入ってくる。あるいは選択するこ

とで、何かを生み出すという教育的な作業を行わ

なければならない。

教育の立場からは、授業効果ということについ

てまだ必要な分析もあるが、授業効果に一定の効

果があると判断をされている教員の方が多くい

る。また、学生の声として、理解度や、質疑への

参加促進、参加がしやすいといった学生の立場の

利点も生み出されている。このことから、対面授

業の補完的役割からは、もはや脱却しているので

はないか。当然そこでは教育の質保証に関して、

PDCAサイクルによる検証も必要と考える。

一方、学ぶ立場からは、遠隔授業環境に対して、

受講場所の自由度というものが生まれている。ま

た、時間的な制約からの解放にも歓迎の声が聞か

れる。授業の満足度に関しても、アンケートで満

足をしているという、過半数の結果が得られてい

る。このようなことから考えると、遠隔授業を今

後活用していくということに対して、圧倒的な障

壁というものは、かなり取り除かれてきていると

思う。

平成24年の中教審では、「予測困難な時代にあ

って生涯学び続け、主体的に考える力を持った人

材は、受動的な学修経験では育成できない。」と

し、思考力、表現力を引き出す教育の重要性が提

言されている。これに加え、学生自身が体系的に

学修をデザインして、分野、あるいはその範囲、

自分の到達度を見極めながら学修をすることがで

きるように、学生自身で学びをデザインできるこ

とが重要と考える。

枠組みを作って、この順番に学べばよい、これ

を学んだら次はこれ、といったような枠の中だけ

の教育が高等教育で実施されているが、社会に出

て、その枠がすべて取り払われたとき、創造的な

活動を求めても無理ではないか。そういった意味

で学生の時から、学びをデザインする、その学修

形態、対応というものを、われわれは意識する必

要があるのではないかと考える。遠隔授業の環境

は学びをデザインする力を発揮するための追い風

になるであろう。

具体的な遠隔授業の効用として、(１)学生の学

びの自由度が向上する。

場所と時間の自由度、人生の中での学生生活を

デザインする自由度があがる。また、学びの体系

として、学科等で学ぶ専門的な軸の体系とともに、

横断的・複合的な施策が行われているが、どのよ

うに横断性・複合性を持たせるかをデザインする

のは、本来は学生にあるべきと思う。また、挑戦

的な経験機会への参加が可能となる。経験的な学

びの効果は個性的な学びを実現すことができる。

特に、個性としての教養に重きを置くべきではな

いかと考える。そのプロセスにおいて、どのよう

な教養をレイアウトするかによって、個性に繋が

るものであろうと考える。さらに、個性的な学び

の実現として、海外留学中に、遠隔授業で自大学
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るクラス間でもテーマ設定によっては交流が可能

で、学生は議論のグループワークを通じて、多様

性のある環境で学びを深めることができる。上智

大学では、海外の教員との共同によってコラボレ

ーションのプログラムをつくっている。準備をす

る教員は相当な負担であるが、講義を実際に行い、

学生の議論をモデレートするといったような役割

を果たす。ここで、学生は協働することによって

議論し、作業をし、課題解決策の提案を行うとい

ったような授業が進められる。

一方でCOIL型授業は、可能性を多く秘めてい

ると同時に、国際通用性という意味での課題もあ

る。授業のぶつかり合いに外ならないので、担当

の教員は、授業内容の交渉、教授法のすり合わせ、

学生のポテンシャルに、自分自身の授業をさらす

ことになる。物理的にオンライン環境でCOIL型

授業を作ることはできるが、開発に相応のエネル

ギーを要する。但し、学生の新しいグローバル教

育効果の創出につながり、自大学の教育の質を、

海外大学との比較の中で検証する機会になりう

る。こういった意味で、授業の国際通用性も大学

教育の中で、新しい評価指標になっていくであろ

うと思われる。

【質疑応答】
【質問】学生の学びのデザイン力の醸成に繋がる
ような取組みがあれば、紹介いただきたい。

【回答】非常に私は本質的なところだと思う。大

学で学ぶということに対して、どの程度準備がで

きていますかということ。大学に入ってからでは

難しく、高学年になってから、履修しておけばよ

かったなどと後悔することも多い。高校から大学

に学びを進めるということが、どういう意味なの

か、ということを入学者が十分に理解をしている

必要がある。それは入学してから半年かけてやっ

たのでは間に合わないので、高大接続・連携をも

っと強く打ち出されるべきであろうと考えてい

る。

【教育DXに向けた学びのプラットフォーム作りの
取組み】

LMSで繋がる学修環境の再構築・キャリ
ア支援とスマートキャンパス構想

関西大学副学長　　　　　　 　　藤田 高夫 氏
関西大学は、２年前に『関大LMSで繋がる「今

の学び」と「未来の自分」―学習環境の再構築と

キャリア支援―』によって文部科学の補助事業

「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラ

ン」いわゆる「Plus-DX」の二つの取組み「学修

者本位の教育の実現」と「学びの質の向上」で採

択された。

2018年度からBYOD（Bring Your Own Device）

を推奨してきた。学生が自分のデバイスを持って

いつでもどこでも関大LMSにアクセスできる環境

を提供し、学生の主体的能動的な学修時間を実質

的に増加させることを目的とした。創立130周年

を記念した「Kandai Vision 150」ではBYODは大

学教育の質的転換を加速させる改革として位置づ

けられている。

これは全学的な合意を少しずつ取りながら進め

てきた。PCやタブレットでキーボード入力を前

提とし、必須となる無線LANはコロナ禍によって

前倒しで全教室に設置をし、サポートセンターや

利用講習会等の開催、PCの一定期間の貸与、情

報処理教室を一定程度残し順次縮小するなどを行

ってきた。現在入学時点でノートPCは89％、タ

ブレットを含めると97%の学生がデバイスを所有

の科目を履修し、現地フィールドで、関連科目を

履修し、ボランティアやインターンシップに参加

しながら、多様なキャリア形成を可能にするなど

が考えられる。人としての成長に、自然に多彩な

道筋を描かれることができるようになるであろ

う。一方課題として、学修の質の担保に対する教

育的な支援、学生の学びのデザイン力の獲得、こ

こが重要となる。

(２)国内外の他機関との連携が物理的に容易と

なったことである。海外高等教育機関との交流、

協同機会の創出が容易となった、ジョイントディ

グリー、ダブルディグリープログラムの構築に効

果的である。

(３)教育する側の自由度も向上している。教育

活動の基本スタイルであるOn Campusがこれから

部分的ではあるが解放される可能性も遠隔授業は

秘めている。例えば、海外現地の研究題材を用い

て遠隔授業を配信する。国際会議に参加をしなが

ら、時差を利用して現地から授業を配信すること

もできる。

一方で、とりわけその海外と連携した遠隔授業

のようなものを考えると、我々の教育の国際通用

性というものが問われてくる。しかもリアルタイ

ムに問われる時代になってきていることも、認識

しておかないといけないかと思う。例えば、日本

の学生が海外大学の授業に触れる機会が増えてく

ると、海外の学生が日本の大学の授業を受けるこ

とが容易になり、日本の大学の授業に触れる学生

の量が拡大し、比較評価が生まれることを覚悟す

る必要がある。

授業交流のような機会を持てば、授業の内容、

授業のレベル、ディスカッションのレベル、言語

能力のレベルといったものが問われることになる

ので、日本の高等教育が世界の評価をリアルタイ

ムに受け、その国際通用性が問われる時代になっ

てきた。

留学が経済的、あるいは時間的な理由でできな

い、断念をしていた学生たちにとって、オンライ

ン留学という新しい道筋ができ、また、留学をす

る前段階の学びの機会としてオンライン留学とい

うものを位置づけることもできる。場所、時間と

いうところでの学び方の柔軟性が生まれ、キャリ

形成の多様化につながってくる。

COIL型授業とは、海外連携型協働学習

（Collaborative Online International Learning）で、

米国のニューヨーク州立大学が提案をしたもので

ある。2006年からニューヨーク州立大学では、

こういった推進組織が設立され、学問領域の異な

1
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えていくとAIを使って最適な動画を配信すること

が可能となるが、まだこのコンテンツは８本しか

ない。ハタチのとびらの履修者もまだ少ないが、

数年後に履修した学生とそうでない学生の就職活

動の実態、結果が出てくると有効なアピールがで

きると考えている。

大きな取組として国際教育を前提としたDXの

試みがある。COIL授業とは国際共修環境、すな

わちボーダレス、インタラクティブ、インクルー

シブを実現する環境を創出することである。

全キャンパスにグローバルスマートクラスルー

ムをオンラインで他の教室に繋ぐシステムを導入

し、対面授業をつなぐことにした。また、発話を

伴うオンラインで授業に対応するSelf-Learning

Spaceを各キャンパスに設けている。国際教育の

点では日本の高等教育の国際的通用性について

は、オンライン授業が一般化していくと、日本の

授業が世界にさらされて質的な問題を意識せざる

を得なくなってくる。

コロナが収束してもオンライン授業がなくなる

ことはない。もう元に戻らないであろうと考えて

いる。

事業活動報告

していた。経済学部、外国語学部は100％となっ

ている。情報処理教室のPCの更新にかかる多額

の費用をソフトウェアの拡充などに充て、情報処

理教室をアクティブ・ラーニングに対応した部屋

に改変した。これらの活動は2018年度から動い

ていてコロナ禍での想定ではなく対面授業を前提

としていた。現在遠隔授業から対面授業の復帰と

いうか回帰が進んでいるが、この構想自体は現状

でも意義を持ち続けるであろうと考えている。

学びの可視化とポートフォリオの構築を結ぶの

がLMSということになる。さらに、学びの可視化

の具体的な取組みとしてDX化によるシームレス

な学修環境の構築を目指したプロジェクトが始動

している。クラウド型動画プラットフォーム

「Panopto」を2021年12月に全学導入し、関大

LMSと連関させて機能強化を図った。これにより

オンデマンド授業をDropboxにアップロードする

ということがなくなり、さらに全学で110台新に

導入した教室カメラで自動的に動画がアップロー

ドされるなどPanoptoによりLMSの弱点を解消し

た。動画にメモを残すこと、メモをクリックする

とその動画部分が再生される。字幕は視覚障がい

の学生、留学生には好評である。教員側からは、

学生個人の視聴時間、何倍速で見たのか、動画内

の視聴回数がグラフ化できるためわかりづらい部

分が把握できる。オンデマンド授業だけでなく対

面授業での反転授業への活用、配慮学生への動画

撮影なども容易になり、学生の学びやすい環境が

ある程度実現できた。

学生の視聴履歴をとるには、デバイスの設定が

必要である。大きな課題はこの視聴ログを検証す

るのは担当している教員一人ひとりが行わなけれ

ばならないことである。既に3,000時間の動画が

アップされ、学生の利用時間は総計で134,000時

間になっているが、予想よりまだ少ない。視聴ロ

グから教育効果を測定（ラーニングアナリティク

ス）によって学修成果の可視化につなげられれば

と考えている。

もう一つ、LMSと繋がっているのはキャリア支

援との連携である「関大版ハタチのとびら」であ

る。学生の活動記録を一元化して既存の就職支援

システムに繋ぎ、データを参考にしながらキャリ

アサポートができるようにするもので、「自分は

１、２年次の時に何を考えてきたのか」を振り返

りながら３、４年次の就職活動に繋げられるよう

にしている。オンライン面接のために個人ブース

も全キャンパスに設置した。学修履歴、興味が増

【質疑応答】
【質問】国際的通用性を確保するときに必要なス
マートキャンパスの条件とは何か。

【回答】実際の授業時間や学生がどのくらいコミ

ットしているかの評価とかが日本では甘いと思

う。外国人の乏しいボキャブラリーの中で一生懸

命表現しているマインドは日本の教育ではなかな

か育成できない。

【質問】BYODにおいてスペックの統一や同じデ
バイスを持たせたりしているのか。

【回答】推奨スペックは示しているが、実際はそ

れよりももっと良い。自宅でWiFiにつながらなか

ったら大学で行うことを推奨している。

【起業教育に対する国の支援と今後の取組み】
アントレプレナーシップ教育と大学発スタ

ートアップ創出に向けた支援について
文部科学省科学技術・学術政策局産業連携・地
域振興課産業連携推進室長　　　 篠原 量紗 氏

１．今なぜアントレプレナーシップなのか

生産年齢人口の急激な減少、産業構造が一変し、

人々に求められる素養も変化している中で、学び

直し、アントレプレナーシップ教育が必要となっ

てきている。時価総額が高いと評価される会社の

GSC : Global Smart Classroom

Type1: Type2:



も含めてスターアップやスモールビジネス、地域

特有課題の解決など、想像したい未来・解決した

い課題に応じ、実際に事業を進めていくにあたり、

必要な専門知識や機会を提供していくところで、

培ってきたアントレプレナーシップを社会実践と

いう段階で発揮していく。この一連のまとまりを

アントレプレナーシップ教育の全体像と考えてい

る。

整理し直すと、｢動機付け・意識醸成｣では、起

業家の体験談を聞く、地域の課題に触れる体験型

授業、「コンピテンシーの形成」では、ビジネス

知識の獲得、アイデア創出の方法論と実践の場の

提供、「社会実践」では、ファイナンス・法務な

ど専門的知識の提供、ベンチャーキャピタルの提

供などとなる。

２．大学発スタートアップとアントレプレナーシ

ップ教育の現状と課題

アントレプレナーシップを備えた人材がますま

す重要だが、他の国と比べるとスタートアップが

成長していくためのエコシステムが十分でなく、

醸成状況、教育の状況がまだ低いという課題があ

る。

大学発スタートアップ創出に繋がる支援体制を

持っている大学は、774大学中GAPファンドを持

っている35大学、アクセラレーションプログラ

ム36大学、メンタリング制度45大学、インキュ

ベーション施設45大学と支援体制が整っている

大学は限定的である。調査によると起業が少ない

最大の要因として、失敗に対する危惧や、身近に

起業家がいないことがあげられる。アントレ教育

を実施している大学は27％程あるが受講率は

1％、民間や他大学・外部との連携がほと

んどの大学で十分とはいえない。

こうした背景から「スタートアップ・エ

コシステムと形成に向けた基本方針」が令

和２年に出され、今後３年間を集中期間と

している。このパッケージは、スタートア

ップの｢創出｣段階、スタートアップの｢育成｣

段階、世界との｢繋ぎ｣段階に大きく分かれ、

文部科学省では、｢創出｣段階のアントレプ

レナーシップ教育をしっかりやっていきた

いと考えている。

拠点としては２種類あり、「グローバル

拠点都市」は、スタートアップ・エコシス

テム東京コンソーシアム、名古屋市、浜松

市などが入っているCentral Japan Startup

Ecosystem Consortium、大阪・京都・兵庫

神戸コンソーシアムに福岡スタートアッ

プ・コンソーシアムがある。｢推進拠点都

市｣は、札幌・北海道スタートアップ・エコ

システム推進協議会、仙台スタートアッ

プ・エコシステム推進協議会、広島地域イ

ノベーション戦略推進会議、北九州市SDGs

スタートアップエコシステムコンソーシアムがあ

る。この拠点では、大学の技術シーズと企業との

共同研究、ベンチャーキャピタルからの投資、そ

れらが有機的に連携して、新しいサービスを提供

するスタートアップが、自律的・連続的に作られ

ることを期待している。

３．大学発スタートアップ創出支援やアントレプレ

ナーシップ教育への支援に向けた施策の動向

文科省の施策として「大学発新産業創出プログ

ラムSTART」には２つあり、一つは先ほどの拠

点を支援するもので、自治体・産業界と連携して
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顔ぶれががらりと変わり、半導体の日本のシェア

は1980年代後半50％をピークに減少し、予測で

は０％とも言われている。18歳の若者対象の社

会や国に対する意識調査によると、責任ある社会

の一員として、夢を持ち、国や社会を変えられる

と思う人材が育っていない。解決したい社会課題

を考えて、周囲と積極的に議論する人材も育って

いない。社会人に対しては、社会に出てから継続

的な目標や自己研鑽に対して消極的といえる。こ

のような状況で、世界の著名な方々がアントレプ

レナーシップ醸成の重要性と将来像を発言してお

り、ハーバードビジネスレビューでは、アントレ

プレナーシップについて、｢自ら社会の課題を発

見し、周囲のリソースや環境の制限を超えて行動

を起こし新たな価値を生み出していく精神｣と掲

げている。

そこでアントレプレナーシップを教育するとし

たら、どのように整理ができるか、私達で考えた

のが木の絵になる。｢未来の社会像｣としては、多

様な価値を認めWell-beingを達成するためのより

よい社会、一つが固定されたものではなく、常に

考え続けていかなければならないものとして設定

している。それを実現するための、「目指す人材」

としては、急激な社会の環境の変化を受容し、新

たな価値を生み出していく精神、アントレプレナー

シップを備えた人材を育てていく。そのために一

番下の根っこの部分は、大学卒業までに広く身に

付けるべき能力として、専攻分野を通じて担う学

士力、知識・理解、汎用的技能、態度・志向性、

統合的な学修経験と創造的思考力等といわれている。

そういったものを身に付けた上で、アントレプ

事業活動報告

レナーシップの醸成は、動機付け・意識醸成の段

階とコンピテンシーの形成が相互に影響しながら

培われていくと考えている。社会に存在する課題

を自分事として捉える、課題の発見力や共感力を

育むことを入口に不確実性の高い環境下でも自身

の持つ資源を超えて機会を追求し、未来創造や課

題解決に向けた行動を起こしていくための精神と

態度を学ぶ、そういう場や機会を提供していく。

上は、未来創造や課題解決のために必要な汎用知

識やスキルを提供するとともに、それらを活用し、

実現に向けた仮説検証、試行錯誤ができる機会を

提供する。そういう段階を経て、研究成果の活用



【質疑応答】
【質問１】大学の現場で樹木の一番根元を一生懸
命やっているが、そこから1つ上のアントレプレ
ナーシップの醸成に行くためには何が必要か。

【回答】アクティブ・ラーニングとか、PBLを行

う時の課題設計の仕方とか、グループワークのフ

ァシリテイトの仕方を意識すると良いのではない

か。
【質問２】ロボットコンテストなど民間で行って
いる。小さな失敗とか、成功体験を通して醸成で
きるようなものを何か検討しているか。

【回答】国としてのコンテストのようなものは今

のところない。拠点ごとに行っている体験を支援

していきたい。教育現場としてはどのように評価

するかがポイントになる。醸成促進事業でどうい

う成果なり評価ができるか考えていきたい。

第２日目（９月７日）

テーマ別意見交流
分科会Ａ：学修者本位の教育､学びの質

向上を目指すDXの試み 
LMSの高度化と学修データ統合システムによ

る学修者本位の教育の実現
神戸大学情報基盤センター教授   熊本 悦子 氏
神戸大学では、令和２年度の文科省の｢デジタ

ル活用教育高度化事業｣による取組みとして、一

つはLMSの高度化と教室のスマート化の基盤整

備、もう一つは、学修データの一元管理とAI等を

用いた学修分析と可視化を実施した。
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大学における実践的なアントレプレナーシップ教

育、GAPファンドを含めた一体的な起業支援体制

の構築による起業支援さらに初等・中等教育段階

からのアントレプレナーシップ教育の推進を求め

ている。もう一つは、個々の大学で特筆すべき取

組みを支援するプロジェクト推進型であり、研究

者の技術シーズを事業プロモータが一緒になって

事業化に向けていく起業実証支援である。この取

組みの前には、次世代アントレプレナー育成事業

(EDGE－NEXT)を2017から2021年度、その前に

はグローバルアントレプレナーシップ育成推進事

業(EDGE)を2014〜2016年度に行ってきた。対
象とか金額を徐々に広げ、重要性が国として認識

されている状況である。

LMSの高度化では、デジタル教材配信システム

を導入し、どういうメモを録ったのか、マーカー

をどこで引いたのかなどの学修の過程を全部ログ

として記録し、解析ツールを用いて閲覧時間、達

成率、操作回数、時系列の操作履歴確認等の分析

が可能になることで、学修に対するフィードバッ

クや教材改善の資料につなげることが可能になっ

た。そして、ハイブリッド授業の質を向上させる

ために、ハイフレックス型授業の教室を全学に整

備した。この教室整備は、教室からビデオを配信

してハイブリッド授業を行うという学修の高度化

を実現させた。

学修データの統合では、KDWHと呼ばれる学修

データ統合管理システムを構築し、個人情報の仮

名化を行った上で、学修ビッグデータ蓄

積と一元管理を可能にした。具体的には、

卒業生データを活用したAIアプリを開発

し、学生の各業種への適合度を推測する

という取組みを実施した。個々の学生の

学修履歴、成績、目標、活動記録から分

析した結果として、希望業種の適合度等

を学生に提示し、この結果を個々の学修

指導に用いることを計画している。

今後は、質の高いハイブリッド授業を

授業全体の10％までもっていくことと、

AIを活用した分析を進め、エビデンスに

基づいた教育・学修改善を進めていく予

定にしている。

【質疑応答】
【質問】Moodleの教材配信とデジタル教
材配信システムの棲み分けをどうしてい
るのか。システムに関する学生の声はど
うか。

【回答】Moodleだとダウンロードしたか

どうかくらいしか分からない。教材をど

のように読み進めていったかという学修

過程を知りたい場合に、こちらの教材配信システ

ムを用いることで、学修効果というのをさらに高

めることができる。アンケートでは、画面上でマ

ーカーを付けたりとかできるので、学生からは、

ネガティブな回答はなく、ツールの一つとして認

められていると感じている。

ジブンの学びをデザインできるAI支援型LMS
の実現

山口大学教育・学生支援機構講師 岩野 摩耶 氏
山口大学では、授業科目レベルで学修の習熟度

を学生が自ら確認できるシステムを設計し、学生

個人に最適な学びを提供するための取組みを実施

した。

LMSに蓄積されたデータをAIで解析し、学生個

人のパーソナリティに応じた評価を可能にして、

学生が自分自身で学修を推進することを目指して

いる。その背景として、コロナになって教員が使

う遠隔講義のツールがバラバラでだったことか

ら、システムの入り口を一本化し、シラバス、資

料、動画、各種の情報を統一的に表示していくこ

とと、データをAIで解析し、学生個人に合った目

標設定を支援することができるのではないかとい

うところで取組みが始まっている。

具体的には大きく４つの取組みを行っている。

一つは、ラーニングマップの設計による学生の習

熟度の可視化、二つは、マイシラバスによる授業

の配布資料、課題、動画、アンケート結果などの

一括表示と学生個人に最適化された教育の提供、

三つは、学修ポートフォリオによる学びのプロフ

事業活動報告
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の５年間で大学全体のDX推進計画が立てられて

いる。　

具体的な取組みとして、一つは、全学生が同時

アクセスに対応できるよう、｢WiFi6｣や｢5G｣を導

入し、大容量のデータ通信が行われてもストレス

なく使用できる環境の構築、二つは、全学的にデ

ジタル技術を活用した授業実習の普及とサポート

体制の整備として、XR、ロボット等を用いた教

育とデジタルサポート体制の整備、セキュリティ

ポリシーの策定を進めている。三つは、データ一

元管理とAI解析による学修の最適化と無限学習の

試みが文科省のプラスDX事業として採択された。

このDX事業では、４つのプロジェクトを立て

て進めている。一つは、学生が自らの学修成果を

把握して、主体的に学べるように、データを一元

化してAI解析・可視化し、リアルタイムに学びを

表示する。二つは、AIを用いた自動テロップ・翻

訳による学びの機会拡大として、国内外の講義動

画の音声をAIで自動テキスト化・テロップ化する

ことで、海外講義動画の自動翻訳、おすすめ教材

の自動表示の開発を行う。三つは、演習動画の

声・表情をAIで解析し、学修者の参加度などを可

視化し、教育評価・改善に活用するとし、現在開

発中である。四つは、過去データのAI解析による

学修者支援として、AIで予測した結果などを踏ま

えて支援が必要な学生を早期に発見する予定にし

ている。

現時点では開発中の計画が多いものの、授業を

進めていく中で、教職員間で育成したい学生像や

教育を話し合う機会が増え、各部署の課題の可視

化につながったなどの成果を得ることができた。

【質疑応答】
【質問】一国家試験の合格率をどれくらいにする
とか、目標を定量化するような点もお考えでしょ
うか。

【回答】国家試験の合格というよりは、看護学部

における就職１年目の離職がすごく高いので、定

量ではなく感性、共感性の可視化が課題になって

いる。

DXで教育・研究・働き方を高度化し、教育効
果の最大化を目指す試み

福岡工業大学学術支援機構次長、情報基盤セン
ター情報企画課長、附属図書館事務長　　

藤原 昭二 氏
福岡工業大学では、今年度から中期経営計画

（マスタープラン）がスタートし、教職協働の組

織的な取組みの中で、DXにより、教育・研究・

働き方を高度化し、｢教育効果の最大化｣を図り、

イノベーション・コモンズ（共創拠点）への進化

を目指している。

学園全体で｢デジタル化、データ｣と「人、組織」

が有機的に機能することを真のDXだと考えてい

る。そのためには、教職員一人ひとりが自分事と

して動いた結果の積み重ねが、｢教育効果の最大

化｣につながっている。

教育DXでは、学生自身の情報環境やサポート

面を整えることが重要で、学生BYODを重視した。

その上で、myFITと称する学修支援システムと、

FIT-AIMという学習ポートフォリオを組み合わせ

たシステムを中核に構成し、各シナリオで学生と

双方向性を確保している。これに、myFITを互換

するスマホアプリとMoodleのe-Learningシステ

ム、スマホ出欠管理システム、授業動画配信シス

テムで利便性を高め、あらゆる授業形態に対応し

ている。

ィールのエンロールメントマネジメントと学生自

身による学びの記録の振り返り、四つは、AIの活

用による学生の新たな学修目標設定の支援であ

る。

今後の計画としては、学生によるシミュレーシ

ョンによって、最適な学修のためのアドバイスを

個々の学生に提供するための仕組みの導入などを

検討している。

【質疑応答】
【質問】AIを使ってデータ解析する場合、専門職
員で解析されているのか、何か試行錯誤しながら
方向を決めているのか。

【回答】専門的な教職員はいない。データサイエ

ンス教育センターの教員と企業とで行っている。

DXを活用したテーラーメイド教育の試み
女子栄養大学栄養学部教授　    赤井 昭二 氏
女子栄養大学では、DXを活用したテーラーメ

イド教育として、補助金を活用し学生一人ひとり

に最適な学びを目指すことにしている。そのため

に、学内に散在する多くのデータを統合データベ

ースシステムで連結させ、教職員が一体となって

データを可視化することで、学生にフィードバッ

クできることを目指している。

具体的には、まず、Unified-Oneという統合デ

ータベースの使用によって、半期・四半期ごとに

自動で集約し、学生情報と学修における情報を紐

づけされるようになっている。次に、そのデータ

を横断的・多角的に解析することで、学生個々の

学修状況から次の目標を出させるよう｢Tableau｣と

呼ばれる解析ソフトを使って解析を行う。その上

で、解析結果を可視化して、教職員だけでなく、

学生本人や保護者の方にまでフィードバックし、

次の目標、次の学修時間を提案することにしてい

る。また、補助金を活用して、ハイブリッド型授

業推進のための実験実習用デジタルコンテンツを

独自に制作するとともに、自学自修するためのデ

ジタルコンテンツを加速化している。

このようなシステムをうまく取り込みつつ、AI

を活用して、卒業時の目標に対してどのくらいの

位置にいるのか、あとどのくらいの学修時間が必

要なのかなど、数値化・可視化し、AIで提案でき

るよう取り組んでいる。

StuDX(学生本位の教育の実現)に向けた課題と

しては、授業の価値を高めないと、どうしてもオ

ンライン授業と比較されてしまう。対面授業とオ

ンライン授業のベストミックスを今見つけること

をやっている。一番重要なのは、今後教員のスキ

ルアップとメディア授業を常設化して、うまくAI

を取り入れて、これらのデータを活用するという

ことかなと思っている。

【質疑応答】
【質問】コロナ禍で調理実習の授業をどのように
運営・工夫をされていたのでしょうか。

【回答】調理実習の動画を配信し、学生達で教材

を買う、大学から送る、大学に取りに来させるな

どして、調理した画像を提出させた。しかし、手

技が見えないと、調理器具の扱いが分からなく上

達しないので、現在では自分の見たい角度で見れ

るようなデジタル画像を３画面、４画面の教材を

作りながら授業に用いている。

データ一元管理とAI解析による学修の最適化と
無限学習の試み

獨協医科大学看護学教育点検推進室長
馬醫 世志子 氏

獨協医科大学では、令和２年度から令和６年度

事業活動報告
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の時間も確保する｣として、いろいろな人と少し

ずつ偏らないでバランスよく繋がるようにする。

⑦｢気持ちを表現する｣として、飾らない自分の気

持ちを表現する。

このようなコツを使って、ストレスが成長につ

ながるよう、プラスの面が芽生えるようにしてい

くことが多い。

【質疑応答】
【質問】｢７つのコツ｣をどのような形で学生に伝
えているのか。

【回答】１年生のときに全学生対象の授業で伝え

ている。

スマホでセルフチェック｢みらい健康手帳｣の利用
広島大学保健管理センター教授 　    岡本 百合 氏
広島大学では、コロナ禍におけるメンタルヘル

ス支援として、①入学時のメンタルチェックを行

い、ハイリスク学生を呼び出すこと、②欠席が多

い、成績不良の学生をチューター教員から紹介し

てもらうことを行ってきた。これらは一定の効果

が認められるが、より早い段階で学生が自己のメ

ンタルヘルス状態を認知し、必要であれば援助行

動をとることができるよう、ヘルシーキャンパ

ス・プロジェクトを立ち上げ、スマホアプリ｢未

来健康手帳｣を開発した。

アプリの中で、気分、睡眠、食事などのセルフ

チェックした結果が得点化され、｢健康｣、｢注意｣、

｢警告｣が表示され、学生が同意したら自動的にデ

ータが保健管理センターに送信され、早期の介入

や相談を行う。効果としては、メンタルヘルスへ

の意識の向上、リアルタイムに測定することで気

づくことで、援助希求行動を高め、メンタルヘル

スリテラシーの向上を目指している。将来はAIで

回復過程まで解析し、セルフケアができるのでは

ないかと考えている

【質疑応答】
【質問】このスマホアプリは、現在どの程度利用
されているのか。

【回答】現在、開発が終わったところで、既に利

用することはできるが、本格的活用は秋以降とな

る。

コロナ禍､ハイブリッドによる学生相談の心の
支援と課題

甲南大学文学部教授、日本学生相談会理事長
高石 恭子 氏

コロナ禍において学生相談の実施形態は、従来

の対面形式だけではなく、オンライン形式の活用

も進んだ。オンライン相談の利点は、相談へのア

クセス向上や感染の防止といったものがあげら

れ、リスクも伴うが利点の方が大きいと思われ

る。

今後、デジタルネイティブ時代の学生の心の成

長を促すには、「青年期の３密（濃密・親密・秘

密のある人間関係）」が重要であるが、それに伴

うリスクに対応するための専門的部署として学生

相談機関は重要である。対面相談の実施、体験型

のグループプログラムの提供などが重要になる。

もう一つは、コロナ禍での配慮(遠隔支援)に慣れ

た学生に、コロナ後に向けてどう教育機関として

ルールを示すか、合理的配慮の観点からも学生相

談機関だけではなく、全学的支援の教職協働体制

の強化が必須になってきていると思う。

【質疑応答】
【質問】DXの推進に伴う予算化の優先順位は、ト
ップダウンではないのか。他のDX以外にも大学
における優先度があるので、その辺りの判断はど
ういう形になっているのか。

【回答】マスタープランとの整合性、大学の方向

性等の整合性があるかがチェックされ、その上で

予算化、優先順位等々が勘案されて、採択され、

実行に至る流れになっている。情報基盤センター

の運営委員会で議論し、コンセンサスを得て、予

算委員会で多面的に審査され、採択が決定される。

分科会Ｂ：コロナ禍での学生のメンタル
ヘルスを考える

｢こころとからだの健康調査｣1割以上うつ症状
秋田大学大学院医学系研究科教授  　野村  恭子 氏
秋田大学の学生を対象とした2020年度と2021

年度のメンタルヘルスケアの調査結果から、コロ

ナ禍において、中等度以上のうつ傾向があると推

測される学生の割合が10％を越え、さらに高く

なってきていることが分かった。また、新規うつ

症状リスクや自死念慮リスクに関する因果分析行

ったところ、経済的困窮や学業不振がリスクを高

めることや悩みを聴いてくれる人がいる場合にリ

スクが半減することが分かった。

そこで、大学の取組みとして、ハイリスクな学

生に学生支援課から連絡をいれるとともに、学生

を自殺ゲートキーパーに養成する活動も行ってい

る。この活動によって、キャンパス全体の精神衛

生向上が期待され、自殺のリスクを軽減すること

ができると考えられる。また、学生による学生の

ためのメンタルディスタンスとして48分の動画

を作り、効果・検証しており、上手くいけば全国

に無料で使用できるよう準備していく予定にして

いる。

【質疑応答】
【質問】コロナ禍以前と比較して、10％を越えて
いるのは高いのか低いのか。

【回答】コロナ禍以前に秋田大学で行われた同様

の調査結果はないが、他大学で行われた結果より

も本調査結果の値の方が高くなっている。おそら

く、コロナ禍でうつ傾向は高くなったと考えられ

る。

｢コロナ禍における心のケア｣７つのコツ
昭和女子大学学生相談室長 　水戸部 賀津子 氏
コロナ禍のストレスによって学生のストレス反

応が重症化しないようにするために、留学・災害

時に指導していたストレス対策をもとに｢コロ

ナ・ストレスを乗り切るための７つのポイント｣

をまとめた。　

その内容は、①｢正しい情報を知り、実行する｣

として、学生にストレスとは何かを考えてもらう、

心と体、考え方と行動に出るので、心をコントロ

ールしたければ考え方と行動を変えようとインフ

ォメーションすることにより、モチベーションを

上げている。②｢こんなとき、心が乱れるのは自

然なこと｣として、寛容な気持ちを持たせ重症化

させない。③｢自分のストレス反応を知る｣として、

何をストレスに感じているのかが、分かることに

より、自分へのケアを早める。④｢よく眠り、き

ちんと起きる｣として、生活時間を自分でコント

ロールする。⑤｢コーピングレパートリーを10個

持つ｣として、自分なりの気晴らし方法、例えば

音楽を聴く、話す、食べるなどのレパートリーを

増やして使い分ける。⑥｢人とつながり、ひとり
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「県大ほっとカフェ」の状況と展望～コロナ禍
における学生支援～

山梨県立大学学務課学生担当　    　花原 遼 氏
コロナ禍で｢本来あるはずだったキャンパスライ

フの喪失｣が起こり、学生の孤立が危惧される状

況になったことから、学生が気軽にコミュニケー

ションを図ることができる場として「県大ほっと

カフェ」を立ち上げた。

オンラインツールを用いた座談会から始め、

2021年度後期からは対面とオンラインを併用し

たイベントの開催を進めている。一方、学内での

認知度が低いことも分かった。そこで、今後は他

部署や教員を巻き込んで、学生の安心感の創出や

心の拠り所として認識されるような場になってい

くよう、活動を継続していく予定である。

【質疑応答】
【質問】現在｢県大ほっとカフェ｣を運営している
のは、誰なのか。

【回答】職員が中心で運営している。今後は、趣

旨に賛同してくれる教員の参加や組織体制の強化

を進めるつもりである。

分科会Ｃ：質向上を目指すオンライン授
業、ハイブリッド授業

ハイフレックス＋ライブ授業収録（VOD）の
「全部盛り」授業

立命館大学国際関係学部准教授　    越智 萌 氏
全部盛り授業とは、対面授業をZoomによるラ

イブ配信する、いわゆるハイフレックスに加えて、

ライブ配信を収録したビデオをオンデマンド

(VOD)の形で提供・公開する３つを合せたもので

ある。

基本的には対面授業で行うが、コロナに感染、

基礎疾患にある方が家族におられる場合は、ライ

ブ配信授業の参加を認めている。ビデオ配信の授

業への参加は、海外留学生でライブ授業に参加で

きない場合に対応している。ただ、全部盛り授業

は15回実施するのではなく、９回以降の授業の

半分を充てている。ここで行う全部盛り授業では、

主に学生報告を行う。対面参加の学生は教室で報

告し、オンライン参加の学生は、自分が配信でき

る場所から報告を行う。VOD参加の学生は、報

告を録画して教室で流す。留学生の入国規制など

に対応するためにVODも必要であった。

全部盛り授業の課題は、①オンライン参加の学

生はカメラ移動を積極的に行い、授業に参加して

いるような視点の確保と、発言に抵抗があること

から話しかけをする工夫。②VOD参加者につい

ては、同時性がないので、対面授業とライブ授業

の学生全てに掲示板でディスカッションする。③

グループワークが問題で、VOD参加者はSNSを使

って学生同士で交流するという工夫が必要。

オンラインも対面もTeamsとLMSで反転授業
名古屋学院大学経済学部長　　 児島 完二 氏
100名以上が履修する経済専門科目での反転授

業の仕組みとして、LMSから次回授業までに予習

すべき範囲を授業開始6日前に連絡する。授業は

対面又はオンラインのいずれかで参加できるが、

実際はほとんど対面授業に参加している。

予習パートでは、学生が確実に予習するよう、４

種類のデジタル教材(５分ほどの解説ビデオ、エ

クセルでの実習、PDF版のテキストの関連問題、

択一式クイズ15問)により課題を課している。予

習を義務付けるため、平常点に加点している。こ

こでは、前回の応用問題でつまずいている点を解

説・復習を終えたら、予習範囲のクイズと同問題

の小テストで確認する。

授業パートでは、小テストで間違いの多いい設

問の補足説明を行い、学生には教え合いを推奨す

る。その上で、LMSで4択の授業理解度調査(よく

分かった、分からなかった)を実施する。その後

で、新規の応用課題を提示し、応用課題などを含

んだミニッツペーパーを提出させている。対面で

は相互の教え合いを推奨し、でき抜け制で退室を

許可、未完了者が僅かであれば個別フォローす

る。

反転授業の評価としては、期末試験において最

頻値のモードが30点上振れした。アンケートか

ら、「授業における適切な教材・資料の提示が理

解を促した」との結果も得た。

【質疑応答】
【質問】事前学習の評価方法は、どのように行っ
ているのか。

【回答】小テスト、理解度調査など多様な指標で

評価している。

ICT活用による分野横断型実験授業の試み
昭和大学歯学部歯学教育学講座教授
統括教育推進室長　　 　　　　片岡 竜太 氏
問題解決力や連携力の養成を目的に、７分野

（医学、歯学、薬学、看護、社会福祉学、栄養学、

情報コミュニケーション学）の学生２グループが、

テレビ会議とSNSで意見交換するICTを用いた分

野連携型授業を学修の進め方などを掲載した｢学

生用ガイド｣を用いて実施した。

授業は、２段階で行った。第１段階では２年生

を対象に｢多職種の役割を知る｣を目的に、授業ビ

デオをもとにグループでプロムレムマップ化す

る。第２段階では、４・５年生を対象に｢健康長

寿社会の実現のために他分野がどのように連携す

べきかを考える｣を目的に、問題発見から問題解

決のプロセスを踏んで授業を行った。

分野横断型授業は、患者、家族の状況をグルー

プで可視化・共有するため、プロムレムマップを

作り、問題を明確にする。その上で、問題点の優

先順位付けを行い、解決策をまとめる。低下した

機能回復、予防、生きがいへの支援、地域におけ

る対策まで提案する。プロムレムマップは、初回

に学生個人でまとめた抽象的な内容と、グループ

でまとめた内容とを比較すると、具体的で問題が

明確になっている。

学生の感想・意見では、対面でなくてもオンラ

インでコミュニケーションをとれることを体感し

た。他学部との共同は刺激的で広く深い知識が得

られた。自分の専門性を伝えることの難しさを改

めて知ったなどであった。アンケーとでは、チー

ム医療が重要、グループプロダクトができたに関

しては、｢とてもそう思う｣という学生が100％、

他学部の専門的な内容についての理解、自学部の

内容について説明できたは、第一段階よりは達成

度が向上した。

授業の設計で重要なのは、お互いの専門性を理

解し、自分野の立場で実体験を説明する時間を十

分にとること、７分野の教員による専門分野での

コメント、アドバイスのファシリテーションを確

保することである。成果としては、広い視野で医

療・健康生活を考えることができ、自分野につい

てのアイデンティティを深めて、他分野の役割を

知り、多職種と連携し、社会の問題に対応・解決

する経験ができた点などがある。
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【質疑応答】
【質問】情報コミュニケーションの学生が、新た

に入ったことの効果とは何か。

【回答】医療系学部に比べ、社会福祉、栄養、情

報コミュニケーション学と広がりが増えれば増え

るほど、専門性を伝え、連携・共同してプロダク

トを作るハードルが高くなるし、刺激が大きくて

学修成果が高まった感触を持っている。

分科会Ｄ：スタートアップ教育を考える
講義と課外活動を連動させたアントレプレナー

シップ育成支援
崇城大学総合教育センター教授　 川副 智行 氏
学生の就業に対する捉え方の変化などを踏まえ

て、2020年度から｢起業家育成プログラム｣を、卒

業時に会社・公務員に加え、起業も選択できるス

キルを身に付けることを目指した｢アントレプレ

ナーシップ教育プログラム｣に更新した。

そのミッションは、｢創造性｣に｢個性｣を融合し

た｢独創性｣を確立する教育の実践によって、｢常識

にとらわれない思考力｣｢課題を解決に導くチーム

メイキング｣｢情熱を持ち続けるセルフマネジメン

ト｣を有する学生の育成である。未来像は、①自

発的に物事にチャレンジする独創性を獲得した学

生が専門課程を経て活躍する、②熊本から、崇城

から小さくても世の中に新しい価値を発信する、

③就職活動の選択肢に公務員・会社員に加えて第

三の選択肢｢起業｣が自然となる世の中をつくる、

としている。

このプログラムは、講義と大学が設けた教育の

場としての課外活動(「起業部」)で構成されている

ことに特徴がある。講義は、１年前期にマインド

セットという意味合いの強い新しい｢考え方｣を身

に付ける講義を展開し、１年生の後期にビジネス

プランコンテストに挑戦することを課す講義をし

ている。２年次は、｢創造性｣を発揮できるような

スキルを身に付ける、それを形にするための｢企

画提案力｣を目指す講義を行い、３年次の専門領

域に向かわせる。

課外活動は、企業部の学生が、テーマ探索(４

－６月)、プロジェクト設計(７－９月)、実証実
験・学内ビジネスプランコンテスト(10－12月)､
最終報告(１－３月)を通じて、実際のフィールド
ワーク、成長体験の検証を行う。これらの活動を

通して、学内出資会社｢SOJO－スタートアップラ
ボ｣から、出資を得て起業した事例が誕生してい

る。大学としては、学内にあることでサポートが

受けられ、成功確率の高いビジネスが提案できる

ことと、将来の選択肢を狭めないようセーフティ

ネット体制をとっている。

【質疑応答】
【質問】専門教育課程との接続から卒業研究、さ
らに進化して大学院生になり企業との産学連携な
どへの展望が開けていけばいいと思うが、如何か。

【回答】学生が思いついたアイデアだけでは難し

いと思っている。専門課程の研究室からシーズを

ビジネスに変えるような形での参画が、非常に成

功に近いのかなというふうに思っている。

授業とビジネスプランコンテストによる起業教育
日本工業大学産学連携起業教育センター教授

筒井 研多 氏
１・２年生対象の寄附講座｢創業の基礎｣をスタ

ート科目として、３年生前期の授業｢企業とビジ

ネスプラン｣の期末レポート（約300件）が｢ビジ

ネスプランコンテスト｣のエントリ一を兼ねてい

る。一次審査で個人20件、二次審査で８件が夏

期休暇中に個別指導を受け、10月末の最終審査

会に臨んでいる。

授業の目的は、起業人材の輩出ではなく、企業

のイノベーション、第二創業を支える人材育成を

目標とし、就職・起業を目指す学生双方に役立つ

授業としており、｢起業スキル｣と｢起業家精神(マ

インド)｣の獲得を目指している。そのために、①

日常的にアンテナを張って情報探索の習慣をつ

け、②概念的・論理的思考力によるひらめき(ア

イデア)、③それにもとづく事業計画作成、そし

て何よりも④「自分事」に向かうモチベーション

の獲得を狙っている。

モチベーションとマインドの定着を図るため、

一方通行にならないように、前回授業でのいいレ

ポートを表彰する、毎回Google Formでアンケー

トをグラフ化して、学生の意見が授業に取り入れ

られるようにする、毎回実際のビジネスプランの

先輩に来てもらい発表する等、飽きない授業を工

夫している。また１、２年生の新設授業や他の授

業と連携しながら、ビジネスプラン自体の質の向

上を図っている。

学生の授業評価は、正解追求型はないこと、学

生個々人へのフィードバックが多いことなどの理

由で、非常に高い。一方で、ビジネスプランコン

テストにエントリーしない学生が多い。その理由

は、恥ずかしい、他の課題・資格勉強・インター

ンシップなどで忙しい、単位取得が目的としてい

る。この問題をどう解決していくか、授業レベル

ではなく、大学レベルでの検討が待たれるところ

である。

【質疑応答】
【質問】チームでやるものと、個人でやるものを
併用すると少し違ってくるかなと思うが、如何か。

【回答】「現代社会の基礎知識」という授業はチー

ム活動と個人活動を行っている。授業内グループ

ワークは３人〜５人程度でディスカッションさ

せ、レポートは自分でさせることで、主体性と協

調性ができていけば、変わるのではないか楽しみ

にしている。

地域活性化を体現する｢次世代アントレプレナ
ーの育成｣

山形大学アントレプレナーシップ開発センター長
小野寺 忠司 氏

アントレプレナーシップの定義を、起業に限ら

ず新事業創出や社会課題解決に向け、新たな価値

創造に取り組む姿勢や発想・能力等(起業家的行

動能力)としている。多摩美術、東京理科、滋賀

医科、早稲田、山形の５大学で文科省のEDGE-

NEXT(次世代アントレプレナー育成事業)を展開

し、山形大学アントレプレナーシップ開発センタ

ーがその拠点となっている。

そのビジョンは山形を世界から必要とされるイ

ノベーション創出の産業地域、21世紀型のシリ

コンバレーのような産業地域を実現するとし、そ

のミッションは新しい価値創造に挑戦する意欲を

持ったアントレプレナー人材の育成とする。現在

までに創出したベンチャーは、山形大学で16社、

連携で４社、EDGE-NEXTで10社になる。

このプログラムの最大の特徴は、中・高生、大

学・大学院生、社会人、教員・研究者、起業家ま

でを対象とし、主として企業から運営資金（受講

料、協賛、寄付）を得ていることである。中高生

には「起業家マインド醸成プログラム」として、

県内の中高生を対象に県・山形大学・山形放送の

連携プロジェクト｢山形イノベーションプログラ
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ム｣によって、地域課題をテーマに事業計画の立

案コンテストを開催している。また、東北地方の

高校生を対象にしたシリコンバレー版の｢スーパ

ーエンジニアプログラミングスクール｣も展開す

る。大学生・社会人には山形大学の｢起業家人材

育成プログラム｣とコロンビアビジネススクール

の「Venture for All Program」をジョイントした

｢新事業創出イノベーションプログラム｣を開講し

ている。

このように山形大学単体のプログラムではな

く、行政、企業、金融、報道等各機関の協力と支

援、他大学・海外大学との連携によって、ベンチ

ャー企業が持続的に創出されるエコシステムの構

築を図っており、今後の展開が期待される。

分科会Ｅ：国際連携協働学習(COIL)
ICT活用によるポストコロナ禍期のCOIL教育実践

関西大学グローバル教育イノベーション推進
機構副機構長     　     　　　  　 池田 佳子 氏
COILとは、アクティブ・ラーニングを促すグ

ループ活動のタスク設計をコラボレーションタス

クとして行う教育実践で、ICTを活用して海外大

学との連携を基本に、多国籍の文化集団で構築し

ている。活動期間は、海外大学と日本の学年歴の

違いなどを考慮すると、例えば１セメスターの内

で海外のクラスとのオーバーラップがある４週間

から６週間の中でオンライン国際協働学習を

（Collaborative Online International Learning。）行

う。

2021年のプログラムでは、総勢200名以上の

学生の応募があり、合計で約80人の学生を11の

国と地域から受け入れた。

ポストコロナ禍期のCOILの展開ということで、

コンソーシアム型、多方向型のCOILをしたこと

で、誰もが参加しやすく、限定的な地域・国だけ

ではない、グローバルな学びを日本人学生にも他

の学生にも提供できるようになった。コロナ禍前

は、学生の留学先は偏りがあったが、COILの取

組みで、多様な地域に分け隔てなく参加できるメ

リットがある。

パンデミックを経験した大学教育というのは、

より環境に優しくて、誰も取り残さない、そして

多様性かつ国際化というのが、いま日本社会で求

められている。

関西大学では、教育のDXとして、global smart

classroomを設け、一緒に快適にインタラクティ

ブにグループワークすることを可能にする。そう

すると必然的に、COIL/virtual Exchangeをはじめ

としたデジタル技術を駆使した国際教育の方法論

は、もっと進化しなければならないと考えている

【質疑応答】
【質問】今年、海外大学から200人参加している
が、学部もバラバラなのか。関西大学の中でも
様々な学部の学生が参加という形でしょうか。

【回答】全学共通科目の位置づけとして、提供し

ていることもあり、13学部が参加している。ま

た、海外留学生、中には院生もおり、専門分野も

バラバラで参加をしてきている。デジタルバッジ

を活用し、そこに評価基準、学習時間などのメタ

データがついているので、それを参考に海外の大

学は、何単位に値するか、この分野は単位互換で

きると解釈をしている。

COILによる看護教育の事例紹介
静岡県立大学看護学部講師　　 根岸 まゆみ 氏
静岡県立大学は、上智大学と協働して、コンケ

ン大学、ドルノゴビ医科大学の看護学部とCOIL

を実施している。授業の内容は、事前課題として

自己紹介、大学紹介動画を作成してもらい、それ

を事前に共有し、看護学生自身の健康をテーマに

して、各国の学生が、それぞれの大学生活、日常

生活で健康にまつわることをどのような点に気を

付けているかを、英語でスライドを使ってプレゼ

ンし、最後に質疑応答、ディスカッションを行っ

た。

学生の反応は、文化を尊重した看護実践の重要

性への気づき、海外の学生との悩みの共有、より

グローバルな視点が芽生えたというものが多かっ

た。

一方、COIL授業の実施には、教員１人ではで

きない。海外との調整、時差の問題など、教育実

践の調整には、相当の労力を有するため、国際交

流センターの協力を得て実施している。

【質疑応答】
【質問】COILによる発展看護実習は、実習の部分
をオンラインで繋ぎ、両大学での実習場面を見せ
合うような、イメージでしょうかうか。

【回答】はいそうです。コロナで行けないので、

オンラインを通じて、実際に海外ではどうしてい

るかというのを、ディスカッションベースでプレ

ゼンなどを交えて行っている。

グローバル人材教育としてのCOIL型授業の活用
南山大学国際センター長　　　　 山岸 敬和 氏
南山大学のNU-COIL（Nanzan University COIL）

で育成する人材像は、多文化共生力、学際的国際

力、問題発見・解決力で、Career Oriented

Interactive Leadershipという、グローバルマイン

ドを持った国際人を育成するプログラムである。

NU-COIL には、３つのステップがある。STEP

1の｢ベーシックCOIL｣では、言語と文化の交流を

行う。STEP2の｢アカデミックCOIL｣では、専門分

野をベースに議論を行う。STEP3の｢PBL COIL｣

では、企業、団体、官公庁などが抱えている課題

を、両国の学生がコラボしながら解決策を考え、

プレゼンしてフィードバックを受ける形になって

いる。

PBL COILは、例えば、サマープログラム、イ

ンバウンドプログラムをアニメ・漫画で提案する

課題を提示し、南山大学とUMBC、Maryland大学

の学生９人程度で、情報収集、アメリカの学生と

アメリカに有効なプロモーション方法の議論、シ

ョートプロモーションのイメージムービを作成

し、提案に対して評価を受けるCOIL を７週間実

施した。課題使用言語はチャンプリンガルで状況

に応じた適切な言語の使用としている。

COIL科目から学生は、自分の意見を求められ

る、自分の国を振り返る、想定外のことへの対応

など、異文化理解の面白みと厳しい現実も理解し

ながら、プロジェクトマネジメントの重要性を理

解していった。COILは、留学とは違う次元の国

際交流とか、国際プロジェクトでできるという意

味では、非常に有用なツールであると考えてい

る。

【質疑応答】
【質問】設定された時間外の学修外時間は、どれ
くらい実施しているのしょうか。

【回答】企業の方々も非常に積極的に関与してく

れたので、学生も盛りがって、LINEで空き時間

を見つけて、こちらが指定した以上の交流をして

いた。
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うことである。但し、例外はあり、例えば映画や

ドラマの一部だけを切り取って使うこと、フルカ

ラーのものをモノクロでコピーして配布するこ

と、大きなものをA4サイズに縮小するような場

合、同一性は保持されていないが、やむを得ない

改変として許容される。

同一性保持の問題として、第三者著作物の訂正

もある。例えば、①データの誤り、②誤植、③古

い専門用語、④社会的に不適切な表現などの箇所

を変更すると同一性保持権違反となってしまうた

め、このようなケースでは、適宜授業内の説明で

カバーする必要がある。

最後に、授業内での第三者著作物の使用のまと

めとして、非営利の教育機関において、教育担当

者及び学生が、授業の課程において、第三者著作

物を自由に利用できる。さらに必要と認められる

限度内である必要があり、この限度内であれば、

第三者著作物を複製・配布・サーバーへの蓄積が

できる。これには、著作者の利益を不当に害する

用途・様態での利用は許されないという例外規定

がある。

【質疑応答】
【質問】LMS内の教材著作物を同じ大学の教員内
で共有し、自分の授業に使用することは許される
か。

【回答】各教員がそれぞれのアカウントでログイ

ンするLMSで、教員本人が作業するのであれば、

許容されるが、コピー元のデータをLMS上に公開

してしまうのは許容されない。

分科会Ｇ：授業改善とラーニングアナリ
ティクス(LA)

ラーニングアナリティクスとは？
京都大学学術情報メディアセンター教授

緒方 広明 氏
ラーニングアナリティクスとは、情報の技術を

用いて教員や学生からどのような情報を獲得し

て、どのように分析・フィードバックすれば、ど

のような学修・教育の効果があるかを研究する分

野である。

タブレットを使って学習をすると、デジタル教

材やビデオの閲覧記録やメモを記録でき、今まで

捨てられていた情報を活用しようというものであ

る。データを集めるためのポリシー、ガイドライ

ンなどをいろいろなステークホルダーに参加して

もらい構築する必要がある。

我々が開発しているBookRollというデジタル教

材配信システムでは、PDFを登録すればWebブラ

ウザで閲覧でき、学生のページ遷移、マーカー、

メモなどのログデータが蓄積され、ログパレット

という分析ツールで分析できる。例えば、英単語

の分からないところを学生がマーカーで印をつ

け、それを重ね合わせることで学生が分かりにく

い単語を抽出できる。また、手書きでは手が止ま

って書くのに時間がかかっているという解答プロ

セスを記録でき、タイムラグなく間違いや分かり

にくい箇所が見つかるようになっている。

一般社団法人エビデンス駆動型教育研究協議会

では、BookRoll、LEAFシステムに企業に参加し

てもらい産学連携で進めている。

【質疑応答】
【質問１】１つの授業の分析だけでなく、ある学
生の複数の科目を横断的に分析することはできる
か。

【回答】合理システムというブロックチェーンを

使用した仕組みとしてはできるが、事例はまだな

い。
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分科会Ｆ：著作権法改正に伴う権利処理
の注意点と補償金制度

授業コンテンツの権利許諾範囲と補償金の分配
神奈川大学学長補佐、法学部教授　 中村 壽宏 氏
著作権法35条の改正により、SARTRASという

機関が設置され、ここに大学などの教育機関が補

償金を支払い、権利者へはSARTRASから分配す

るということになった。教育機関からSARTRAS

へは、定額方式（年間、５月１日の学生数×720

円＋消費税）や個別課金方式（使用コンテンツ

数×履修者数×10円＋消費税）などの方法で補

償金が支払われる。これにより大学では、第三者

著作物を、授業内利用・同時授業公衆送信・異時

授業公衆送信することが自由化された。

一方で、補償金を支払っても許容されない行為

として、機関管理・経年利用・共同利用などがあ

る。

機関管理とは、第三者著作物の使用は大学が管

理するのではなく、担当教員に限られること、経

年利用とは、第三者著作物は年度ごとに限られる

こと、共同利用とは、複数の教員で担当する授業

であっても、個々の教員が第三者著作物を取得す

る必要があることで、これらを行うためには、教

育機関と権利者の間で基本ライセンス契約又は専

門ライセンス契約を締結する必要がある。

また、海外の出版社などの中に、著作権法35

条の規定に従わず、個別契約で35条をオーバー

ライドすることを主張する権利者が存在する場合

があり、これについてはSARTRASに問い合わせ

ることで解決できることが期待される。

補償金の分配については、SARTRASが各大学

に対して、著作物の使用状況をサンプリング調査

し、分配業務受託団体を経由して、教育機関から

集められた補償金を権利者に分配している。補償

金を受け取った出版社などは、本来は著者に補償

金を支払う必要があるが、多くの場合、そのよう

な対応が行われている例は少なく、今後の課題と

いえる。

一方で、小規模の業者や個人的なWebサイトに

コンテンツやイラストを公開している権利者の場

合、SARTRASに認知されることもなく、分配業

務受託団体を設立することは困難であるため、補

償金支払いの対象とはならない。そのような権利

者の属する新団体を設立していくことも今後の課

題といえる。

著作物使用の制約を考えるにあたっての確認事

項の一つとして、どのようなものが著作権対象の

著作物となるかという点について、著作物は｢思

想又は感情を、創作的に表現したもの、文芸・学

術・美術・音楽の範囲に属するもの｣と定義され

ているが、｢コンテンツ制作者の思想や感情が表

れているかどうか、オリジナリティを有するか、

創作的に表現されているかどうか」という点が要

件となる。

二つは、著作者と著作権者である。著作者はコ

ンテンツを作った本人のことであり、著作権者で

もある。著作者以外で、著作権を行使できる人を

著作権者という。著作者は、論文や書籍の著者で

あり、それを複製し譲渡する出版社が著作権者に

該当する。この両者間で、著作者から著作権者に

譲ることのできない権利として、公表権、氏名表

示権、同一性保持権、名誉声望から成る著作者人

格権がある。

ここで重要なのが、同一性保持権であり、第三

者著作物を利用する時には、そのままの形で使用

しなくてはならず、改変することはできないとい
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【質問２】個人情報の取扱いはどうなのか。

【回答】各学校の中で閉じていて、それが外に出

ることはない。他の学校とデータを共有する場合

には匿名化されている。匿名の場合は学生個人に

フィードバックすることはできない。

eポートフォリオとしての学習データとラーニ
ングアナリティクス

東京学芸大学ICTセンター、情報教育教室教授
森本 康彦 氏

教学マネジメントで学修成果の見える化が行わ

れているが、可視化することが認証評価のために

目的化していないか。可視化の利点は、学んでい

る学生の学習レベルを自らが把握して、“学修成

果の地図”を与えることを意味する。ICTによっ

て自動的にログは集まる。ログとログの間に学修

者のレポート、議論などさまざまな学習の営みが

あり、この記録が学習記録となる。ログと学習記

録を合わせて、｢学びの記録ｅポートフォリオ｣と

呼ぶ。これを使って、どのように学修者中心の教

育を作っていくか。その手段がラーニングアナリ

ティクスと考えられる。

ラーニングアナリティクスの要としては、学習

者による｢主体的／自律的学び｣が土台となる。し

たがって受け身の学生には役に立たないかもしれ

ない。土台ができたら、あとは学習者にダッシュ

ボードを見せれば良い。各機関でラーニングアナ

リティクスのシステムを開発することは難しい。

タイプは３つ考えてみた。タイプ１は｢既存の

LMS等の可視化の機能を利用｣、タイプ２は「学

内のさまざまな可視化機能を集約したダッシュボ

ードを開発」、タイプ３は｢新規に究極のLAシス

テムを開発｣がある。

学習・学生生活のダッシュボード、教務システ

ム、図書館、教育実習などを表示させるタイプ２

のダッシュボードを開発した。例えば、｢ｅポー

トフォリオ・コンテナ｣ではレポートを蓄積し、

自己評価のグラフ、相互評価結果がレーダーチャ

ートとして出てくる。これを見て学修者は自分を

改善していくことができる。LAの開発に手が届

かないような大学でも、既存のLMSをラーニング

アナリティクスと同じような構造ととらえてやる

と、使っていくことができるのではないかと考え

る。

【質疑応答】
【質問】開発されたダッシュボードは機能的に活
用され、学生に効果的なメニューは何か。

【回答】教員は４年間の学修成果を希望するが、

学生は、毎回の授業の前と後でどう変わったか、

レポートがどう変わったかの時系列が見えれば気

付きができると考える。

大学教育における学習分析の活用事例
九州大学大学院システム情報科学研究院教授

島田 敬士 氏
研究としてのラーニングアナリティクスと、現

場への展開という意味での実践を両輪に取り組ん

できている。学習分析を原動力に、学習者の事前

事後学習、弱点発見・克服、そして最終的には学

修者自身がデータを振り返り、意欲向上に繋げる

という学修エコシステムの構想がある。

各学習者が今どのページを見ているかをリアル

タイムで集めて可視化するヒートマップによっ

て、授業が順調か、説明不足かがわかる。10名

の先生がコースに分かれて同じ資料で授業を行

い、各学生の開いたページと先生が説明している

ページとの差分を色分けすると、はじめは同期し、

途中からばらつき、演習を行うとバラバラになる

様子がわかる。先生が同じならば教える学生が異

なっても同じ傾向が出る。類似性を二次元地図に

プロットする技術を使うと、先生の教え方が学習

者の活動に影響していることがわかる。コロナ禍

で閲覧ヒートマップを先生だけでなく学生にも公

開すると、学生は他の学生が何を見ているのがわ

かるようになり、ページ上にアクションをより残

すようになっている。

学生同士が教え合える環境として、自分の考え

を投稿して他者の助けになればというリポジトリ

がある。投稿者はしっかり考えて書くので深い活

動ができる。記事の中身を分析し、何に困ってい

るか聞きだしながらお薦めの記事を返す仕組みと

して、Teaching botシステムの研究・開発を進め

ている。他にも教材の自動要約、小テストの分析

から必要な復習教材を紹介するなどを行ってい

る。テーラーメイドな支援を行い、少しだけ足場

を作ってあげた方が最終的によい成果が得られと

いう結果が見えてきている。

【質疑応答】
【質問１】二次元地図に活動だけでなく、成績も
載せることはできるのか。

【回答】それはとても重要で、シミュレーション

する学生・先生のマッチングができ、成績が上が

るという示唆までは得られているが、現場でどう

やるかは大きな課題である。
【質問２】対面とオンラインで、何か違ってきた
点はあるか。

【回答】教員の指示の仕方が変わったのかもしれ

ないが、オンラインでは授業時間外の学修時間が

増えた。

分科会Ｈ：データ活用力育成に向けた授
業実践の紹介

本協会情報教育研究委員会、情報リテラシー・
情報倫理分科会
本協会の情報活用能力育成のガイドラインに基

づき、高校で必履修となった｢情報Ⅰ｣との接続を

受けて、大学の初年次教育からの学士課程での一

貫した授業実践例としての江戸川大学での実践例

の紹介と、本協会の｢情報活用教育コンソーシア

ム｣における活動が報告され、意見交換を行った。

まず、江戸川大学の｢データ活用力育成に向け

た授業実践の紹介｣では、①私情協の社会で求め

られるガイドライン構成の意図とガイドラインに

沿って問題解決能力を育成するカリキュラムの構

成と導入授業例、②私情協のモデル授業を踏まえ

た初年次及び3年次における本学でのプログラミ

ング教育、③AI活用を含めたSTEAM教育及び高

大接続、④数理基礎力に不安のある文系大学にお

けるデータサイエンス教育の試みが報告された。

具体的には、玉田(本協会情報リテラシー・情

報倫理分科会主査)から、１年前期の３コース共

通科目で必修授業の情報コミュニケーション論に

おいて、私情協ガイドラインの｢到達目標A｣の問

題発見・解決思考の枠組みを理解し、実践できる

よう問題解決のサイクルを何度も繰り返して学ぶ

授業実践の方法と、各専門分野の知識と関連付け

て考えることのコツが紹介された。

次いで、小原氏からは、情報システムコースで

の授業実践として、１年次のプログラミング概論

において、どのようなプログラミングを作成する

のか、論理的思考が理解できるようになった事例

と、３年次のシステム設計では、システム開発に

おける問題解決の実践例が紹介された。

事業活動報告



効いていると感じた。

LMS依存の試験とアンケートフォーム型試験
への試み

専修大学経済学部准教授　　　　 　小川 健 氏
遠隔監視におけるビデオ解答を利用した紙面筆

記型試験の方法と、自宅などからのフォーム型の

オンラインテストを利用した遠隔監視の方法の2

点について報告する。

紙面筆記型試験では、解答を紙に書かせてビデ

オ会議で監視をする形式をとった。試験の開始前

に名前を言わせてビデオ会議に入れさせて、机の

上や壁などをスマートフォンで撮影写させてか

ら、さらに、手元を映しながら答えさせ、写真で

ファイルを提出する形式である。

フォーム型については、Google Form用のタイ

マー起動アドオンであるQuilgoアドオンを利用し

た。アドオンにより、タイマーとしてのオンデマ

ンド受験ができるほかに、一斉受験機能も追加さ

れる。

監視の面では、カメラによる顔監視、PCスク

リーンでの監視ができる。また、問題群のランダ

ム割り当てが必要になる場合もあり、今回も選択

肢をランダムに配置するなどした。これらのカメ

ラ監視やスクリーン監視については、受講生の理

解が欠かせない。そのために、必要最低限の場合

に留めることも大切である。

分科会J：データサイエンス・AI人材育
成の支援

大阪公立大学研究推進機構特任教授
成城大学非常勤講師　　　　　        辻　智 氏
文系大学生向けデータサイエンス・AI授業の実

践事例として、データビジュアライゼーションと

テキストマイニング系、画像処理のダッシュボー

ドの活用について紹介する。90分の授業の中で、

20分ほどこのような内容を挟みながら、検定、

回帰、クラスタリングなど統計を中心とした内容

へと展開している。文科系だからデータサイエン

スは関係ないと思っている学生が結構多いが、こ

のようなトピックを挟むことで、知的好奇心を刺

激するトピックをたくさん紹介するのが良いとし

た。

データビジュアライゼーションでは、ジョン

ズ・ホプキング大学において全世界のCOVID-19

感染状況を日々アップしている。リンク先を貼り

込んで学生に見せることでダッシュボードが時系

列でどのように変化しているかを考えさせる。ダ

ッシュボードは、データビジュアライゼーション

の例として大変有用である。その他にも、WHO

（世界保健機構）、CDC、自治体ではロサンゼルス

市のオープンデータなどのダッシュボードから学

生それぞれが学習できると思う。このような様々

なデータはExcelファイル、PDF、CSVファイル

等でダウンロードして活用できる。これらを一つ

の授業でやるのではなく、授業で予定している回

帰分析や、特に直線回帰のところに差し込んでい

くと、オンラインの授業であっても学生は最後ま

で見てくれている。

テキストマイニングは多くの先生方がすでに利

用されているので、私の工夫しているところを紹

介していく。

日本語の原文をAIで訳させて、それをまた日本

語に戻し、日本語の原文と訳された日本語で、ど

のくらい一致しているかを比較していくことはよ
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山口氏からは、AI活用体験の導入として、苦手

意識を持たずに全員が取り組めるように、

Scratchを使った実践を試行するとともに、

ScratchによるAIプログラミング体験などが紹介

された。

松尾氏からは、データサイエンス教材の実践例

として、３年前期選択科目のデータ処理応用では、

数学的見方・考え方を活用して、現実の問題を、

データ分析できる表現に変換できる力を習得させ

るため、現実の問題を解決するような経験が含ま

れた教材が必要と考え、採用に関わるデータを題

材にして、「どのような人材を採用したらよいか」

という問題を過去の採用データを用いて予測させ

たところ、一部の学生を除いて、分析結果を示す

のみで、現実に起きている問題を統計分析に変換

する姿が見られなかったという報告が行われた。

引き続き、全体討議に入るに先立って、玉田氏

から、情報活用教育を改善し、質向上を図るため

の｢情報活用教育コンソーシアム｣での意見交流活

動、コンソーシアムに掲載の初年次向け反転授業

を導入したビデオ授業ガイド、専門専門科目との

連携を図るモデル授業のシナリオなどの紹介が行

われた。

全体討議では、文系学部でプログラミング教育

を全学的に進めるカリキュラムの在り方や、高校

でのプログラミング履修が足りていない学生への

フォローとして、例えば、私情協でプログラミン

グのオンデマンド教材を作成し、提供する可能性

の検討、理解が低い学生に対してオンライン又は

オンデマンドでTA・SAによる助言を行うなどの

意見交流が行われた。

分科会I：オンライン授業の学修評価と試
験方法

振り返りとフィードバックによる学びと成長の
一体的推進～形成的評価の実践例～

関西大学教育推進部教授  　　  　山田 剛史 氏
振り返りとフィードバックによる学びと成長の

一体的推進について、学修意欲や学修実感を高め

る教員フィードバック、振り返りとフィードバッ

クの実践と効果、そして、振り返りとフィードバ

ックの効果を更に高める心理的安全性の実践と影

響の３点が報告された。

学修意欲を高めるにはフィードバックが大事で

あり、その効果も高かった。また、フィードバッ

クは回数が多いほど、対面でも遠隔でも、学びの

充実度が高まった。フィードバックの方法として

は、授業が終わるときに学生からICTを使って振

り返りのコメントをもらっているが、そこからベ

ストコメントなどを紹介している。

学生の感想としては「感想を書くことで、授業

内容を思い出し、その時自分が考えたこと、思っ

たことを文字にすることで、復習にも繋がり、授

業を受けて終わりになってしまう事も減ると分か

りました」などがあった。３つめの心理的安全性

の実践が特に注力していることで、安心して、他

の学生同士で議論ができる、自分の感想とかコメ

ントを思い切って振り返りに書ける、といった状

態を作るようにしている。心理的安全性が高まる

ことは、行動的なエンゲージメントにつながり、

それが学習成果の獲得化につながる。

【質疑応答】
【質問】実践してみて感じられたことはないか。

【回答】名前を例えばニックネームでお互い呼び

合えるようにする、グループを毎週変えるなどが

心理的安全性とエンゲージメントを高めることに
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第３日目（９月８日）

教育改善を目指したICT利活用の発表
※以下の発表者は、発表代表者のみ掲載。

Aー1 公募を活用してアイデア力とビジネス

スキルを高める取り組みについて

九州共立大学　森部　昌広

オンライン授業におけるコミュニケーションス

キルを高めるために、スポーツビジネスに関する

公募への学生参加を活用して、学生のモチベーシ

ョン向上・維持や学習効果について比較検討し

た。その結果、公募を行った実験群と授業のみの

対象群について出席率、個人面談実施率、LINE

等への投稿数および成績評価結果について差が見

られた。双方の群に対して、様々なコミュニケー

ションツールを用いて教育的介入を行ったが、対

象群には意図が伝わっていないと思われる。今後

は事前の条件設定、ガイダンス、理解度の確認に

ついて検討を進める。

Aー2 教養系講義における反転授業の導入 

～遠隔授業で学んだことを対面授業に活かす～
豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一

コロナ禍で経験した遠隔授業の経験をもとに、

反転授業とルーブリック自己評価を対面授業に導

入した。学生からは、「自分を客観視できて不足

箇所を理解できた」、「質問がしやすい」などの肯

定的な反応が得られた。今後はルーブリック評価

規準の見直しと動画予習教材の導入により、より

学習効果向上を狙いたい。

Aー3 授業外学習用Webサイトの利用を通して

見た学習に対する意識：韓国語３の授業

から

大妻女子大学短期大学部　中尾　圭子

第２外国語クラスは、中級レベル以上になると

クラス数が減少し、履修者の実力差が大きくなる

ため、学生群への指導が分散するため進度、達成

度、学習意欲に影響を与えることが多い。そこで、

学習の動機や意欲保持のため、授業外学習用Web

クイズを併用してメタ認知を促すリフレクション

する機会を提供した。その結果、実力差や学習方

法の違いがあっても、意欲の維持が可能であるこ

とを示唆する結果が得られた。今後は、テストの

回数、実施時期、授業外併用方法、テスト返却時

の励ましや声掛けの効果についても検証していく

ことが課題と考えている。

Aー4 非連携のサービスを組合せての締め切り

リマインドの試みと異質方針への説明

専修大学　小川　健

複数の大学で非常勤講師を務める場合や同一の

学内でも相互連携していないサービスを使う場

合、課題の〆切日時のリマインドや提出確認表示

に利便性が損なわれることがある。具体的な例と

して Google Classroom と Respon の併用が挙げら

れる。前者はまとめレポート（他社の回答非公開）

と後者は記述式解答問題（他者への回答公開）と

しているが、Responが Google Classroom には連

携していない。そこで、学生には選択式の質問投

稿を行い科目の特殊事情への理解度を問う形式を

取った。その結果と課題を報告した。

くやられているが、オリンピックの記事などを

DeepLで訳し、もう一度DeepLの中で日本語に戻

して比較すると、｢総理大臣｣が｢首相｣であったり、

｢完全な形｣が｢全面的｣になっていたりなど、可逆

的な出力になっていないのがわかる。他の翻訳ソ

フトにおいても、AIには理解できない日本語原文

であっても、文章の語順を入れ替えてみる、同義

語に変えるなどで学生に書き直しをさせると、上

手な訳になったりする。

AIを使って訳すときは自分も頭を相当使わない

と、うまくいかないことが多いことを体験するこ

とで、統計についても理解しようとなる。日常か

ら教材で使えそうな文章を書き留めておくと、授

業で使えるかと思う。デモとして使える紹介とし

て、WatsonのNatural Language Understanding は、

テキストを入れると評判とか、感情とかを数値で

表す機能がある。言語系の学生は大変興味を持ち、

このようなアプリを日常的に利用することに繋が

る。このようなことも学生に紹介するのも良いと

思う。

最後の画像処理は、以前学生から｢ヒストグラ

ムって日常生活に役に立つのか｣と問われた際に、

IBMで液晶ディスプレイの開発に取り組んでいた

ことから、X軸に輝度、Y軸にピクセル数として

ヒストグラムに表すことをやってみた。これを、

Pythonのプログラムにして学生に配布し、オリジ

ナルの絵のRGBの値を50ずつ右にずらして行う

うちに、80にすると明るすぎるなどわかってく

る。学生は何回も写真を取り込み書き換えて学習

できるので、一石何十鳥となる。ArtとAIで創作

意欲を刺激できる。その他に、AI画伯で自分の写

真を変える、また、テキストを入れて見合った画

像を出力するGakyoなどを通して、どのような文

書をいれると思うような画像になるかを考えさせ

ると結構面白い。文系の学生の場合、データサイ

エンスの授業にすごく不安を抱えている。今回ご

紹介したようなものを入れることで、15回をド

ロップアウトさせずに、マイナスイメージをプラ

スにしていくことが教員側としては大切だと思

う。「データをどこから仕入れてくるのか」とよ

く聞かれるが、KaggleとかGitHub、Qiitaなどはい

つも覗いている。KaggleのページからはJupyter

notebookのデモがでていて、Jupyter notebookを立

ち上げることもできる。また、フェイスブックで

Pythonとかデータサイエンスという言葉を入れる

と、授業で使えるヒントを結構得ることができる

ので利用してみてはどうか。

【質疑応答】
【質問１】講義科目のなかでやられているのか。

【回答】講義のなかで、ダッシュボードとして使

うやり方とRESASのAPIを使うのとPythonからや

ることも入れている。それを４科目のなかで順番

に、段階的に行っている。

【質問２】評価方法はどのようにしているのか。

【回答】対面での試験やレポートで採点という場

合もある。レポートは指示した内容が書かれてい

るかで採点していく。
【質問３】学力的に難しい学生に対しては別の対
応があるか。

【回答】特に数学ができないとか気にされる先生

もいるが、理解するのが遅かっただけで、そうい

ったレッテルを張らず、上下のクラス関係なく、

みな同じような感じでやっている。

事業活動報告
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Aー5 LMSを活用した事前学習の取り組み

―留学生対象の読解授業におけるJiTT実

践―

関西大学　永井　可菜

留学生の日本語学習者を対象とした読解授業に

おいて、JiTT（Just-in Time Teaching）指導法を

用いた実践を行った。当該指導法は理系科目での

実践が多く語学授業では殆ど見られない。本実践

の特徴として、事前学習にディクテーションおよ

び掲示板への書き込みを提供した。受講者の

80％から内容の理解が深まったことを示すアン

ケート回答が得られた。今後は、客観テストの結

果などを用いて学習者の能力向上を明らかにする

ことが課題である。

Aー6 LMS移行に必要な教員支援の在り方

～山梨学院大学の事例～
山梨学院大学　原　敏

コロナ禍で普及したLMSが新システムへ移行す

ることになった。移行開始まで半年という中で、

移行先LMSと旧LMSの教員視点での機能比較、特

に「無くなる機能」を把握・明示すること、また

教員の「行いたい講義運営の作業」に合わせた

LMSの本来想定していない使い方や外部サービス

との組合せなどの講習も支援サービスに含めた。

その結果、移行前後での教員のLMS使用機能はほ

ぼ変わらないという結果が得られた。

Aー7 「千一夜カレンダー」―文芸創作教育に

おけるウェブサイトの活用方法第2報―

日本大学芸術学部　楊　逸

作家を目指すためには、身の回りに起きた些細

な出来事やひらめきを掴みとり、吟味し、仲間に

話してみるという習慣が大切であると考えられ

る。その「機会」の創出のために、カレンダータ

イプのWeb型記録システムを構築した。４月から

学生にスマホでアクセス・入力させ、その即興ス

トーリーを小説に整えるプロセスを議論する取り

組みの試みを始めた。アンケート回答によれば、

月２回の利用頻度は70％程度、「千一夜を使って

意識してアイデアを考えるようになった」が

50％を超えた。今後も、「創作脳」を効果的にト

レーニングできるようにシステムの改善をはか

る。

Aー8 医療人のコミュニケーション力向上を目

指すデジタルツールと経験を統合した重

層的教育

滋賀医科大学　河村　奈美子

精神疾患を有する患者の看護実践として、講義

による知識修得、小グループによる患者理解の共

有と課題抽出、シミュレーション演習体験とデブ

リーフィングデータ管理システムやウェアラブル

カメラを活用したコミュニケーション学習TBL、

積極的意見交換促進ツールによる経験共有という

一連の演習を実施した。このデジタルツールと経

験の統合により、動画見直しによる気づき、役割

比較、エキスパートナースの実践の学び、患者視

点でのケアの受けての疑似経験が可能となった。

また、積極的意見交換促進ツールによる他者から

の学びが可能となり、意見尊重・協力の土壌を体

験できた。

Aー9 機械翻訳と外国語教育について考える

前愛知工業大学　ラングリッツ久佳

外国語教員に「機械翻訳と外国語教育について

考える」のアンケートを実施した結果とその課題

点が説明された。学生が機械翻訳を容易に使用し

てしまう状況があることを踏まえて、外国語教員

の機械翻訳との付き合い方、学生への指導の仕方

について考察がされた。機械翻訳を使いこなすに

は、ある程度の語学力・文法力が必要とされ、外

国語教員が、機械翻訳の仕組みを学び、まず自身

が使いこなすことが必要であると考える。

Aー10 新しい学習方略LBP（LTD based PBL）
の実践とその有効性

日本歯科大学　長田敬五

１学年のPBL授業「歯科医学入門演習」実施し

てきた結果、能動学習やグループ学習の習慣が涵

養されてきたようであるが、学習活動の劣化など

の課題があった。そこで、2016年度からLBP

（LTD based PBL）を考案し実践した結果、学習

の展開や深化が進行するため、LBPは学習プロセ

スを通じて各自の自己決定感を醸成することがで

きた。また、学習者の内発的動機づけの育成効果

も内包していることが示唆された。

Aー11 地球環境に優しいモビリティの研究を

通じたエネルギー教育の試み

玉川大学　斉藤　純

研究室での研究活動に加えて、学部や学年を問

わず有志の学生が参加できるPBLとして、実践的

なものづくり教育とエネルギー教育が説明され

た。具体的な内容は、再生可能エネルギーの太陽

光と資源循環型エネルギーの可能性を持つマグネ

シウムを組み合わせた地球環境に優しいハイブリ

ッド・ソーラーカー開発である。エネルギーの可

視化の手段で、計測データの共有により教育効果

を高められるものと期待している。

Aー12 オンラインで実施したPBLテュートリ

アルでの小グループ活動

日本歯科大学　田谷　雄二

PBLテュートリアル教育について、オンライン

での有効性や試みた工夫などについて考察がされ

た。１学年127名を対象として、後学期に３課題

をZoomのブレイクアウトルームを活用して、９

週にわたり６人グループで小グループ活動（LBP）

を実施した。学生のアンケート結果から、対面と

同様にオンラインが、工夫次第で有効な手段とし

て活用できる可能性が示されたが、オンライン上

で対話を深める場面では、改善の余地が残ってい

ることも報告された。

Aー13 回帰木を用いた工学院大学学習支援

センター数学科の教育効果の分析

工学院大学　永井　朋子

様々な科目の土台となる数学などの基礎科目に

ついて、データに基づく教育効果の総合的な分析、

決定木の手法を用いた分析について説明された。

数学の分析は、目的変数をテスト点数とし、学習

支援センターの指導を説明変数として、回帰木に

よる分析を行い、テスト点数にどの程度影響する

のかを調べた。演習提出の効果、基礎講座継続参

加の効果、前提として習得すべき授業科目の洗い

出しなどの教育効果の定量的な分析結果が示され

た。

Aー14 被服分野の対面授業におけるオンデマ

ンド教材－アナリティクスにみる教材

の利用実態－
武庫川女子大学　末弘　由佳理

３年ぶりに全回を対面授業で実施した「アパレ
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CSSに手を加えることができるPlug-in “Stylus”を

用いて、概念の隠蔽と日本語表示を可能とした。

この“Stylus” 用いて、2022年度後期に文系大

学生にGitHub利用を体験させる予定である。

Aー20 テキストマイニングによる体験型学習

が与える教育効果の評価

東北医科薬科大学　渡部　俊彦

医療人としての心豊かな人間性と高い倫理観を

育成するため、薬学部薬学科１年次前期の早期臨

床体験では、一次救命学習、病院・薬局見学，薬

害に関する学習、ハンディキャップ体験などを行

っている。年度により内容を変えたハンディキャ

ップ体験について、受講者の感想文を計量テキス

ト分析した。2020年度は視覚障害と歩行が危険

を想起させるポイントになっており、2022年度

は、視覚障害下の歩行体験で学生に障害者が抱え

る危険について考えさせる効果的な手法となって

いることが証明されたなど、教育効果の検証がさ

れた。

Aー21 オンライン授業に対応する手指衛生指

導の可視化とその教育効果の検討

大手前短期大学　白水　雅子

歯科衛生学科学生を対象に、動画を用いた手洗

い指導法とその教育効果について検討した。動画

を用いた方法では、従来の指導法と比較して手洗

い時間が延長する傾向がみられ、より時間をかけ

て丁寧に手洗いを行うようになった。動画による

視覚的な手洗い指導は、簡便で学生も分かりやす

く、手指衛生の動機づけに効果的であったと考え

られる。視覚媒体は、学生の主体的な学びを生み

出すことができるため、引き続き他の指導におい

ても応用と促進を進めていきたい。

Aー22 薬学部５年生向け学習支援用ICT教材：

学生の教材選択の傾向と学習効果

神戸学院大学　福留　誠

単位認定を伴わない国家試験対策のパイロット

的特別学習プログラムとして、複数のICT教材を

薬学部５年生に提供している。学生が６年進級直

後の模擬試験にて示した成績を比較する事によ

り、提供教材の効果を推測した。自己学修におい

て好む教材の形態と、効果に期待できる教材の形

態とには、乖離がある可能性が見いだされた。こ

の結果から、一つは、学生の興味を引き、簡単に

取り組める教材から効果の高い高負荷の教材利用

へ誘導する仕組み、もう一つは、取組む時間・負

荷が高いが、成績浮揚の効果に期待が持てる教材

として、相補性のある二系統の教材開発を展開し

て行きたい。

Bー1 VPN接続による学内実験機材への遠隔操
作環境の整備

東京医療保健大学　駒崎　俊剛

対面授業時と同様に学生の同時実験を可能とす

るために、VPN 環境を構築した。授業は、①授

業日１週間前に教材を配信、②授業日はオンタイ

ムで30分間程度の実験概要の説明と質疑応答、

実験、④事後授業で実験レポート作成、である。

事前授業の参加者は少なかったが、学生同士がテ

レビ会議システムやSNSを活用して学び合いをす

る学修行動がみられた。なお、エラー発生時の状

況を整理して丁寧に説明することが重要との指摘

があった。

ル構成学実習Ⅱ」の授業実践及びICT教材の活用

実態、学生からのICT教材への評価について報告

された。作成・利用した教材は、動画18本、

PDF資料13本であり、動画はYouTube化した。

18本動画を学生が視聴した回数平均は1.6回／人

であり、一斉説明動画の視聴の平均は0.9回／人、

事前作成動画の視聴は4.3回／人であった。学生

からは「復習に役立つ」という回答が多かった。

オンデマンド型ICT教材は、自身のペースで繰り

返して視聴ができるメリットが大きく、対面授業

においても有効な教材である。

Aー15 文系学生初年次を対象とした統計学入

門の現状把握調査―学習項目別に―

関西学院大学　岩田　一男

統計学入門を受講した１年生に統計学のイメー

ジと理解度について調査し、統計学に対する文系

履修学生の学習項目別の理解状況と、履修学生が

考える基礎知識を高める方法が報告された。学生

が、難しく感じた学習項目は「回帰直線の計算」、

「さまざまな分布」、「決定係数の理解」、「データ

収集方法」などであり、学生が不得手とする項目

分野については、動画教材の充実を図るなど工夫

を加えていきたい。

Aー16 VBAプログラムによるエクセル関数・

式問題に対する解答の正誤判定と採点

の自動化

流通科学大学　関　陽

全学部１年生を対象に表計算ソフトの演習を中

心とする「情報処理入門」を開講している。課題

としてExcelファイルを提出させ、各問題答案の

正誤判定や採点を手動で行っており、時間・労

力・判定ミスなどの対策としてVBAプログラムを

中心とする採点BOOK（Excelファイル）を作成

した。50名程度の受講生の提出ファイルは３分

程度で処理され、授業時間内にリアルタイムに正

誤判定ができ、すぐにフィードバックすることも

可能となり、授業の質を高める一助になった。

Aー17 繰り返し授業における学修成果と学生

満足度の差異から見た授業ICT化への考察

愛知文教大学　小林　正樹

同じ科目を複数回担当する授業の実状をデータ

により多面的に考察された。各授業で学生の①出

席率、②最終成績、③満足度のデータを収集し、

それらの差異の有無を統計的手法により分析し

た。出席率は月曜1-4について差異が認められ、
最終成績は月曜1-2に関しては差異が認められた、
満足度の差異は見いだされなかった。一概に効率

性のみを追求し導入することは危険ではあるが、

繰り返しの一部をICTにより効率化し、その余力

を学生への指導等に回すことが出来ればと期待し

たい。

Aー19 CSSによる表示要素絞り込みを援用した

基礎的なGit利用法学習

東大阪大学　石川　高行

単一の文書等を複数人で同時に執筆するために

よく使われる仕組みの版管理System「Git」につ

いて、CSSの変更で初学者向けにする手法が提案

された。権限が分けられ、受け入れ可否判断がで

きる仕組みとして、Gitは条件を満たす最も普及

している仕組みである。ただし、Web UIの英語

表記から学習負担軽減を実現できる手軽な方法が

求められていると考え、Firefox等のBrowser上で
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Bー2 初年次教育の情報環境整備に向けたシス
テム変更

日本大学　谷口　郁生

初年次教育のための情報環境のシステム更新に

ついて、PC教室のシステム構成、メディアコー

ナーのシステム構成、認証システムの統一、プリ

ント管理システム等の構築とその運用状況につい

ての報告である。ネットブート環境を廃止し、単

一イメージのOS復元環境への更新、および学生

の自習用ブースをVDI構成によるゼロクライアン

ト環境を維持しながら、オンプレミスサーバーの

構成からクラウドに移行するなど多岐にわたる。

Bー3 ICT を活用した合理的配慮－Teamsを用
いたチューター制度－

日本獣医生命科学大学　柿沼　美紀

障害のある学生に対する合理的配慮の支援方法

として、Microsoft Teamsを用いた学生チュータ

ー制度を導入した。ICTを用いることで場所や時

間を選ばずに支援が可能になり、支援内容の記録

を共有できるようになった。また支援対象学生が

気まずくなりがちの遅刻や休みの連絡なども文字

で行うため、対象学生にとっては負担が軽減され

たようである。この手法は、アフターコロナにお

いても支援方法の主柱として期待される。

Bー4 2Dから3Dに拡げるGIS教育
立命館大学　笹谷　康之

地域の課題解決のために、QGISを用いた2Dか

ら3Dに展開する教育プログラムの実践報告であ

る。「測量学実習」で基礎的なQGISを学修し、

「専門ゼミナール」では、地域の課題・資源を可

視化して、まちづくりに生かすための2D／3D地

図の活用法を実証実験している。今後は、地域の

資源・課題を3Dの空間＋過去から将来計画まで

の時間の4Dで可視化して、まちづくりに活用す

る構想である。

Bー5 教職課程における基礎科目と演習科目に

おける質保証のためのICT活用授業

流通経済大学　鈴木　麻里子

教職課程における学生と教員、学生同士のコミ

ュニケーションを図るために反転学修とメタバー

ス活用した授業実践報告である。基礎科目では反

転授業を採用し、学生は教員作成動画の視聴ノー

トを作成して課題に取り組み、教員がコメントす

る。演習科目ではメタバース（アバダーなし）を

活用して、Webexブレイクアウトセッションでグ

ループ討議を実施し、必要に応じて教員も参加す

る。

Bー6 ビジネス教育の基盤としての専門科目
「ディベート」のデザイン

昭和女子大学　藥袋　貴久

新たなビジネスを構想する能力の獲得にむけ

て、理論や概念枠組みを総合する経験や、課題解

決の「ディベート」の授業の報告である。これは

戦略的思考と視点移動、論理的・批判的コミュニ

ケーション、政策立案と意思決定を重視し、政

策・システムデザイン、プレゼンテーション、批

判的論理的思考などを短期間に繰り返し実体験さ

せることが可能な統合的方法論といえよう。

Bー7 移民との共生についての政策立案ゲーム 

南山大学　佐々木　陽子

入門・概論講座では学生の興味が深まらず、意

見発表の機会を確保することは困難という課題

を、入門講座「多文化共生論」において、日本の

移民政策の「政策立案ゲーム」（シミュレーショ

ンゲーミング）を用いて課題の解決を試みる実践

事例報告である。結果として学生間コミュニケー

ションは順調に進み、政策発表から投票の場面で

は全体の達成感も得られた。

Bー8 遠隔でのインターゼミナール実施に向け

たメタバース活用の試行的実践

共栄大学　伊藤　大河

Zoom やMicrosoft Teamsなどは１人の発表者に

対して複数人が同時に聞くコミュニケーションツ

ールである。そのため、メタバースの活用を考え、

そのプラットフォームとして「VRChat」と

「cluster」を比較するために、学生にオンライン

調査をした報告である。学生がメタバース導入に

ついて好意的で、日本語表示であり使いやすさも

あり、「cluster」の使用が望ましい結果が得られ

た。今後の活用拡大が望まれる。

Bー9 富山短期大学におけるAI初級教育への取

り組み

富山短期大学　春名　亮

「地域社会でも必要なデータ活用力」というテ

ーマで行われたAI初級教育の試行講義で、受講者

に対して行った小テストとアンケートの結果をも

とに、AI・データサイエンスの必要性が９割以上

の学生に理解され、77％の学生が内容を理解し、

８割の学生が興味を持ったと回答するという結果

が得られた。短期大学における数理・データサイ

エンス・AI教育に関する開講の方向性を検証する

ことができた。

Bー10 文系学生を対象としたデータサイエン

ス教育の導入－初年次情報科目での実践を

通して－
淑徳大学　松山　恵美子

「情報処理法」という名称の情報科目で実施し

た数理・データサイエンス・AI教育導入について

の報告が行われた。「実データの収集と配布」、

「基本的な分析」、「AI技術を利用した分析」の内

容の授業実践により、受講した学生が興味をもっ

てデータ分析に取組み、その目的と意義について

は当初予想していなかった成果が得られたことが

確認された。

Bー11 私大文系大学における数理・データサ

イエンス・AI教育（リテラシーレベル）

の試み

駿河台大学　太田　康友

全学共通教育科目として情報処理教育センター

が所管する数理・データサイエンス・AI教育のパ

イロット科目である「データリテラシー入門」に

おける授業内容について報告が行われた。講義の

目標である「数学やICTに対して苦手意識を持つ

学生であっても前向きに学習に取組み、受講後も

社会の変化に対して興味を持って追いかけること

ができるようになる」ことは概ね達成できたと考

えられる。

Bー12 ZOOMを活用した化学系学生のグローバ

ル化プロジェクト：世界がキャンパス

近畿大学　今井　喜胤

「国際的学士・修士育成のための国際横断グロ

ーバルプロジェクト：世界がキャンパス」プロジ
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ェクトについての報告が行われた。国際的に活躍

できる化学者の育成を目指し、「オンライン海外

大学訪問」、「オンライン海外研究室訪問」、「オン

ライン海外国際交流」、「オンライン海外企業訪問」

の活動を実施し、Zoomなどのオンラインツール

を活用して、リアルタイムでの国際交流を実現し

ている。

Bー13 ICTを活用した双方向授業活用の日本語教

員養成プログラムと授業内フィードバック

神戸女子大学　安原　順子

日本と海外の大学との間での「ICTによる双方

向授業」を中心に「学習者オートノミー」の育成

に焦点を当てた取り組みについての報告が行われ

た。海外の提携校が管理するe-Learningシステム

を使用した連携教育について、学修の有効性を検

証することを目的としている。授業内フィードバ

ックを重視する授業方法は、学生が自律的に学習

する授業プログラムの構築に寄与できるという結

果が得られた。

Bー14 文化を視座とした日本語クラスにおけ

るハイフレックス授業の取り組み

城西国際大学　尾本　康裕

コロナ禍で来日できない留学生も含まれた状況

で開講された「社会と文化の日本語」という科目

において実践されたハイフレックス授業について

の報告が行われた。対面での受講者とオンライン

での受講者の自習教材の活用状況およびアンケー

ト調査の結果から、対面授業とオンライン授業を

比較した。今後もハイフレックス授業が継続され

る状況に向けた基本的な指針が得られた。

Bー15 遠隔授業質向上を目指した韓国サイバ

ー大学の授業・評価方法のモニター

日本大学　金　炯秀

遠隔授業の質向上を目指し、韓国でのオンライ

ン授業を実施しているサイバー大学での教育実践

を調査した結果についての報告が行われた。韓国

で最初に設立されたサイバー大学の文系科目を対

象として、学部・学科の構成、修得可能な資格、

授業実施方法、成績評価法と理解度確認試験につ

いて調査した結果を紹介した。これをもとに、今

後の担当授業に活用することが述べられた。

Bー16 保健医療系大学教育における効果的な

オンライン学習の活用に関する検討

奈良学園大学　堀内　美由紀

保健医療系大学におけるオンライン授業に関

し、Instructional Designの視点から、ICT活用の

推進について検討した結果についての報告が行わ

れた。保健医療学部に所属しオンライン授業を実

施した教員に対して行ったオンラインアンケート

についての考察結果が述べられた。結論として、

保健医療系学部の必修である演習・実習科目につ

いて非対面授業を構成可能なことが確認された。

Bー17 コンピュータ実習を伴う遠隔ライブ授

業における仮想的な教室環境の運用試行

東海大学　宮川　幹平

コンピュータ実習を伴う授業を、教員・受講生

が遠隔から参加し、同時双方向型の授業として実

施する方法についての報告が行われた。オンライ

ン上に構築された仮想的な教室空間により実施さ

れた授業の予備実験を行い、教員と受講生の間で

の指導・相談および受講生どうしの教えあいの実

現の可能性を検討した。2022年度秋学期に実際

の授業において導入する予定である。

Bー18 スマートウォッチを導入した健康経営

教育の試み

神奈川大学　飯塚　重善

開講科目「健康経営論」で、受講者にスマート

ウォッチを貸与して実施した健康経営教育の取組

み結果についての報告が行われた。この取組みで、

受講生はスマートウォッチにより、自身の健康情

報を「入手」し、その情報を「理解」して「評価」

し、健康行動に移す「活用」という４つの力を育

成することを目標としている。この取組みの延長

線上には、企業における社員の「ウェルビーイン

グ」経営があり、これにつながることが期待され

る。

Bー19 教員養成課程における美術教育の特色

ある活動

立教大学　南雲　まき

情報機器を活用することで、教員養成課程にお

ける美術教育の授業内容の充実を図った実践につ

いての報告が行われた。オンライン環境を用いて、

彫刻家を招聘した授業や海外の大学と交流を実施

した。学生によるリアクションペーパーやポート

フォリオの記述から、この授業の体験から、美術

教育の意義を体感できたことが認められる。

Bー20 双方向授業における学生意見のリアル

タイムテキストマイニングによる集約方

法の検討

中京学院大学　由良　亮

学生からの匿名コメントを募集・共有する形式

の対話型双方向授業の実践結果についての報告が

行われた。授業中にはほとんど得られない学生か

らの発言を、匿名コメントの投稿に代えることに

より、学生の学習行動を積極的なものに導くこと

が可能となることが分かった。その一方で、シス

テム面に、表記の揺れによる問題や単語区切りの

問題などがあり、今後の改善が期待される。

Bー21 4G沿岸基地局および衛星通信を通じた
陸・海遠隔実習・研修の可能性探索

東海大学　千葉　雅史

洋上での遠隔教育の実現のため、従来の衛星通

信に替えて、沿岸域の走行時に、非衛星通信回線

の有効性を検証した取組みについての報告が行わ

れた。実際に海上を航行し、沿岸基地局からの電

波捕捉状況を確認することにより、安定した通信

状態が確認された。これにより、陸・海間学生フ

ォーラムや乗船実習課程での資格教育に応用可能

であることが分かった。

Bー22 カリキュラムの最適化に資する「FUプラ

スアップ授業」の取組み

福岡大学　鈴木　学

半期２単位の15回授業の１回をオンデマンド

型授業として実施することにより、過密化した学

年暦の問題解決を図ったことについての報告が行

われた。授業の初回をオンデマンド型とする「ス

タートアップ授業」を実施することにより、提供

されるシラバスや初回授業内容の詳細解説によ

り、学生の履修のミスマッチを防ぐなどの効果が

得られた。



Aグループ
A-1 学習状況一覧プラットフォームを用いた

オンラインプログラミング演習の実施
中央大学　飯尾 淳

当該校で2022年度から開始された全学部横断的演習授業で
ある「iDSプログラム」は、全学部学生の希望者を対象として
おり、学部の垣根を越えた演習活動が可能である。ただし、各
学部が複数のキャンパスに分散していることから、遠隔の参加
地点を結んでのオンライン演習とせざるを得ないため、各学生
の学習状況をその場で確認しづらいとの問題がある。その解決
のために、オンラインでのプログラミング演習の円滑な遂行を
支援する学習状況一覧プラットフォームMultiViewを開発し、
実際の演習において利用し、有効性が示された結果について報
告があった。

A-2 統計分析ソフト「R」を用いたデータサイエンス学習に
おけるICTの活用

金沢工業大学　西　　　誠
当該校では、情報のための統計科目を開講している。この科
目では数値データの統計的評価について、その数学的意味を理
解するとともに、統計分析フリーソフト「R」を用いて統計分
析を実践し、データサイエンスに関する知識と技能を深めるこ
とを目的としている。令和３年度は、オンデマンドと対面を組
み合わせたハイブリッド型授業の中で、様々なICT環境を活用
して授業を実践した。その結果、多くの学生が興味をもって統
計分析に取り組み、学習目標を達成できたことの報告があっ
た。

A-3 産学連携と学生主体の調査を基礎とした学部で取り組む
教育改善

立教大学　山口　和範
当該校では、新型コロナの感染拡大に伴いオンラインでの教
育を導入することになった。オンライン授業そのものの導入の
経緯は、対面授業の代替としてのものであったが、教育の質保
証や改善のための取組みをNECネッツエスアイ株式会社との産
学連携の共同研究として推進し、また、学生が主体となる調査
の実施、エビデンスに基づく協議を重ね、オンライン授業の質
の改善を行ってきた。今年度は、オンライン授業を、代替とし
てではなく、大きなメリットを持つ教育方法として実施してい
る。学部全体での産学連携による学習環境の改善の取組みと、
経営学部学生の多くが履修する授業における教育改善の取組み
事例について成果報告があった。

A-4 基礎化学実験におけるLMSを活用したハイブリッド
授業とデータサイエンス導入の試み

明治大学　小池　裕也
当該校における必修科目「基礎化学実験」は、対面実験とオ
ンデマンド実験を活用するハイブリッド授業で実施されてい
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る。この授業科目では、対面実験による直接的な学びと、明治
大学のLMSである「Oh-o! Meiji」を活用したオンデマンド実験
による自主的な学びを併用することで、学習機会の提供を目指
した。授業改善アンケートの結果から、ハイブリッド授業によ
る、LMSを利用した事前学習の有効性を検証できたことに加え、
LMSを活用し、数理データサイエンス人工知能リテラシープロ
グラムに基づくデータサイエンスを導入する新たな試みを実施
したことについても報告があった。

A-5 ICTを利用した人文学部におけるデータサイエンス教育
－遠隔リアルタイムでの実践

和洋女子大学　間淵　洋子
コロナ禍におけるオンライン授業での協働性の確保と、文系
学部におけるデータサイエンス教育の実践を目的とし、「日本
語学特殊演習Ⅰ」において、身近な日本語を対象とした言語計
量分析を学生らに実践させた。この授業では、学生発表を主体
とし、Zoomのチャットやブレイクアウトルームを活用した、
即時的・協働的アクティブ・ラーニングを目指した。また、数
学・統計やPCへの苦手感軽減のためにWebブラウザ上で動作
する簡便な解析・統計ツールを用いた。細かなフォローによっ
て知識・技能の定着を促したこと等により、学修意欲の向上と
課題解決に伴う自己効力感の向上が見られた旨の報告があっ
た。

A-6 大学における学修成果の電子書籍化による知の循環構造　
の構築

追手門学院大学　湯浅　俊彦
デジタル・ネットワーク社会における大学の果たすべき役割
は、ICTを活用して学生の主体的な学びを促進し、課題解決型
の授業実践を行うことである。当該校における事例を中心に、
学生の学修成果を電子書籍化し、学内の電子図書館に登録、公
開し、そこからまた新たな知見を生産、流通、保存、利用する
「知の循環構造」の構築する実践について報告があった。また、
PDFファイルではなく、EPUB3という国際的な電子書籍の標
準フォーマットで制作することにより、電子書籍の本文検索や
音声読み上げ機能など、アクセシブルな電子書籍を提供できる
ことが、本実践の特長の１つとして示された。

A-7 反転授業とオンデマンド・グループワークの相乗効果
関西学院大学　木本　圭一

本研究は、財務諸表に関する知識の定着・活用、財務諸表分
析という判断力の獲得、学修過程及び学習成果の可視化による
成長支援、質を伴った学習時間の増加を図ることを目的に行っ
た。
2022年度は、全面対面授業となったことで、対面グループ

ワークにGoogle Documentへの書き込みを行うこと（オンデマ
ンド・グループワーク＝時間外学修時間を活用した反転授業に
より相乗効果を得る）で、分析対象企業の戦略やビジネスモデ
ルの検討を財務諸表分析数値と関連づけて検討がなされ、学生
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ニタリングした。結果一定の成果を上げることができたが、悪
意をもって不正行為に及ぼうとする受験者に対して対策は十分
とはいえないという結果を得た旨の報告があった。

A-14 4G沿岸基地局および衛星通信を通じた陸-海遠隔
実習・研修の可能性探索

東海大学　千葉　雅史
当該校では、望星丸による航海を通じて日露学生間の相互理
解を促進する科目が開講している。ここで展開される「陸-海
間学生フォーラム」の円滑な進行と運営に必要なシステム構築
や環境整備について報告と、種々の通信経路を活用した遠隔授
業の双方向配信の実現に向けた実験的な取組みが紹介された。
国内モバイル通信事業者が提供する「海でもつながる」回線を
活用した「陸-海遠隔実習・研修」の可能性、資格教育(海洋実
習授業)への応用展開の可能性等を明らかにした。

Bグループ
B-1 オンライン授業に対応する手指衛生指導の可視化と

その教育効果の検討
大手前短期大学　白水　雅子

歯科衛生学科の学生を２群に分け、手洗い指導に加えて片方
の群に水性ペイントを用いた手洗い手順の動画供覧を加え、ア
ンケート、手洗い時間、手洗い後のATP拭き取り検査と細菌培
養を指標とした洗い残しを調べた研究である。手洗い指導（文
書の重要な部分を引用して読者の注意を引いたり、スペースを
使い注目ポイントを強調したりできる。テキストボックスは、
ドラッグしてページ上の好きな場所に配置できる）前後の比較
では両群とも意識向上、手洗い時間の延長、洗い残しの減少が
認められたが、両群間の比較では動画視聴群で手洗いについて
の意識向上が認められた以外、有意差を認めなかった旨の報告
があった。

B-2 ICTを活用したパンデミックにおける地域医療臨床実習
代替プログラムの開発と評価

帝京大学　井上　和男
コロナ禍で実施困難となった医学部５学年の地域医療実習に
ついて、キーワードを題材に問題解決を試みるシナリオ、およ
び指導者の経験した臨床事例のストーリーを追いながら医師と
しての対応を検討するシナリオを用意し、学生はレポート提出
後の動画フィードバック等の形成的評価を受ける、オンライン
完結型の代替プログラムの開発を試みた報告である。学生レポ
ートに対する教員の動画によるフィードバックが学生の高評価
を得た旨の報告があった。

B-3 医学部臨床実習におけるICT利用による省察促進と
学習効果の実感および学習意欲向上

近畿大学　貫戸　明子　
臨床実習のアウトカムや獲得すべきコンピテンシーの設定を
明確化し、ICTを活用して術者目線の手術映像、オンライング
ループディスカッション等を用いてコミュニケーション能力、
患者への配模や責任感の醸成を図るとともに、相互評価や省察
支援等を行って、学修環境に影響されない学修機会の提供と質
保証の担保を試みた報告である。カークパトリックモデルを用
いた学習効果の検証の結果、この試みが学習効果の実感と学習
意欲の向上に資する旨の報告があった。

B-4 計量テキスト分析によるハンディキャップ体験の教育効果
の検証

東北医科薬科大学　渡部　俊彦
薬学部１年次のハンディキャップ体験学習の際にLMSに入力
された感想文のテキストマイニングによって教育効果の客観評
価を試みている課程で、コロナ禍によって学生相互の接触を伴
う実習が実施できなくなったことから学生が感じるべき特定の
項目に欠落が生じていることを計量テキスト分析によって明ら
かにし、それらの結果に基づいて実習内容を工夫することで低
下した教育効果の一部を改善できた旨の報告があった。

B-5 ICTを活用したハンディキャップ体験学習の実践
東北医科薬科大学　宍戸　　史

医学部１年次の早期医療体験学習で実施されているハンディ
キャップ体験学習のコロナ禍に伴うオンライン化によって生じ
た学習項目の制限（自宅で実施可能かつ介助者不要の機能障害
体験，高齢者擬似体験，聴覚障害者体験に限定）による教育効
果の変化を、LMSに入力された感想文のテキストマイニングで
調べた試みである。その結果、オンライン体験学習では参加
した学生が聴覚障害体験に強い印象を受けた旨の報告があった。
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の満足度や積極性を自由記述により成果を確認することができ
た旨の報告があった。

A-8 遠隔方式による経営シミュレーションゲーム授業
日本大学　川野　克典

本研究は、ボード型の経営シミュレーションゲーム「戦略
MGマネジメントゲーム」を活用していたが、コロナ禍で実施
不可能となったために、新たに「BG21improved by KK」を開
発し、Zoom、Google Classroom、及びForms, Storm Xeより作成
した動画配信等を統合化して遠隔授業に対応した実学が学べる
アクティブ・ラーニング授業を実践した。
成果として、学生アンケート結果において「考える力が伸び
たか」という問いに対して「強くそう思う」「そう思う」の合
計が前期83％、後期94％という結果から、対面授業と同等水
準の授業を実現できた旨の報告があった。

A-9 大学オンデマンド授業に於ける学生の集中度や参画意識
を高める教材作りと授業改善

東京福祉大学　杉山　　章
本研究は、オンデマンド授業において、リアクションペーパ
ーの提出をそれを次回の講義に教員が読み上げることで、オン
デマンド授業に参加する学生の集中度や参画意識を高める効果
の実証を行ったものである。報告者は、担当している７つの科
目について、ハイブリット授業において、リアクションペーパ
ーを活用した授業を行った。その結果について無記名のアンケ
ート調査を行ったところ、学生の評価としてリアクションペー
パーの活用について肯定的社会的な結果を得ることができた旨
の報告があった。

A-10 ポストコロナ時代による学生の意識変化調査
～ICT活用に関する実証を通して～

静岡英和学院大学　金　　承子
ポストコロナ禍時代における大学教育の在り方について考察
した報告である。報告の授業科目「簿記原理」は対面授業であ
るが、ICTを活用した授業を実現しつつあること、当該授業受
講生に対するアンケート回答結果に関する分析結果等の報告が
あった。学生は「対面授業」方式と「オンライン授業」方式が
併存する現状を理解するものの、将来に漠然とした不安を持っ
ていること、単に授業でICTを活用することではなく、ICT活
用から得られたノウハウを対面授業に積極的に応用すべきであ
ること等を結論付けている。

A-11 履修選択と学修機会の充実に向けたスタートアップ
授業動画の効果

福岡大学　鈴木　　学
2021年度に導入された「FUプラスアップ授業」の取組みに
基づいた報告である。この取組みは、半期２単位15回の授業
のうち1回分をオンデマンド型授業で実施するもので、主に第
１回目をイントロダクション部分と授業内容部分の二部で構成
されたスタートアップ授業動画として学生に提供している。
2021年度と2022年度の動画へのアクセスログ分析結果につい
て報告がなされ、学生が動画を複数回視聴すること、多くの学
生が動画に広く触れている等の傾向が明らかとなった。加えて、
スタートアップ授業動画が学生の履修選択と学修機会の充実に
寄与していることが示唆された。

A-12 「場の力」を創出する、実習におけるICT活用事例
名古屋学芸大学　谷口　友帆

同じ教室で共に学ぶ仲間の「刺激」、空間を共にする学生の
発言、取り組む姿勢、アウトプットの質などの「気配」を「場
の力」と定義し、これに着目した報告。オンライン授業の実習
科目においてクラウドとミーティングツールを組み合わせた
ICTを活用して「場の力」を創出し、学びの誘発に取り組んだ。
「即時性」、「アーカイブ性」、「フォーカスの力」そして「プレ
イバック」の４つの要素に効果を見出したこと、またオンライ
ン授業であるにもかかわらず、授業内で学生間の刺激が生まれ
ていること等の報告があった。

A-13 不正行為の防止を考慮した遠隔試験の試み
福岡工業大学短期大学部　上村　英男

本研究は、問題漏洩や不正行為の防止に配慮した記述式試験
の遠隔実施の可能性について考察している。試験実施にあたり、
①記述試験の遠隔での実施、②問題漏洩の可能性を低くする、
③不正行為の可能性を低くするの３点を配慮している。
問題漏洩に関しては、OneDriveに備わっている「PDFを参照
のみ許可する」機能の「問題は表示される」が「ダウンロード
はできない」を活用し、不正行為の防止についてはTeamsにお
けるビデオ通話機能を活用して受験時の姿をリアルタイムでモ
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B-6 薬学部５年生への学習支援に用いられたICT教材の
効果比較

神戸学院大学　福留　　誠　
コロナ禍における薬学部５学年の要学修支援学生への補講と
して、国家試験過去問を利用した４種のオンデマンドWeb教材
（１．設問難易度を答える教材、２．Webテスト、３．重要単
語解説教材、４．重要単語をクイズ形式で学ぶ教材）を提供し、
模擬試験３回の成績を解析して各教材の学習支援効果を調べた
結果、４学年時GPAが比較的高値であった学生の重要単語解説
教材の履修率が高く、当該学生の初回模試の成績が有意に高か
った旨の報告があった。

B-7 同時双方向授業から見えた水理学の教育改善について
日本大学　安田　陽一

土木分野の主要専門科目の一つである水理学において、授業
動画を視聴できるポータルサイトや減点評価システムなどを利
用し、対面授業とオンライン授業を半々で行う同時双方向授業
を実施した。これらシステムの導入により、学生の取り組む姿
勢を多角的に評価することが可能となり、積極的に対話する学
生、幅広く関心を持つ学生、実務的な観点から学問を考える学
生など、活性化した学生が多く見られるようになった旨の報告
があった。

B-8 コンピテンシー基盤型のCAD/CG教育
立命館大学　笹谷　康之

CAD/CG教育を対象として、言語情報、知的技能、認知的方
略、運動技能、態度を効果的に向上させるメタ認知を可視化し、
コンピテンシー基盤型教育を実践した。Google Workspace for
Educationを活用して教材を運用し、学生が学修十戒に基づい
て学修の自己管理ができるようにしたことで、成績の向上が図
られた。また、振り返りから気付きの変化を可視化することで、
Slack等を活用したメタ認知方略を明らかにした旨の報告があ
った。

B-9 市販のLMSを利用した学習の習慣付けの支援
東京都市大学　小林　志好

１年生前期の必修科目であるSD-PBL（１）において、学習
サイクル１（経験⇒振り返り⇒意識した行動）と学習サイクル
２（予知⇒行動⇒振り返り）という二つの学習サイクルを導入
した教育を実践した。市販のLMSを活用し、授業終了後に振り
返りと目標を書かせることによって、学生に気付きを促すこと
が可能となった。本取組により、学生の理解度が向上するとと
もに、問題解決能力や系統的な学習への意識が高まった旨の報
告があった。

B-10 オンラインツール利用による遠隔授業の利点活用
及び不自由さ改善に関する取組み

東海大学　土屋　秀和
遠隔授業には復習しやすい、自分のペースで学習できる等の
利点がある一方で、直接コミュニケーションが取れない等の不
自由さがある。遠隔授業の利点を活かしつつ、不自由さを改善
することを目的として、オンタイムのビデオ会議という形式で
授業を実施し、ライブ感の充実を図った。本取組により、遠隔
授業でありながら、対面授業に近い感覚の遠隔授業が実施でき、
従来の遠隔授業で感じられた不自由さの軽減が認められた旨の
報告があった。

B-11 バーチャルリアリティ（VR）技術を用いた
食肉衛生検査実習の取組み

酪農学園大学　内田　玲麻
食肉衛生検査は獣医師の重要な職責であるが、食肉衛生検査
所の設置数が少ないことや安全面の観点から、大学における斉
一教育としての実施が難しい。この問題を解決するため、牛の
と畜検査を疑似体験できるバーチャルリアリティ教材を行政及
び企業と共同で開発した。本教材を体験した学生や獣医師から、
想像以上にリアルであり、実習に参加する準備段階として検査
の流れを理解するのに有用である等の好評価が得られた旨の報
告があった。

B-12 ハイブリッド授業における双方向性を向上させる
授業方法

中京学院大学短期大学部　由良　　亮
日本では教員から学生への一方向授業が普通であり、暗黙的
に発言の間違いを認めない雰囲気があるため、双方向授業を実
施しても対応できない学生が多い。授業の双方向性を向上させ
るため、Zoomのチャットファイルをリアルタイムで監視し、
匿名コメント化するプログラムを開発した。本プログラムを活
用し、匿名化された意見や質問を随時取り上げながら授業を実
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施したところ、多くの意見・質問が寄せられるようになった旨
の報告があった。

B-13 自律的に学ぶ姿勢を育む個別化教育の推進
―医療人を目指す者の学び方改革

滋賀医科大学　向所　賢一　
対面授業とハイフレックス型講義との併用、講義動画のオン
デマンド配信、講義動画を活用した学生による反転授業教材の
作成、検索可能な医師国家試験プール問題の提供等をおこなっ
て学生満足度の向上および医師国家試験への早期からの動機付
けに加えて教員のモデルコアカリキュラムの授業内容への反映
を図ったことにより、授業時間に制約されずに学生の自律的に
学ぶ姿勢を育む個別化教育を推進している旨の報告があった。

B-14 医療における倫理観の醸成を目指した
カリキュラムにおけるICT活用の教育効果の検証

昭和大学　加藤　里奈　　
在宅医療のシナリオを題材として、医・歯・薬・保健医療学
部の学部連携グループ討議をおこなう科目「在宅チーム医療を
支えるNBMと倫理Ⅲ」において、オンラインツールを活用す
ることで在宅医療における倫理的問題について学生が多角的に
討議して理解を深化させる授業を展開した結果、患者や家族の
立場に立った倫理的な問題に配慮した対応について、90％以
上の学生が医療者として倫理観を一層深化させる必要性を認識
できた旨の報告があった。

Ｃグループ
C-1 学生の授業省察力を高める遠隔授業観察の教育効果

四天王寺大学　福本　義久
教職科目において、初任教諭としての「授業実践力」を高め
るため、遠隔授業観察により受講生の「授業省察力」を養う試
みの報告。小学校初任教諭（本学卒業生）、受講生、担当教員
の３者をZoomで結び、教諭の授業を観察・録画。動画視聴に
より授業の振り返り、授業記録作成と省察を行わせ、受講生の
「授業省察力」を養った。初任教諭においてはPMメソッドによ
り「授業実践力」の向上を確認した。授業アンケート及び授業
省察記録から受講生における「授業省察力」の涵養が認められ
た旨の報告があった。

C-2 授業内での講義動画視聴によって個別最適化学習を図る
授業実践

新潟青陵大学短期大学部　峰本　義明
知識の定着を図るため、講義動画を作成し、授業中に受講生
個々のペースで視聴させ、受講生同士の意見交流を実施した授
業実践報告。動画、意見交流はScrapbox、LearnwizOne、Slide
を利用し、Google Classroomをプラットホームとして授業環境
を構築した。授業方法に関する学生アンケートからは、講義動
画の授業内視聴は授業全体の評価を高めること、また、専門知
識の学びでは個々のペースや理解度に合った学修の有効性が確
認できた。知識の定着への効果は未調査であり、今後の課題と
する旨の報告があった。

C-3 電子黒板の板書の仕方、タブレットPCを使った
デジタルノート作成指導方法の開発

椙山女学園大学　坂本　徳弥
教職課程において、電子黒板やタブレットPC等のICT活用を
学生に体験させ、その必要性を理解させるための授業実践報告。
ICT活用により学習者全員の授業参加、板書時間の短縮と板書
内容の配信、書写時間の短縮と多様なコンテンツを含むデジタ
ルノート作成が可能となる。ICTを活用した授業方法を学生に
体験・修得させることにより新たな学びの長所を理解させた。
４回の授業アンケートの結果からは、電子黒板及びデジタルノ
ートの使用に対する学生の関心の高まりが確認された旨の報告
があった。

C-4 ICT活用による多様性に応じた子ども・子育て支援を
通した保育者養成

京都女子大学　瀬々倉　玉奈
乳幼児保育・教育及び心理学的なアプローチによる子ども・
子育て支援を実践し、並行して保育学生を支援者として養成す
る活動を講義内外で行ってきた。当初は対面形式であったが、
コロナ禍を機にICTツールが導入され、オンラインならではの
親子支援プログラムを行うなど積極的・能動的なICTツールの
活用を図った。これにより、学生間、学生・教員間のコミュニ
ケーションが活発化し、学生自ら問題を発見し対応策を練るな
ど、非認知能力の活性化にも効果があったと考えられる旨の報
告があった。
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フ業界への理解だけでなくゴルフ場の説明、施設見学、業務の
模擬体験などさまざまな貴重な就業体験の機会も得ることがで
きた。またゴルフ場とキャンパスとをICTを活用してリモート
でインターンシップの中継を行い、関係職員にもその内容をラ
イブ配信するといった「オンラインモニタリング」を実施し、
コロナ禍でも教職員がインターンシップに一定の関与や指導を
実現できた旨の報告があった。

C-11 コロナを経験した教育に求められるオンラインと対面
の融合授業の重要性

相模女子大学　小泉　京美
大学がWithコロナ時代へと変化して対面授業に戻りつつある
中、大規模授業でのオンライン授業の有効性を学習効果に基づ
いて検証した報告であった。大規模授業で受講する学生がどの
ような授業を望んでいるのかということを探求するため、学生
の授業に対する積極性と欠席防止対策という観点から大規模授
業15回の講義の中で３種類の形式で授業を実施した。具体的
には①対面ハイブリッド、②リアルタイムオンライン、③オン
デマンドの３種類の形式で実施し、テキスト・動画の閲覧回数、
課題提出回数、出席などのデータを分析して学習効果を検証し
た結果、オンラインと対面を融合させた対面ハイブリッド授業
の重要性が示された旨の報告があった。

C-12 コミュニケーションツールを活用したハイブリッド型
PBLの受講継続と葛藤と学びの接続

帝京大学　李　　永淑
「ソーシャルビジネス実習基礎（前期）」と「ソーシャルビ

ジネス実習（後期）」において、ICTとPBLの接続を試みた事例
紹介である。これらの授業は社会的企業と連携して学生たちが
「働くとは何か」を言語化するプロセスを支援する授業である。
しかし、課外活動も多く学生にとって負担の大きい授業として
以前は途中で離脱する学生が多かった。そこでICT導入を機に
コミュニケーションツールを活用したハイブリッド型PBLとし
て再設計を行った。その結果、シームレスな教育機会を増やす
ことにより報告連絡相談が常態化した誰一人取り残さない学習
プラットフォームを構築することができ、「負担の大きい授業」
として学生たちの間で受講を継続できるか否かという葛藤が多
かった科目が、開講以来最多の学生が通年履修できた旨の報告
があった。

C-13 コロナ禍のハイブリッド型体育授業が大学新入生の
健康生活習慣にもたらす効果と課題

東京電機大学　加藤　知己
コロナ禍により大学生の健康に悪影響が及ぶ中、ICTを活用

したハイブリッド型体育授業を展開し、初年次学生の健康生活
習慣に対する教育効果を検証した報告。授業においては、遠隔
によるグループワーク実技や講義、学習管理システムによる健
康生活習慣を育成する課題などを取り入れた。教育効果を分析
したところ、運動頻度、朝食摂取頻度、社会的スキルの低い各
学生群において受講による改善効果が確認された。一方、不眠
傾向と友人数に対する効果は確認されず、今後の課題とした旨
の報告があった。

C-14 栄養士養成課程におけるAI教育の導入とICT活用に
よる教育効果の向上について

大阪夕陽丘学園短期大学　治京　玉記
基礎学力低下と学力ばらつきの問題を孕む栄養士養成課程に
おける、AI、ICT、OODAループを活用した教育効果向上戦略
に関する報告。AIドリルによる入学前教育、e-learningとTBL
によるリメディアル教育、そしてスタディサポートをOODAル
ープで連携。AIドリル、リメディアル教育の目標未達成者はス
タディサポートにより基礎学力を底上げし、AI解析で抽出され
た躓き項目はリメディアル教育により基礎学力のばらつきを防
止。その結果、基礎学力向上、必須科目の理解度向上等の効果
が認められた旨の報告があった。

C-15 学修目標を自己チェックする仕組みによる受講生の
主体性促進の試み

武蔵野大学　中村　太戯留
ICTを活用して学修目標を受講生が自己チェックする仕組み

を作り、受講生が主体的に課題内容の質向上に取り組む手法の
実証的提案。具体的にはGoogle Classroom/Formsにより次の
（１）〜（３）を実施した。（１）学修目標、実施する課題、評
価項目の３項を準備。（２）授業冒頭で学生が学修目標を確認。
（３）授業のまとめ時に学生が評価項目を自己チェック。受講
生アンケートによれば、（２）と（３）は５段階評価で最頻値
が５、教員評価と受講生の自己チェックの一致率は８〜９割。
これらの結果から、提案の有用性が示唆されたといえよう。

C-5 遠隔授業における質問支援機能の利用とその効果
静岡産業大学　永田　奈央美

コロナ禍により、ビデオ会議システムとLMSを組み合わせた
同期・非同期講義配信形態で講義が行われており、一定の成果
を上げているが、教師と学生のコミュニケーション不全という
新しい問題も生じてきている。本研究では学生の「質問」とい
う行為に注目し、学生の疑問解消を支援する質問支援機能を提
案した。学生は、５種類の質問テンプレートから選択して質問
することができる。３つの科目の遠隔授業で利用し、学生の質
問状況を分析したところ、課題中心科目では自由記述のテンプ
レートが多く、疑問を呟くテンプレートが少ない、などの傾向
があることがわかった旨の報告があった。

C-6 タブレット端末を用いた遠隔授業の理解度向上へ
の取組み

東海大学　田中　　真
タブレット端末を使った授業改善の取組みを2020年度秋学

期から３学期にわたって実施した。ライブの授業中に、タブレ
ット端末とアプリを使い、黒板を模擬した手書きの操作を積極
的に取り入れた。これにより、高速で一方的に解説していた授
業に小休止が生まれ、学生が噛み砕いて理解する時間が生まれ
るなどの効果が期待される。分析の結果、積極的な質問数の増
加、成績の向上という良好な結果が得られた。また、タブレッ
ト端末を使った板書という基本操作に立ち戻ることで、どの授
業科目でも教育効果が向上する可能性を示した旨の報告があっ
た。

C-7 クラウド型スプレッドシートを使った英語語彙集課題 
― 学習者の自律性欲求に注目して ― 

京都外国語大学　ラムスデン　多夏子
与えられた語彙を学ぶという従来の語彙学習への疑問から、

自分で選択した語彙を学習する半自律型授業外学習課題を開発
し、大学の英語資格試験対策の授業で実践した事例報告である。
語彙を記録するツールにクラウド型スプレッドシートを使用
し、学習成果を可視化して共有することで、同じ目標を持つ学
習者同士の連帯感を形成し、学習への動機づけを進め、学習者
の自律性欲求を高めた。また教師が進捗状況を常時モニタリン
グして課題を確認できることによってTOEICスコアアップにも
つなげることができた旨の報告があった。

C-8 LMS利用の隔週語学（英語）授業
－語学授業の頻度への挑戦

学習院大学　山本　昭夫
隔週で対面式とオンデマンド式を組み合わせた語学（英語）

授業実践を通して、大学の語学授業回数の頻度に一つの問いを
投げかける試論である。隔週の対面式授業では受講生が学修意
欲を高めてより積極的に英語で対話を行ういっぽうで、オンデ
マンド式授業においては受講生による課題提出の習慣が定着し
た。教室外学修時間を増やすことにより自立した学修者育成に
つなげた。またICTとしてはWebclassというLMSを活用して課
題や資料の指示・提出および確認を行った結果、受講生の課題
提出が定着し、かつ教員の課題管理も容易になったと旨の報告
があった。

C-9 大規模公開オンライン講座（MOOCs）を活用
した留学代替プログラム

東京女子大学　鈴木　夏代
国際英語専攻学科におけるコロナ禍の留学代替プログラム

（単位認定）として、英米圏の大学が提供する講義視聴可能な
大規模公開オンライン講座（MOOCs）を活用し、専門科目を
担当する教員らが授業を立案して実践した授業改善の事例紹介
である。特筆すべきは教員の意識改革や変化への対応を促して
専攻をあげての取組みにできた点である。MOOCsのコース作
成者による聞く・読む課題、クイズ、世界の受講者との意見交
換 （チャット）などがプログラムされた学習活動（タスク）
に加え、教員が学習者主体の学びと協働学習を促す代替プログ
ラムを作成した。具体的には、自主学習用として設計されたプ
ラットフォームを授業と並立させて授業と授業外の学習の一体
化を図った。その結果、学生の授業外学習時間の確保と学習に
取り組む姿勢に大きな改善がみられた旨の報告があった。

C-10 地域産学協働によるゴルフ場でのPBIの取組み
とICTを活用したモニタリングの試み 

帝京平成大学　庄司　一也
大学生の学習内容や希望を活かせるようにゴルフ場運営会社
と協働してインターンシップの内容を精査し、同時に地域の課
題解決にも取組むインターンシップ（PBI）を実践した事例紹
介である。このインターンシップをとおして、学生たちはゴル
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学生収容定員

視聴コンテンツ

2022年度分のみ 2021年度分のみ 2020年度分のみ
2022年度と
2021年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2022年度分のみ 2021年度分のみ 2020年度分のみ 2022年度と2021年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のビデオコンテンツおよびレジュメで、

配信の許諾が得られたものです。ただし、質疑

応答、討議、本協会の活動紹介などは除きま

す。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、私情協 教育イノ

ベーション大会、短期大学教育改革ICT戦略会

議、教育改革事務部門管理者会議、大学情報セキ

ュリティ研究講習会です。

●コンテンツ数
2022年度 ： 99件

2021年度 ：109件

2020年度 ： 97件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2022年12月１日〜2023年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ先
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

https://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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日本システム技術株式会社

賛助会員だより

京都ノートルダム女子大学における
DX推進、教学改革への取組み
～GAKUENシリーズ導入による

教学データの活用～

京都ノートルダム女子大学は、2021年３月に

文部科学省大学改革推進等補助金「デジタルを活

用した大学・高専教育高度化プラン」取組み①

「学修者本位の教育の実現」において、関西の女

子大学では唯一採択されました。

大学向け総合パッケージシステム「GAKUEN」

（事務システム）と「UNIVERSAL PASSPORT」

（ポータルシステム）をノンカスタマイズで導入、

システム拡張と教学データ活用の取組みについて

大学の教育支援部長兼ND教育センター事務室長

小林忍氏にお話しを伺いました。

《大学紹介》
1961年に創立され、2021年で創立60周年を迎

えられ、建学の精神「徳と知（Virtus et Scientia）」

に基づき、教員と学生の距離の近さを活かした一

人ひとりに向き合う教育を「『対話』から始まる

ND教育」と掲げて、2021年度よりカリキュラム

改革を全学で実行、デジタルの力（DX）を活用

した教学改革を推進されています。

■DX推進・教学改革への取組み
DX推進計画のうち、データを活用した教育の

高度化は、以下の３つの柱を軸に実践しています。

①　「ブレンド型授業モデル」創出により教育課
程をレベルアップさせる
既存の教務事務システムではデータの有効活用

が十分にできなかったため、GAKUENシリーズ

を導入しデータの蓄積と活用、可視化が可能なシ

ステム拡張により、授業のベストミックスを追求

②　教育ビッグデータの活用で「いつでも・どこ
でも」個別最適な学修を提供する
GAKUENシリーズで管理される入試・教務・

就職情報など学修情報へのアクセスを強化し、学

生がいつでも学修が可能な環境を整備

③　「情報活用力プログラム」を新設しDXを加
速できる人材を養成する
情報の活用が得意な学生、教職員を育成するプ

ログラムを展開、AI関連授業やｅラーニングを通

してDXの機運を醸成

この３つの柱の中でも、①「ブレンド型授業モ

デル」創出により教育課程をレベルアップさせる

施策において、GAKUENおよびUNIVERSAL

PASSPORTはデータを一元管理するデータベース

として活用しています。

■データの蓄積と可視化
GAKUENおよびUNIVERSAL PASSPORTでは、

教学データとして授業や成績、出席情報等が一元

管理されており、LMSや電子教科書等の他システ

ムにも必要なデータを連携しています。これらの

システムで日々登録される様々なデータを蓄積し

データの分析を進めるため、分析活動を実施する

プロジェクトチームを発足させ、まずは各種デー

タの可視化とアセスメントポリシーを踏まえた、

分析対象となるデータの取捨選択を、教育目的に

基づきながら実施しています。そして、最終的に

は蓄積したデータを教育課程の充実や授業の改善

に活用することを目標としています。また、蓄積

したデータは内部的な教学改革に活かすだけでは

なく、可視化した成長度を学生自身が確認するこ
京都ノートルダム女子大学キャンパス



とにも活用しています。この成長度の可視化を実

現するためにUNIVERSAL PASSPORT学修ポート

フォリオを利用しています。
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げられることを目指しています。

■システムへの期待と今後の展望
GAKUEN・UNIPAは、基本的

にカスタマイズなしで「ひと通り」

以上の相当なことができるように

なっており安心感があります。そ

の充実した機能を有効に活用しよ

うとすればするほど確かに設定等

の作業負担は増えますが、今回、

従来行ってきた業務フローの発想

を転換してシステムに合わせるこ

とが効率化、ひいてはDXにつな

がると感じました。今後AIで膨大

な設定のミスを発見したり、無

駄な作業をあぶりだして指摘したりといったこと

をしてくれるようになると、ユーザーとしては嬉

しいです。（小林氏　談）

■導入システム概要
・職員向け基幹事務システム
（GAKUEN RX）

Base、入試、教務、就職、学費

・学生/教職員向けWebサービスシステム

（UNIVERSAL PASSPORT RX）

Base、教務、出欠管理、スマホ出席、

マイステップ、学修ポートフォリオ

基幹事務システム（GAKUEN RX）では、入学

前〜在籍中〜卒業後までの様々な情報を一元管理

しています。

Webサービスシステム（UNIVERSAL PASSPORT

RX）では、基幹事務システムに蓄積

された情報を活用して、学生生活の

支援や教育の質保証、情報の可視化

を実現できるだけでなく、業務の効

率化や学生サービスにも寄与します。

問い合わせ先
日本システム技術株式会社
（通称：JAST）
（西日本地区）GAKUEN事業部

TEL：06-4560-1030
E-mail：g-sales@jast.co.jp

（東日本地区）文教事業部
TEL：03-6718-2790
E-mail：g-bun_sales@jast.co.jp
URL： http://www.jast-gakuen.com

賛助会員だより

■データ分析と活用
GAKUENやUNIVERSAL PASSPORTに蓄積さ

れたデータはBIツールを利用して分析を始めてい

ます。授業あたりの履修者数平均や出席状況等を

経年で確認し、例えば修得年度別の評価割合を可

視化することで、適切な評価の在り方であるか、

教員毎での評価にばらつきがなく一定となってい

るか等の検証に役立てられると考えています。そ

の他にも、LMSへのアクセス時間帯や課題の提出

状況、学生を対象に実施した成長実感を問うアン

ケートをもとにしたGPAとの相関等を可視化して

います。データ分析を行うために重要な研修も積

極的に実施しており、蓄積したデータの可視化⇒

見える傾向の確認分析⇒不足しているデータの収

集・蓄積・可視化のサイクルを継続することで、

最終的に実現したい授業改善や教育の高度化に繋

UNIVERSAL PASSPORT学修ポートフォリオ

BIツールによる可視化（例）
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。リテラシーレベルのワークショップ（無料）も実施
しています。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は166法人（183大学、46短期大学）となっており、賛助
会員49社が加盟しています（会員数は2022年12月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活
用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きか
けています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「学生による社会スタディ」を実施していま
す。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理
者会議の開催

５）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド
の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2021年２月改訂）

１．投稿原稿の対象
教育の質向上を目指したデジタル・トランスフォーメーションに関する事例紹介、ICT活用による企業・社会と連携

したPBL授業の取組みと効果・課題、数理・データサイエンス・AI活用教育の導入事例の紹介、情報活用・情報倫理教
育の効果的な授業事例の紹介、遠隔授業と対面授業を組み合わせたハイブリッド型授業の取組みの紹介、海外大学又
は関係機関の情報など参考となる内容を対象とします。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつけてください。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。
（４）図表等

図表等、上記字数に含みます。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式としてください。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述ください。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述ください。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記ください。

４．送付方法
本協会事務局へメール添付にて送付ください。
添付ファイルの容量が５MBを超える場合は本協会事務局にご相談ください。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡します。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定します。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知します。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めません。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈します。部数を追加を希望する場合は本協会事務局に相談ください。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、本協会のホームページにて公開します。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail : info@juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2022年度 No.376

投稿規程



77JUCE Journal 2022年度 No.3

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
166法人（183大学　46短期大学）

（2022年12月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長・学長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（教養学部教授）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

古瀬　一隆（経営学部教授）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、教務部長、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（DX推進センター長、情報教育研究センター長）

江戸川大学

小口　彦太（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部社会福祉学科長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会准教授）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院大学・学習院女子大学

岡本　久（理学部長）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

工学院大学

馬場　健一（図書館長、情報科学研究教育センター所長）

駒澤大学

𠮷田　尚史（副学長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山﨑 壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

小原　奈津子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

富谷　光良（高等教育開発・支援センター所長）
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専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

中嶋　卓雄（学長補佐）

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

小池　新（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

鈴木　公啓（情報教育センター長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

文化学園大学

濱田　勝宏（理事長）

武蔵大学

竹内　広宜（経済学部教授）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立教大学

平山　孝人（メディアセンター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（大学事務部長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

北上　眞二（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター課長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）
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愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

松尾　貴司（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

安藤　玲子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　朋子（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

大谷大学

江森　英世（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都女子大学

中山　玲子（教務部長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

加藤佐千子（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（生命医科学部教授）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

松木平　淳太（副学長、総合情報化機構長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

辻林　徹（歯学部教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

追手門学院大学

小島　香住（図書館・情報メディア部次長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

松岡　隆（高等教育推進センター長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

前田　利之（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

玉田　浩之（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

高橋　一夫（学習教育総合センター長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

堀田　博史（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

神宝　和美（会計・管財部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

土井　章充（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（商学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

小松　生明（副学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

瀬川　波子（情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

赤間　健一（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（ｅキャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）
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